
２．児童虐待防止対策の強化について
（１）児童虐待防止対策予算（令和５年度予算案等）について

（資料１参照）

令和４年度第２次補正予算及び令和５年度予算案においては ICT化の、

推進や、保護者指導、未就園児家庭への申請手続き支援のための予算が

計上されている。各自治体におかれては、こうした予算を積極的に活用

していただくよう、検討をお願いする。

① 令和４年度第２次補正予算

ア ICT化の推進

児童相談所等における①相談対応や状況確認を行う際のビデオ通

話の活用、②関係機関との連絡調整等を行う際のテレビ会議の活用、

③安全確認等を行う外出先でのタブレットの活用、④通信環境の整

備等を進めるため、児童相談所等のＩＣＴ化の推進を推進し、業務

におけるビデオ通話やテレビ会議、タブレット端末等の活用を促進

するとともに、業務負担の軽減を図る。

イ AIを活用した緊急性の判断に資するツールの開発

児童相談所における一時保護の判断に当たり、AIを活用した緊急

性の判断に資するツールの開発を促進する。

蓄積されたリスクアセスメント情報をAIが解析・予測することで、

一時保護判断の参考となる指標の表示等を行い、専門的な考察・調

査や判断ミス防止等の職員の判断をサポートするとともに、タブレ

ット等による訪問先や要対協での即時・的確な対応も想定されるこ

とから、業務効率化などにより負担軽減を図ることが期待できる。

なお、令和５年度は、実際にツールを活用したモデル的実施を予

定しているので、都道府県等におかれては積極的にご参加いただき

たい。

② 令和５年度予算案

ア 児童相談所の体制強化・人材育成

児童相談所における日本語での意思疎通に困難がある家庭等の相

談への対応の強化のため通訳の実施に係る費用に関する補助を創設

する。

また、児童相談所の設置準備に伴う職員の配置支援を拡充し、こ

れから児童相談所を設置する予定の中核市や特別区等だけでなく、

既に児童相談所を設置している地方自治体が増設を行う場合も補助

対象として追加する。
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イ 児童の安全確認等のための体制強化事業

児童相談所の業務負担軽減のため、施設への入所措置、里親への

委託、一時保護（一時保護委託含む）や一時保護解除の際の移送等

に係る非常勤職員の雇上費用への補助を創設し、従来児童福祉司が

複数人で対応していた対応の負担軽減を図る。

ウ 児童虐待防止対策研修事業

全国の児童相談所における虐待相談対応は警察からの通告による

ものが５割を占めており、また、２ヶ月超えの一時保護等の家庭裁

判所の審判も増えている。さらに、令和４年改正児童福祉法により、

一時保護開始時の司法審査も導入することから警察、家庭裁判所等

との連携を強化することが重要であり、裁判官、警察官、家庭裁判

所調査官、検察官等が参加可能な研修等を実施した場合の加算を創

設する。

エ 保護者指導・カウンセリング強化事業

令和４年改正児童福祉法による親子再統合支援事業の創設を踏ま

え、保護者指導等に関する事業を拡充し、親子関係の再構築を実施

する民間団体の育成に係る経費の補助を創設する。

オ 被害事実確認面接支援事業

性的虐待等を受けたこどもに対して、何度も同じ内容を聞くこと

はこどもにとって心理的負担が大きいことや聞き取る話の信用性確

保の問題からできるだけ少ない回数で正確な内容を聴取するという

手法をとることが望ましい。

面接の実施には、一定の講習等の受講が必要となる高度な技術が

要求されることから、児童相談所における実施者の育成等の負担も

大きい。そのため、協同面接を含めた被害事実確認面接等を推進す

るために、民間団体への委託に係る費用の補助を創設する。

カ 子どもの権利擁護体制強化事業

都道府県及び児童相談所設置市については、令和６年度から意見

聴取等措置が義務化されるところであるが、子どもの権利擁護につ

いては一般市町村も含めてその取組を進めることが求められる。こ

のため、子どもの権利擁護にかかる体制構築のための補助について、

児童相談所設置市に限らず、対象を一般市町村まで拡充する。
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キ 未就園児等全戸訪問・アウトリーチ支援事業

未就園児も含めた小学校修了前の全てのこどもの育ちを保証する

取組を強化する必要があることから、訪問により把握したこども・

家庭に対し、地域のＮＰＯや児童委員、子育て支援員等の民間関係

者・団体を活用しながら、こども・家庭の困りごとを把握し、申請

手続等の支援も含め円滑かつ確実に支援・サービスに結びつけてい

く「申請手続等支援」を創設する。

（２）児童相談所及び市町村の体制強化について

（資料２～４参照）

① 新たな児童虐待防止対策体制総合強化プラン

児童虐待防止対策については、これまで「児童虐待防止対策の強化

に向けた緊急総合対策 平成30年７月20日児童虐待防止対策に関す」（

る関係閣僚会議 以下 関係閣僚会議 という 決定 児童虐待防（ 「 」 。） ）、「

止対策体制総合強化プラン 平成30年12月18日児童虐待防止対策に関」（

する関係府省庁連絡会議 以下 関係府省庁連絡会議 という 決（ 「 」 。）

定 児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策 の更なる徹）、「『 』

底・強化について 平成31年２月８日関係閣僚会議決定 及び 児童」（ ） 「

虐待防止対策の抜本的強化 平成31年３月19日関係閣僚会議決定 等」（ ）

を踏まえて取組を進めてきたところ。

しかしながら、児童虐待については、児童相談所への児童虐待相談

対応件数が年々増加の一途をたどっており、重篤な児童虐待事件も後

を絶たないなど依然として深刻な社会問題となっている。

このような状況も踏まえ、児童相談所や市町村の体制強化を計画的

に進めるとともに 児童虐待対策を更に進めていくため 新たな児童、 、「

虐待防止対策体制総合強化プラン 令和４年12月15日関係府省庁連絡」（

会議決定。以下「本プラン」という ）を策定した。。

本プランは、令和６年度までに児童福祉司約6,850人の体制とする

（注１）こと、令和８年度までに児童心理司約3,300人の体制とする

（注２）ことなど（注３）を定めている。

本プランの初年度である令和５年度においては、児童福祉司を約

6,310人、児童心理司を約2,590人とすることを計画しており、これを

踏まえた地方財政措置が講じられる予定となっているほか、自治体に

おける採用活動等への支援に引き続き取り組むこととしているので、

各自治体におかれては、児童相談所における人材確保を進めていただ

くようお願いする。

なお、人材確保に当たっては、通信課程（社会福祉法人全国社会福
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祉協議会が運営する中央福祉学院）を活用した資格取得も含めて検討し

ていただきたい。

注１ 児童福祉司の配置標準のうち、児童虐待相談対応件数に応じた加配について、

自治体ごとの人口１人あたりの児童虐待相談対応件数の差異が拡大している状

況をより適切に考慮したものに見直す（注４）とともにこども・保護者等への

指導等を行う児童福祉司について、令和６年度末までに全国で1,060人程度増員

する。

注２ 令和８年度末までに全国で950人程度増員する。

注３ 令和４年改正児童福祉法によるこども家庭センターについて、令和６年度の

発足に向け、必要な体制等について検討を行うとともに、令和５年度中に設置

目標を定める。また、令和４年改正児 童福祉法により一時保護開始時の司法審

、査の令和７年度（令和７年６月15日までで政令で定める日）までの導入を含め

「児童虐待防止対策の更なる推進について」等を踏まえ、必要に応じ、本プラ

ンの見直しを検討する。

注４ 加配の基準となる人口１人あたりの児童虐待相談対応件数について、全国平

均により算出される人口１人あたりの件数から、人口１人あたりの件数が標準

的な自治体の人口１人あたりの件数に改めることとする。

② 市区町村子ども家庭総合支援拠点の設置について

（資料４参照）

平成28年の児童福祉法改正以降、身近な相談機関である子ども家庭

総合支援拠点と子育て世代包括支援センター双方の整備に御尽力いた

だいた結果、着実に整備は進んできており、改めて感謝申し上げる。

令和４年４月時点の市区町村子ども家庭総合支援拠点の設置数（速

報版）

設置自治体数：１，００２市区町村（６３５）

設置箇所数：１，１８８か所（７１６）

※（）は令和３年度の数値

「新たな児童虐待防止対策体制総合強化プラン」では、市区町村子

ども家庭総合支援拠点について、引き続き設置促進に向けて取り組む

こととしており、その上で、こども家庭センターの全国展開を図ると

されている。そのため、子ども家庭総合支援拠点の設置促進のため、

立ち上げに知見を有する者をアドバイザーとして各自治体に派遣する

取組を「西日本こども研修センターあかし」の事業として実施してい

るところである。令和５年度予算案においても、引き続き、自治体向

け説明会の実施等を行うこととしており、詳細については別途お知ら
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せする。

また、特に拠点未設置の市区町村におかれては、安心子ども基金

（注）を積極的に活用していただき、法施行に向け早期に設置に向け

て取り組んでいただきたい。

なお、安心子ども基金は通例よりも国の負担割合を高く設定してお

り使用しやすいものとなっているため、積極的にご活用いただき、一

体的運営に向けて取り組んでいただきたい。

注①「母子保健・児童福祉一体的相談支援機関整備事業」

安心子ども基金 602億の内数

補助率：国９／１０ 市町村１／１０

補助単価：17,392千円

②「母子保健・児童福祉一体的相談支援機関運営事業」

安心子ども基金 602億の内数

補助率：国２／３ 都道府県１／６ 市町村１／６

補助単価：１市町村あたり6,272千円（統括支援員導入経費）

（３）宗教の信仰等に関する児童虐待等への対応について

（資料５参照）

宗教の信仰等を背景とする児童虐待事案に関しては、公的機関による

積極的な関与が難しい等の指摘がなれており 昨年１０月 市町村及び、 、「

児童相談所における虐待相談対応について （令和４年10月６日付子発」

1006第３号厚生労働省子ども家庭局長通知）により、宗教に関すること

のみをもって消極的な対応をとらないようにお願いをしたところ。

また、昨年１２月には、市区町村や児童相談所による対応に際しての

判断に資するよう 「 宗教の信仰等に関する児童虐待等への対応に関す、「

るＱ＆Ａ について 令和４年12月27日付子発1227第１号厚生労働省子」 」（

ども家庭局長通知。以下「Ｑ＆Ａ」という ）をお示ししたところである。。

Ｑ＆Ａにおいては 想定する児童虐待事例として 宗教活動へ参加する、 、「

ことを体罰により強制する 「言葉等により恐怖をあおる等により宗教」、

の布教活動等を強制する 「医師が必要と判断した治療行為（輸血等）」、

を行わせない」等を明示しているほか、関連する公的支援や対応に当た

っての留意点（市区町村や児童相談所による指導等を契機として保護者

の行為がエスカレートする場合や、宗教団体等の働きかけが強まる等の

場合には躊躇無く一時保護等の対応を検討すること等）も記載している

ため、参照の上、こどもの側に立って対応に当たっていただくことをお

願いする。

なお、現在厚生労働省において、本Ｑ＆Ａの内容を端的に解説した動
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画コンテンツの作成を進めている。この動画について、作成次第速やか

にお示しするので、各市町村や児童相談所における職員向け研修等に活

用する等によりＱ＆Ａの内容理解に努めていただくことも併せてお願い

する。

（４）懲戒権に関する規定等の見直しについて

（資料６，７参照）

民法における懲戒権に関する規定 民法第822条 が児童虐待を正当化（ ）

する口実になっているという指摘がなされてきたことを踏まえ、昨年12

月に成立した民法等の一部を改正する法律（以下、民法等改正法）によ

り、民法について

① 親権者による懲戒権の規定を削除するとともに（民法822条 、）

② 親権者は、子の人格を尊重するとともに、子の年齢及び発達の

程度に配慮しなければならず、かつ、体罰等の、子の心身の健全な

発達に有害な影響を及ぼす言動をしてはならない（民法821条）

とする改正がなされ、昨年12月に公布・施行された。

児童福祉法及び児童虐待の防止等に関する法律においても、児童相談

所長や児童福祉施設の長について、懲戒権の規定を削除するとともに、

新たに児童の人格の尊重、児童の心身の健全な発達に有害な影響を及ぼ

す言動の禁止などを明記した。

体罰等によらない子育ての推進については、これまでも令和元年度に

「体罰等によらない子育てのために」をとりまとめて以降、毎年度予算

を確保してポスターやリーフレットを作成するなど周知啓発を行ってき

たところであるが、各自治体におかれては、引き続き、一般国民等に対

し周知啓発を行うこと等により、体罰等によらない子育てのいっそうの

推進をお願いしたい。

（５）親子のための相談ＬＩＮＥについて

（資料８参照）

虐待防止のためのＳＮＳを活用した全国一元的な相談の受付体制の構

築に向け、厚生労働省において、令和３年度より相談システムの開発等

を行い、令和５年２月より本格的な運用を開始した。

現在、対面や電話での相談対応が中心となっている一方で、特に児童

虐待等の悩みを自ら打ち明けることが難しいこどもや若者にとっては、

コミュニケーションの手段として一般的となっているＳＮＳを活用した

相談体制を整備することが重要であることから、本相談システムや独自

のＳＮＳ相談事業を実施していない自治体におかれては積極的に活用い
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ただくようお願いしたい。また、当該自治体に対して３月中に状況確認

を行う予定のためご協力をお願いしたい。

（６）デジタル原則による児童福祉司等の研修のデジタル化について

（資料９参照）

「デジタル社会の形成に関する重点計画・情報システム整備計画・官

民データ活用推進基本計画 令和３年12月24日閣議決定 において 書」（ ） 、

面、目視等を義務付ける手続・業務をデジタルで完結、機械で自動化す

ることを基本とする「デジタル完結・自動化原則」など５つの原則（以

下 デジタル原則 を踏まえて すべての法令・通達等について デジ「 」） 、 、

タル原則に沿った制度改革を進めることが決定された。

これに基づき 「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」、

（令和４年６月３日デジタル臨時行政調査会決定）において、代表的な

アナログ規制７項目に該当する条項が点検され、対面講習規制について

もデジタル完結を原則とする方針が示されている。

児童福祉法に規定されている児童福祉司等（要保護児童対策調整機関

担当者を含む の研修等についても デジタル原則に基づく見直しの対。） 、

象となっており、申込から受講修了証の発行までの過程（※）はデジタ

ル完結を基本とすることとされている。また、本見直しの完了時期は令

和６年３月までとされていることから、各自治体におかれてはご了知い

ただきたい。

なお、本見直しを踏まえた研修等の実施については、関係通知等の改

正によりお示しする予定だが、実施方法としては、

○web会議システム等によるライブ配信

○事前に講義動画を撮影し、出席者に配布

○講義動画を動画共有サービスで配信する

等が想定される また 研修の実施にあたっては 児童虐待防止対策支。 、 、「

援事業」における「児童虐待防止対策研修事業」も積極的に活用いただ

きたい。

※ 受講申し込みから講習受講 修了証の発行までの一連のプロセス（ ） 、

を指す。講習内容に実技による講習や試験が含まれているものにつ

いては、オンラインによる代替などデジタル化が技術的に困難な場

合は、当該デジタル化が困難な部分のみ点検の対象外とする方針と

なっており、厚生労働省とデジタル庁の間では、各研修等のカリキ

ュラムのうち、実技や演習に係る内容は除くことが合意されている。

（７）児童相談所において在宅指導している虐待ケースの安全確認に
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ついて （資料10参照）

例年、児童相談所において在宅指導している全虐待ケースについて、

対象のこども等の安全確認を実施し、結果をご報告いただいていた。本

安全確認はこどもを虐待から守るために重要なものである一方で、児童

相談所の負担が大きいことが指摘されていた。

そのため、今年度は本件に関するアンケートを実施したところである

が、アンケート結果を踏まえ、以下の項目を見直すこととした。

・ 調査期間中の転居ケースについて、転居先で安全確認を実施する

ことで統一

・ 保護者への安全確認方法の簡素化

・ 報告様式の簡素化

先日、見直しを反映させた形で調査依頼をお送りしており、対応をお

願いしたい。なお、安全が確認できなかったこどもについては、追って

フォローアップ調査を実施する予定である。

（８）婦人相談所との困難女性支援法の施行も踏まえた一時保護等の

連携について （資料11参照）

様々な困難な問題を抱える女性の福祉の増進を図ることを目的として、

昨年５月に 困難な問題を抱える女性への支援に関する法律 以下 困「 」（ 「

難女性支援新法」という ）が成立したところである。。

虐待等の家庭環境を背景とする若年女性のうち未成年の一時保護に際

しては、困難な問題を抱える女性であると同時に児童でもあり、当該女

性を一時保護することは、当該女性の親権者の監護教育権との関係等を

考慮する必要がある。

そのため、民間団体等から児童相談所へ一時保護の相談が入った際に

は、地域の実情に応じて市町村の女性相談窓口及び婦人相談員に相談し、

連携を図るようお願いする。

婦人相談所等から児童相談所へ一時保護の相談があった場合にも、適

切に連携を図るようお願いする。

また、児童相談所においては、児童福祉法の規定に基づき、婦人保護

施設や民間団体等に対し一時保護委託を行う際の具体的な手続等の連携

方法について、婦人相談所等と調整しておくようお願いする。なお、本

取り扱いについては 「困難な問題を抱える女性への支援に係る基本方、

針」でも規定予定であり、パブリックコメントに出している基本方針案

のＰ22等にも記載されている。

併せて、婦人相談所にも同様の依頼を行っていることを申し添える

（５．困難な問題を抱える女性への適切な支援の実施について（４）の
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⑤参照）

（参考）困難な問題を抱える女性への支援のための施策に関する基本的

な方針（案）に関する御意見の募集について

https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSN

AME=PCMMSTDETAIL&id=495220327&Mode=0

（９）その他の児童虐待防止対策の取組について

① 令和５年度の虐待対応研修について （資料12参照）

「子どもの虹情報研修センター」及び「西日本こども研修センター

あかし」においては、児童虐待対応機関職員等を対象とした研修を実

施している。令和５年度においても引き続き研修実施のための経費を

計上しており、都道府県及び市町村におかれては積極的に研修の受講

をお願いする。

なお、令和５年度に子どもの虹情報研修センター及び西日本こども

研修センターで実施される予定の研修については、関連資料を参照し

ていただきたい。

② 子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について

（資料13参照）

児童虐待の防止等に関する法律第４条第５項において、国及び地方

公共団体は、児童虐待を受けた児童がその心身に著しく重大な被害を

受けた事例の分析を行うとともに、児童虐待の予防及び早期発見のた

めの方策など、児童虐待の防止等のために必要な事項についての調査

研究及び検証を行う責務を規定している。

令和４年９月公表の「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等に

ついて 第18次報告 では 検証していない死亡事例があると答えた」（ ） 、

自治体が40.0％であり、その理由は「行政機関が関わった事例でない

ため」が41.7％であった。

平成30年６月の厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長通知「地方公

共団体における児童虐待による死亡事例等の検証について」において

は 児童相談所 福祉事務所又は市町村が関与していない事例につい、「 、

ては、情報量が少ないために十分に検証が行えない可能性もあるが、

関与しなかった事情も含め、その地域の保健・福祉等の体制を検証す

ることも必要である 」としている。。

子ども虐待による死亡事案について、その事案を振り返り課題を明

確にすることは、同様の事案を防ぐ対策を講じるために非常に重要な
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ことである。地方公共団体において子ども虐待の疑いを含む死亡事例

等が発生した場合には、本通知を参考に検証を実施していただくとと

もに、検証等に必要な費用として「児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事

業費」の「評価・検証委員会設置促進事業」を有効に活用しつつ検証

を実施していただき、子ども虐待による死亡事例等の発生予防・再発

防止に努めていただきたい。

なお、第19次報告の検証対象となる死亡事例等の件数（速報値）に

ついても参照いただきたい。

③ 乳幼児健診未受診者等の状況確認について

（資料14,15参照）

児童虐待防止対策の抜本的強化について 平成31年３月19日児童「 」（

虐待防止対策に関する関係閣僚会議決定）等において、乳幼児健診未

受診や、未就園、不就学等で福祉サービス等を利用していないなど、

関係機関が確認できていないこどもを市町村において把握し、目視等

により状況確認を進める取組について、定期的に行うこととされてい

ることを受け、各市町村において、これらこどもの把握及び状況確認

を毎年度実施している。

令和３年度における調査結果（令和４年８月22日時点）についてと

りまとめたところ、令和３年６月１日時点における確認対象児童数

32,079人のうち、状況確認ができたこどもは29,166人（99.97％ 、状）

況確認ができていないこどもは10人（0.03％）であった。

状況確認ができたこどものうち、虐待又は虐待の疑いに関する情報

があったこどもを2,228人（0.8％）把握したが、全て市町村又は児童

相談所による支援等が行われたことを確認している。

状況確認ができていないこども10人については、全て関係機関等へ

の照会や警察への行方不明者届の提出により調査を継続中であるが、

引き続き状況確認ができるよう情報収集等の調査の継続をお願いする。

また、令和４年度においても、調査結果（令和４年６月１日を起算

日とし令和５年２月28日までの調査結果）について３月15日までの報

告をお願いしており、ご協力をお願いする。

こうしたこどもやその家庭は、特に支援を必要としている場合もあ

ることから、

・ 確認対象児童を把握した場合は、速やかに要保護児童対策地域

協議会において情報共有し、関係部署及び関係機関が連携して家

庭訪問や情報収集などを実施し、目視による状況確認に努めるこ

と

・ 状況確認の結果、支援が必要と認められるこどもを把握した場
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合は、確実に要保護児童対策地域協議会にケース登録し、関係部

署及び関係機関が連携して支援の方針・内容を検討するとともに、

継続的に見守り等が行えるようにするため、積極的な家庭訪問等

により、こども、保護者等と連絡を取り合う関係を構築しつつ支

援を実施すること

とし、調査に対する報告時点で状況確認に至っていないこどもも含め、

引き続き、当該こどもの把握及び状況確認に取り組んでいただきたい。

④ 令和４年度「児童虐待防止推進月間」における主な取組について

（資料16参照）

児童虐待防止法が施行された11月を「児童虐待防止推進月間」と位

置付け、児童虐待問題に対する社会的関心の喚起を図るため、集中的

な広報・啓発活動を実施している。

令和４年度においては、関係府省庁、関係団体等とも協力し、

・ 「子どもの虐待防止推進全国フォーラム with かがわ」の実施

・ 「児童虐待防止推進月間」標語の最優秀作品や児童相談所虐待

対応ダイヤル １８９ いちはやく ０１２０－１８９－７８「 （ ）」、「

３ いちはやくおなやみを 親子のための相談LINE について（ ）」、「 」

掲載したポスター・リーフレット等の作成及び関係機関、関係団

体等への配布

・ メディア（SNS等を含む）を活用した啓発用動画の展開

・ Ｂリーグと協賛した“オレンジリボンマッチ”の開催

・ 体罰等によらない子育てのための「子育て相談室 「子育て対」

談」などのコンテンツの配信・公開

等の取組を実施した。

令和５年度については、11月に「子どもの虐待防止推進全国フォー

ラム」を岡山県にて開催する予定である。

各自治体においては、来年度も引き続き、積極的な取組をお願いす

る。

⑤ 児童相談所の設置基準について （資料17参照）

令和元年６月に成立した「児童虐待防止対策の強化を図るための児

」 、童福祉法等の一部を改正する法律 （令和元年法律第46号）において

児童相談所の管轄区域については、地理的条件、人口、交通事情その

他の社会的条件について政令で定める基準を参酌して、児童相談所を

設置する地方公共団体が定めることとされた。その参酌する基準を定

める「児童福祉法施行令及び地方自治法施行令の一部を改正する政

令 （令和３年政令第209号 ）が、令和５年４月１日より施行される。」 。
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１（１）①にも記載の通り、既に児童相談所を設置している自治体が

増設を行う場合も設置準備に伴う職員の配置の補助対象としたことか

ら、本補助事業も活用しながら、児童相談所の増設も含め、適切な管

轄区域の設定に努めていただきたい。

⑥ 虐待による乳幼児頭部外傷事案の診断等に協力可能な医師の確保に

向けた取組の積極的な活用について （資料18参照）

これまでの「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について」

によると、子ども虐待死亡事例（心中以外）における直接の死因のう

ち「頭部外傷」が最も多い。

そこで、令和２年度子ども・子育て支援推進調査研究事業「児童相

談所における虐待による乳幼児頭部外傷事案への対応に関する調査研

究（PwCコンサルティング合同会社 」において、乳幼児頭部外傷事案）

の通告を受ける児童相談所が適切な援助方針を策定できるよう、判断

する際の基礎資料とすることを目的として、全国児童相談所による対

応実態の把握等を行った。その結果、児童相談所が受傷機転に応じた

再発防止策を検討するにあたり、虐待による乳幼児頭部外傷事案の場

合は医師による意見が重要であるが 地域にセカンドオピニオン先が、「

ない、または少ない」ことが課題の一つとされた。

このことを踏まえ、令和３年度子ども・子育て支援推進調査研究事

業「児童相談所における虐待による乳幼児頭部外傷事案への対応に関

する調査研究（PwCコンサルティング合同会社 」において、虐待によ）

る乳幼児頭部外傷事案の診断実績がある医師にアクセスできるよう、

各学会の協力を求め、賛同の得られた学会の情報についてとりまとめ

を行った。

これにより、令和４年４月１日以降、児童相談所が虐待による乳幼

児頭部外傷事案の通告を受けて、受傷機転等に関し医学的な助言やセ

カンドオピニオン等の意見を得ることを求める場合、またそのような

事案の対応に向けて事前に医師との関係構築を希望する場合、賛同を

得られた学会に近隣の医師等を児童相談所に紹介いただく取組が開始

され、各関係学会の医師に協力いただいているところである。

なお、本取組の詳細については「虐待による乳幼児頭部外傷事案の

診断等に協力可能な医師の確保に向けた取組の積極的な活用につい
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て 令和４年３月31日付子家発0331第５号子ども家庭局長通知 によ」（ ）

り各自治体に対し周知を行っており、各自治体においては、以上につ

いてご了知の上、積極的に活用されたい。

⑦ いわゆる「面前ＤＶ」にかかる通告の収集・分析に関する調査研究

（令和４年度）

全国の児童相談所における虐待相談対応件数は年々増加傾向にあり、

その相談経路としては、警察からのものが半数を超えている。

中でも、児童が同居する家庭における配偶者に対する暴力がある事

案（いわゆる面前ＤＶ。以下「面前ＤＶ」という ）に係る通告は多く、。

面前ＤＶ事案の安全確認などの対応が児童相談所の業務を大きく圧迫

している可能性も懸念される。

現在、児童相談所による効果的、効率的な対応に資するため児童相

談所において受理した警察からの面前ＤＶに係る通告等に関し、その

内容や通告等受理後の支援・措置の状況を収集・分析し、虐待行為の

エスカレートや再発に係るリスク要因の有無等を峻別・分類分けして、

面前ＤＶへの対応の在り方について検討を行っている。令和４年度中

に取りまとめ、来年度公表・周知を予定しているところ、各自治体に

おいては、面前ＤＶへの対応を検討するに当たり、ご活用いただきた

い。

⑧ ＬＧＢＴのような性的指向・性自認を持つこどもへの対応について

都道府県及び市町村は、保護者等による虐待防止及び当該こどもの

保護を図る際には、個々のこどもに応じた適切な支援を図る必要があ

り、とりわけ、ＬＧＢＴのような性的指向・性自認を持つこどもにつ

いては、相談支援や保護を行う際に、当該特性に配慮した上で、本人

の意思や人格を尊重した適切な措置を講じていただくようお願いする。

なお、ＬＧＢＴのような性的指向・性自認を持つこどもへの相談支

援や保護にあたっては、文部科学省が作成した「性同一性障害や性的

指向・性自認にかかる、児童生徒に対するきめ細かな対応等の実施に

ついて（教職員向け 」を参考とされたい。）

（参考）性同一性障害や性的指向・性自認に係る、児童生徒に対するきめ細かな対応等

の実施について（教職員向け）

https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/28/04/1369211.htm

３．ヤングケアラーの支援について
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（１）ヤングケアラーの支援に向けた令和５年度予算案について

（資料19参照）

令和２年度に実施した中学２年生及び高校２年生等を対象とした実態

調査の結果及び「ヤングケアラーの支援に向けた福祉・介護・医療・教

育の連携プロジェクトチーム」のとりまとめ報告（令和３年５月）を踏

まえ、地方自治体においてヤングケアラーを早期に発見し、適切な支援

につなげる取組への支援として、以下のとおり、令和５年度予算案に計

上しているので、積極的な取組をお願いする。

なお、国自体が行う事業としては、令和４年度に続き、当事者、支援

者同士の相互ネットワーク形成支援や社会的認知度の向上のための集中

的な広報啓発に要する経費を計上しているところである。

① 子育て世帯訪問支援臨時特例事業

訪問支援員が、家事・育児等に対して不安・負担を抱えた子育て家

庭、ヤングケアラー等がいる家庭の居宅を訪問し、家庭が抱える不安

や悩みを傾聴するとともに、家事・育児等の支援を実施することによ

り、家庭や養育環境を整え、虐待リスク等の高まりを未然に防ぐため、

別途お示しする運営要領に基づき、ヤングケアラー等の家事・育児等

の負担を軽減できるように取組を進めていただきたい。

○ 補助基準額

・ 訪問支援費用１時間当たり1,500円（3,000円）

・ 交通費１件当たり930円（1,860円）

・ 事務費（管理費）１事業所当たり 564,000円

※ 所得等に応じた利用者負担軽減を行った場合には、訪問支援費用及び

交通費について補助額の加算を実施。なお、括弧書きは生活保護世帯

に対して、利用者負担軽減を実施した場合の補助基準額。

○ 補助割合

国：１／２、都道府県：１／４、市町村：１／４

② ヤングケアラー支援体制強化事業

ア ヤングケアラー実態調査・研修推進事業

都道府県、市区町村において、以下の取組を実施した場合に要す

る費用について、令和５年度より国の負担割合を引き上げ、国がそ

の２／３に相当する額を補助することとする。なお、補助基準額に

ついては、都道府県・政令市、中核市・特別区、その他市町村によ

って異なるため、関連資料を参照いただきたい。

○ 実態調査・把握
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地域において、家族のケアの状況等のヤングケアラーの実態を

把握するとともに、ヤングケアラーに関する問題意識を喚起する

ため、実態調査を行う。

○ 関係機関職員研修

地域において、こども本人、保護者並びにケアを必要とする人

に関わることが想定される医療、介護、福祉、教育等の関係機関

（要対協構成機関も含む）職員がヤングケアラーについて理解を

深めるため、研修等を実施する。

イ ヤングケアラー支援体制構築モデル事業

都道府県、市区町村において、以下の取組をモデルとして実施し

た場合に要する費用について、国がその２／３に相当する額を補助

することとする。なお、補助基準額については、都道府県・政令市、

中核市・特別区、その他市町村によって異なるため、関連資料を参

照いただきたい。

○ ヤングケアラー・コーディネーターの配置

ヤングケアラーを発見・把握した場合に、高齢、障害、疾病、

失業、生活困窮、ひとり親家庭等といった家庭の状況に応じ、適

切な福祉サービスや就労支援サービス等の支援につなげられるよ

う、関係機関、団体等と連携して相談・支援、適切な機関へのつ

なぎを行う専門職として、ヤングケアラー・コーディネーターを

配置する。

○ ピアサポート等相談支援体制の推進

ヤングケアラーにとって、家事や家族の世話についての相談先

として心理的なハードルの高い公的機関に代わる効果的な相談窓

口として、支援者団体等によるヤングケアラーを対象としたピア

サポート等の悩み相談を実施する。

○ オンラインサロンの設置運営、支援

ヤングケアラーがより気軽に悩みや経験を共有することができ

る新たな場所として、支援者団体等によるＳＮＳやＩＣＴ機器等

を活用したオンラインサロンの設置・運営、支援を実施する。

○ 外国語対応通訳派遣支援

令和５年度より新たに、外国語対応が必要な家庭に対し、病院

や行政手続における通訳派遣等の支援を実施する。

③ 市町村相談体制整備事業（ヤングケアラー支援事業）

令和５年度より新たに、市町村において、学校等が把握し市町村

の福祉部局等へつないだヤングケアラーの情報について、一元的に
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集計・把握するとともに、ヤングケアラーのその後の生活改善まで

フォローアップする体制整備を実施する。

（２）市区町村におけるヤングケラー把握・支援の効果的な運用に関

する調査研究（令和４年度）

これまで、地方自治体における実態調査の推進、多機関連携を円滑に

するための支援マニュアルの作成・周知等、地域において早期に発見し

支援につなげる取組を行ってきた。

これら施策の効果もあり、例えば、学校等で把握したヤングケアラー

について、学校等から市区町村の高齢、障害等福祉部門等を通じて必要

なサービスや支援につながるケースなどが一定数あると思われる。

しかしながら、市区町村ごとの当該ヤングケアラーの人数や、サービ

ス・支援につながった後にその生活実態が改善したか否かなどは必ずし

も定量的に明らかとなっておらず、支援が必要なヤングケアラーを網羅

的に把握しその後の生活改善までフォローできる運用方法等が整備され

ている状況とは言い難い。

各自治体においては、ヤングケアラー・コーディネーターの配置等に

取り組みつつ、教育現場等で支援が必要なヤングケアラーを把握し、市

町村の福祉部門などを通じて適切な支援に繋げ、かつ、その後の生活改

善まで適切にフォローアップする体制整備に取り組んでいただきたい。

なお、市区町村におけるヤングケアラー把握・支援の効果的な運用の

手引きを取りまとめるため、文部科学省の協力を得て、調査研究を進め

ており、その成果について、令和４年度中に取りまとめるので、ご活用

いただきたい。

また、市区町村における、ヤングケアラーの情報を一元的に集計・把

握するための体制整備を支援するため、令和５年度予算案において新た

な予算を計上したので、積極的に活用いただきたい。

（３）ヤングケアラー支援に係るアセスメントシートの在り方に関す

る調査研究（令和４年度）

ヤングケアラー発見等のためのアセスメントツールとしては、令和元

年度調査研究「ヤングケアラーへの早期対応に関する研究」において、

要保護児童対策地域協議会へのアンケートや地方自治体へのヒアリング

調査を通じてヤングケアラーの早期発見のためのアセスメントシート等

を作成し、地方自治体等への周知を図ったところである。

現在、ヤングケアラーの気持ちに寄り添ったものになるよう、よりき

め細やかなアセスメントシートを作成し、活用方法の検討を行っている。
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令和４年度中にとりまとめ、来年度公表・周知を予定しているところ、

各自治体においては、ヤングケアラーを早期に発見し、適切な支援につ

なげるため、ご活用いただきたい。

（４）ヤングケアラー認知度向上のための広報啓発（令和４年度）

（資料20参照）

厚生労働省では、令和４年度から令和６年度をヤングケアラー認知度

向上の「集中取組期間」とし、ヤングケアラーに関して、わかりやすく、

広く関心を集めるような広報・啓発活動を実施している。

令和４年度においては、

・女優の貫地谷しほりさんと元ヤングケアラー対談のコンテンツ配信

・当事者向けオンライン交流イベントの開催

・ラジオ番組とタイアップした動画配信

の取組を実施している。

また、厚生労働省においては、自治体が地域におけるヤングケアラー

への認知・理解促進等を図るための広報啓発事業を行った場合の、財政

支援を行っており、積極的な広報・啓発をお願いする。
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令和５年度 児童福祉司資格認定通信課程 受講のご案内 

 

                  社会福祉法人 全国社会福祉協議会 

中 央 福 祉 学 院    

 

1．目的： 

児童福祉司として必要な基礎的知識および技術について、通信教育(スクーリング 5 日間

を含む)の方法により教授し、児童福祉法に定める児童福祉司任用資格を取得することを目

的としています。 

 

2．受講資格： 

児童相談所職員または、子ども家庭福祉に携わる都道府県・政令指定都市・市区町村の

職員で、学校教育法第 87条による 4年生大学を卒業した者又は 202３年 3月に卒業見込

みの者。 

 

3．学習内容： 

本課程は、①通信学習(自宅学習)、②集合研修(スクーリング)、③修了テストにより構成

されています。以下の①～③を修了した方に、修了証書を交付します。修了日は 202４年 3 

月 31 日です。 

①通信学習  6月 1日より開始(4学期制)、全 16科目 

②集合研修  日程（予定）：202３年１０月２７日(金)から 10月３１日(火)（5日間） 

     会場：中央福祉学院(ロフォス湘南) 

神奈川県三浦郡葉山町上山口 1560-44 

③修了テスト  202４年 3月に自宅受験により実施 

 

4．受講定員：200名 

 

5．受 講 料：75,400円(消費税等込) 

※スクーリング出席に係る交通費・宿泊費・食費は別途ご負担ください。 

 

6．申込期限： 

２０２３年 4月７日(金)までに、都道府県・指定都市・中核市の社会福祉研修主管部(局)に

必着 

 

7.問い合わせ先: 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 中央福祉学院 児童福祉司係 

 TEL：046-858-1355 FAX：046-858-1356 URL：http://www.gakuin.gr.jp/ 

 

※受講申込書は、各都道府県・指定都市・中核市の社会福祉研修主管部(局)にご提出く

ださい。提出先は中央福祉学院ホームページにてご確認いただけます。 
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※現行の売春防止法では、「売春をなすおそれのある女子に対する補導処分・保護更生」が目的。

■目的・基本理念
＝「女性の福祉」「人権の尊重や擁護」「男女平等」といった視点を明確に規定。

※現行の売春防止法では、「売春をなすおそれのある女子に対する補導処分・保護更生」が目的。

■国・地方公共団体の責務
＝困難な問題を抱える女性への支援に必要な施
策を講じる責務を明記。

■国の「基本方針」
※厚生労働大臣告示で、困難な
問題を抱える女性支援のため
の施策内容等

■都道府県基本計画等

⇒施策の実施内容

女性相談支援センター
（旧名：婦人相談所）

女性相談支援員
（旧名：婦人相談員）

女性自立支援施設
（旧名：婦人保護施設）

民間だあ

■支援対象者の意向を勘案。訪問、巡回、居場所
の提供、インターネットの活用等による支援
⇒官民連携・アウトリーチできめ細やかな支援

■支援調整会議（自治体）
⇒関係機関、民間団体で支援内
容を協議する場。連携・協働し
た支援

民間団体との「協働」による支援

■教育・啓発■教育・啓発 ■調査研究の推進■調査研究の推進

■人材の確保■人材の確保 ■民間団体援助■民間団体援助

困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（議員立法）のポイント

■国・自治体による支弁・負担・補助 民間団体に対する補助規定創設

■女性をめぐる課題は生活困窮、性暴力・性犯罪被害、家庭関係破綻など複雑化、多様化、複合化。コロナ禍によりこうした課題が
顕在化し、「孤独・孤立対策」といった視点も含め、新たな女性支援強化が喫緊の課題。

■こうした中、困難な問題を抱える女性支援の根拠法を「売春をなすおそれのある女子の保護更生」を目的とする売春防止法から脱
却させ、先駆的な女性支援を実践する「民間団体との協働」といった視点も取り入れた新たな支援の枠組みを構築。

売春防止法

第１章総則
（主な規定）
第１条 目的
第２条 定義
第３条 売春の禁止

第２章刑事処分
（主な罰則）
第５条 勧誘等
第６条 周旋等
第11条 場所の提供
第12条 売春をさせる業

第３章補導処分
（主な規定）
第17条 補導処分
第18条 補導処分の期間
第22条 収容

第４章保護更生
（主な規定）
第34条 婦人相談所
第35条 婦人相談員
第36条 婦人保護施設
第38条 都道府県及び市の支弁
第40条 国の負担及び補助

困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（新法）（令和６年４月１日施行）

存
続

廃止

1

困難な問題を抱える女性への支援に関する法律の概要

女性が日常生活又は社会生活を営むに当たり女性であることにより様々な困難な問題に直面することが多い
困難な問題を抱える女性の福祉の増進を図るため、困難な問題を抱える女性への支援のための施策を推進

⇒ 人権が尊重され、女性が安心して、かつ、自立して暮らせる社会の実現に寄与

＊「困難な問題を抱える女性」とは、性的な被害、家庭の状況、地域社会との関係性その他の様々な事情により
日常生活又は社会生活を円滑に営む上で困難な問題を抱える女性（そのおそれのある女性を含む）をいう

目的・定義【第１条･第２条】 売春を行うおそれのある女子の保護更生を行う売春防止法からの脱却

①困難な問題を抱える女性が、それぞれの意思が尊重されながら、抱えている問題・その背景、心身の状況等に
応じた最適な支援を受けられるようにすることにより、その福祉が増進されるよう、発見、相談、心身の健康
の回復のための援助、自立して生活するための援助等の多様な支援を包括的に提供する体制を整備すること
②支援が、関係機関及び民間団体の協働により、早期から切れ目なく実施されるようにすること

基本理念【第３条】

③人権の擁護を図るとともに、男女平等の実現に資することを旨とすること

○国・地方公共団体の責務【第４条】 困難な問題を抱える女性への支援のために必要な施策を講ずる責務
○関連施策の活用【第５条】 福祉、保健医療、労働、住まい及び教育に関する施策その他の関連施策の活用
○緊密な連携【第６条】 ①関係地方公共団体相互間の緊密な連携、②支援を行う機関と福祉事務所、児童相談
所、児童福祉施設、保健所、医療機関、職業紹介機関、職業訓練機関、教育機関、都道府県警察、日本司法
支援センター、配偶者暴力相談支援センターその他の関係機関との緊密な連携

基本方針・都道府県基本計画等【第７条・第８条】 厚生労働大臣は基本方針を策定、都道府県は都道府県基本計
画を策定、市町村は市町村基本計画の策定に努める

2
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○女性相談支援センター【第９条】（←現行の「婦人相談所」を名称変更）
⇒①対象女性の立場に立った相談、②一時保護(※)、③医学的・心理学的な援助、④自立して生活するための関連制
度に関する情報提供等、⑤居住して保護を受けることができる施設の利用に関する情報提供等を行う
＊支援対象者の抱えている問題及びその背景、心身の状況等を適切に把握した上で、その意向を踏まえ、最適に支援

○女性相談支援員【第11条】（←現行の「婦人相談員」を名称変更）
⇒困難な問題を抱える女性の発見に努め、その立場に立って相談に応じ、専門的技術に基づいて必要な援助を行う
＊必要な能力・専門的な知識経験を有する人材（婦人相談員を委嘱されていた者等）の登用に特に配慮

○女性自立支援施設【第12条】（←現行の「婦人保護施設」を名称変更）
⇒困難な問題を抱える女性の意向を踏まえながら、入所・保護、医学的・心理学的な援助、自立の促進のための生
活支援を行い、あわせて退所した者についての相談等を行う（同伴児童の学習・生活も支援）

○民間団体との協働による支援【第13条】（都道府県、市町村）
⇒民間団体と協働して、その自主性を尊重しつつ、支援対象者の意向に留意しながら、訪問、巡回、居場所の提供、
インターネットの活用、関係機関への同行等の方法により、発見、相談等の支援

（※同伴児童の学習も支援。一時保護受託者の守秘義務・罰則も規定。）

支援調整会議【第15条】 地方公共団体は、単独で又は共同して、支援を適切かつ円滑に行うため、関
係機関、民間団体その他の関係者により構成される会議を組織するよう努め、会議は、必要な情報
交換・支援内容に関する協議を行う(※構成員の守秘義務・罰則も規定)

○教育・啓発【第16条】 ①支援に関し国民の関心と理解を深める、②自己がかけがえのない個人であること
についての意識の涵養を含め、女性が支援を適切に受けることができるようにする

○調査研究の推進【第17条】 効果的な支援の方法、心身の健康の回復を図るための方法等
○人材の確保・養成・資質の向上【第18条】 支援を行う者の適切な処遇の確保のための措置、研修の実施等
○民間団体に対する援助【第19条】

費用の支弁等【第20～22条】 都道府県・市町村の支弁・補助／国の負担・補助 (※民間団体に対する補助も明記）

１ 施行期日 令和６年４月１日
２ 検討 ①支援を受ける者の権利擁護・支援の質の公正かつ適切な評価の仕組みについて検討（公布後３年を目途）

②法律全体の見直し（施行後３年を目途）

３ 関係法律の整備 売春防止法第３章（補導処分）・第４章（保護更生）の削除等

施行期日等【附則】

3
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令和３年度 乳幼児健診未受診者、未就園児、不就学児等の状況確認調査結果（詳細）

調査対象等

【参考】令和２年度 乳幼児健診未受診者、未就園児、不就学児等の状況確認調査結果（調査期間：令和２年10月１日～令和３年12月24日）

・確認対象児童32,079人のうち、状況確認ができた児童は32,063人（99.95％）状況確認ができていない児童は16人（0.05％）。（令和３年12月24日時点）
1

① 乳幼児健康診査（自治体が独自に実施しているものを含む。）等の乳幼児等を対象とする保健・福祉サービスを受けておらず、自治体職員の目視による確認
ができず、関係機関においても目視による確認ができない児童（健診未受診等）

② 未就園で、福祉サービス等を利用しておらず、関係機関においても目視による確認ができない児童（未就園）
③ 学校へ通園・通学しておらず、関係機関においても目視による確認ができない児童（不就学等）
④ 児童を対象とした手当の支給事務等において連絡・接触ができず、必要な各種届出や手続を行っておらず、関係機関においても目視による確認ができ

ない児童（児童手当等の支給事務に必要な届出や手続を行っていない）

＜確認対象児童＞
令和３年６月１日時点において、全国の1,741市区町村（1,718市町村及び23特別区）に住民票があり、以下のいずれかに該当する小学校修了前の

児童。

＜集計＞
上記の確認対象児童について、令和４年８月22日時点における確認の状況を集計。

＜児童虐待防止対策の強化を図るための児童福祉法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議（抜粋）＞
○ 衆議院 厚生労働委員会（令和元年５月24日）

二 虐待リスクの高い子どもを早期に発見し、支援につなげられるよう、乳幼児健診及び就学時健診未受診者、未就園、不就学等の子どもに
関する安全確認を定期的に実施すること。

○ 参議院 厚生労働委員会（令和元年６月18日）
三 虐待リスクの高い子どもを早期に発見し、支援につなげられるよう、乳幼児健診及び就学時健診未受診者、未就園、不就学等の子どもに

関する安全確認を実施すること。

＜児童虐待防止対策の抜本的強化について（平成31年３月19日児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議）（抜粋）＞
○ 乳幼児健診未受診や、未就園、不就学等で福祉サービス等を利用していないなど、関係機関が確認できていない子どもを市町村において把握し、

目視等により状況確認を進める取組について、毎年度、定期的に行う。

調査の経緯

結果の概要

○ 令和３年６月１日時点の確認対象児童29,166人のうち、状況確認ができた児童は29,156人（99.97％）、状況確認ができていない児童は10人
（0.03％）。

○ 状況確認ができた児童29,156人のうち、「虐待又は虐待の疑いに関する情報あり」とされた児童は228人（0.8％）で全て市区町村や児童相談所
の支援を実施。

○ 状況確認ができていない児童10人については、全て調査を継続中。

○令和３年６月１日時点で市区町村が状況確認が必要と判断した確認対象児童は全国で29,166人。
このうち、令和４年８月22日までの間に状況確認ができた児童は29,156人（99.97％）、状況確認ができてい

ない児童は10人（0.03％）。

全確認対象児童（29,166人）の確認状況全確認対象児童（29,166人）の確認状況

2

状況確認ができた

29,156 人

99.97%

状況確認ができていない

10 人

0.03%

29,166 人総数
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3

○「義務教育就学前」が26,202人（89.8%）、
「小学生」が2,964人（10.2%）

○「未就園」を理由とするものが18,271人（62.6%）で
最多。次いで「健診未受診等」が7,262人（24.9%）、
「不就学等」が2,850人（9.8%）、「児童手当等の支給
事務に必要な届出や手続を行っていない」が783人
（2.7%）。

全確認対象児童（29,166人）の確認状況全確認対象児童（29,166人）の確認状況

義務教育就学前

26,202 人

89.8%

小学生

2,964 人

10.2%

29,166 人総数

健診未受診等

7,262 人

24.9%

未就園

18,271 人

62.6%

不就学等

2,850 人

9.8%

児童手当等の支給事務に必要な

届出や手続を行っていない

783 人

2.7%

29,166 人総数

学年別の状況 確認対象児童として判断した主な事由

状況確認ができた児童（29,156人）について状況確認ができた児童（29,156人）について

4

○「義務教育就学前」が26,199人（89.9%）、
「小学生」が2,957人（10.1%）

○「未就園」を理由とするものが18,268人（62.7%）
で最多。次いで「健診未受診等」が7,262（24.9%）、
「不就学等」が2,843人（9.8%）、「児童手当等の支給
事務に必要な届出や手続を行っていない」が783人
（2.7%）。

状況確認ができた児童の学年別の状況 状況確認ができた児童の確認対象児童として
判断した主な事由

義務教育就学前

26,199 人

89.9%

小学生

2,957 人

10.1%

29,156 人総数

健診未受診等

7,262 人

24.9%

未就園

18,268 人

62.7%

不就学等

2,843 人

9.8%

児童手当等の支給事務に必要な届

出や手続を行っていない

783 人

2.7%

29,156 人総数

※小数第２位を四捨五入しているため、
割合の合計は100％とならない
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状況確認ができた児童（29,156人）について状況確認ができた児童（29,156人）について

5

○状況確認ができた児童の確認方法は、「目視により確認」が
11,633人（39.9%）で最多。次いで「信頼性に確信が持てる情
報を入手したことにより確認※」が10,842人（37.2%）、
「東京出入国在留管理局に照会し、出国を確認」が6,681人
（22.9%）。
※例えば、「医療機関を受診していることが判明し、医療機関を通して状況が確認でき
た場合」、「海外の学校等に在籍していることが在籍証明等により確認できた場合」
等。

○左記の確認方法の詳細（東京出入国在留管理局への照会を除
く）は、「同一市区町村内の関係部署等との情報共有で確認でき
た」が17,598人（78.3％）で最多。次いで「市区町村内で情報
共有を行う前に、頻繁な家庭訪問等により確認できた」が3,225
人（14.3%）、「同一都道府県内の関係機関等との情報共有で確
認できた」が884人（3.9％）、「他の都道府県の関係機関等との
情報共有で確認できた」が768人（3.4％）。

市区町村内で情報

共有を行う前に、

頻繁な家庭訪問等

により確認できた

3,225 人

14.3%

同一市区町村内の関係部署等

との情報共有で確認できた

17,598 人

78.3%

同一都道府県内の関係

機関等との情報共有で

確認できた

884 人

3.9%

他の都道府県の関係機関等との

情報共有で確認できた

768 人

3.4%

22,475 人総数※小数第２位を四捨五入しているため、
割合の合計は100％とならない

状況確認ができた児童の確認方法 状況確認ができた児童の確認方法の詳細
（東京出入国在留管理局への照会を除く）

目視により確認

11,633 人

39.9%

東京出入国在留管理局に照会し、

出国を確認

6,681 人

22.9%

信頼性に確信が持

てる情報を入手し

たことにより確認

10,842 人

37.2%

29,156 人総数

6

○状況確認ができた児童のうち、虐待又は虐待の疑いの有無について「有り※」との回答は228人（0.8％）。
※例えば、「ネグレクトの疑い」「身体的虐待」「面前DVによる心理的虐待」等。

○虐待又は虐待の疑いの有無について「有り」と回答のあった228人は、今回の状況確認の結果を踏まえ、全て市
区町村又は児童相談所の支援等が行われている。

状況確認ができた児童（29,156人）について状況確認ができた児童（29,156人）について

※複数回答のため、児童数の重複あり

○市区町村による支援・活用した事業

○児童相談所による支援・措置

状況確認ができた児童の虐待又は虐待の疑いの有無

助言指導 57

継続指導 89

児童相談所送致 12

就学・就園支援 29

要保護児童対策地域協議会におけるケース管理 117

子育て短期支援事業 1

養育支援訪問事業 6

乳児家庭全戸訪問事業 3

ファミリーサポートセンター事業 0

一時預かり事業 1

地域子育て支援拠点事業 3

市区町村子ども家庭総合支援拠点事業 22

子育て世代包括支援センター事業 2

産後ケア事業 0

産前・産後サポート事業 0

その他 11

助言指導（措置によらない指導） 14

継続指導（措置によらない指導） 37

児童福祉司等指導（措置による指導） 9

施設入所措置 19

里親等委託 2

一時保護（委託含む） 10

その他 1

虐待又は虐待の疑いの有無「有り」の家庭及び児童
への支援や措置等の状況

健診未受診等

48 人

21.1%

未就園

143 人

62.7%

不就学等

26 人

11.4%

児童手当等の支給事

務に必要な届出や手

続を行っていない

11 人

4.8%

228 人総数

「虐待又は虐待の疑い有り」とされた児童の内訳
無し

28,928 人

99.2%

有り

228 人

0.8%

29,156 人総数
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関係機関等に照会（再照会）中

8 人

80.0%

警察への行方不明者届の提出

2 人

20.0%

10 人総数

状況確認ができていない児童（10人）について状況確認ができていない児童（10人）について

7

○「義務教育就学前」が3人（30.0%）、「小学生」が
7人（70.0%） 。

状況確認ができていない児童の学年別の状況

○令和４年８月22日時点で状況確認ができていない児童
10人は、全て関係機関等※への照会や警察への行方不明
者届の提出により、調査を継続して行っている。

※東京出入国在留管理局等

状況確認ができていない児童の調査状況

○ 令和４年６月１日時点において、乳幼児健診未受診者や未就園、不就学等で福祉サービス等を利用していない
など関係機関が確認できていない子どもについて、令和５年２月28日までの確認の状況を調査する。

令和４年度調査について令和４年度調査について

義務教育就学前

3 人

30.0%

小学生

7 人

70.0%

10 人総数

都道府県別の状況 参考資料

令和3年6月1日時点の確
認対象児童数

令和3年6月1日から
令和4年8月22日までに
状況確認ができた児童数

令和4年8月22日までに
状況確認ができていない
児童数

北海道 484 484 0

青森県 36 36 0

岩手県 1 1 0

宮城県 900 899 1

秋田県 453 453 0

山形県 41 41 0

福島県 111 111 0

茨城県 385 385 0

栃木県 95 95 0

群馬県 260 260 0

埼玉県 1,328 1,328 0

千葉県 1,661 1,659 2

東京都 9,129 9,127 2

神奈川県 3,173 3,172 1

新潟県 62 62 0

富山県 112 112 0

石川県 24 24 0

福井県 76 76 0

山梨県 102 102 0

長野県 134 134 0

岐阜県 174 174 0

静岡県 497 497 0

愛知県 952 950 2

三重県 66 66 0

令和3年6月1日時点の確
認対象児童数

令和3年6月1日から
令和4年8月22日までに
状況確認ができた児童数

令和4年8月22日までに
状況確認ができていない
児童数

滋賀県 243 243 0

京都府 348 348 0

大阪府 2,457 2,456 1

兵庫県 1,406 1,406 0

奈良県 411 411 0

和歌山県 28 28 0

鳥取県 64 64 0

島根県 2 2 0

岡山県 268 268 0 

広島県 180 179 1 

山口県 43 43 0 

徳島県 494 494 0 

香川県 104 104 0 

愛媛県 61 61 0

高知県 9 9 0

福岡県 1,114 1,114 0

佐賀県 13 13 0

長崎県 145 145 0

熊本県 257 257 0

大分県 95 95 0 

宮崎県 695 695 0 

鹿児島県 118 118 0 

沖縄県 355 355 0

合 計 29,166 29,156 10

8
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令
和
５
年
度
（
案
）
 

令
和
４
年
度
 

 

児
童
虐
待
防
止
対
策
等
総
合
支
援
事
業
費
国
庫
補
助
金
（
児
童
虐
待
防
止
対

策
等
支
援
事
業
分
）
交
付
要
綱

 

 

（
通
則
）
 

１
 
児
童
虐
待
防
止
対
策
等
総
合
支
援
事
業
費
国
庫
補
助
金
（
児
童
虐
待
防
止
対

策
等
支
援
事
業
分
）
に
つ
い
て
は
、
予
算
の
範
囲
内
に
お
い
て
交
付
す
る
も
の

と
し
、
補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執
行
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
（
昭
和

30
 年

法
律
第

17
9号

）、
補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執
行
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
施

行
令
（
昭
和

30
 年

政
令
第
25
5
号
。
以
下
「
適
正
化
法
施
行
令
」
と
い
う
。
）
及

び
※
※
※
※
（
令
和
５
年
※
※
※
※
）
の
規
定
に
よ
る
ほ
か
、
こ
の
交
付
要
綱

の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。
 

 （
交
付
の
目
的
）
 

２
 
こ
の
補
助
金
は
、
別
表
の
第
１
欄
に
掲
げ
る
児
童
虐
待
防
止
対
策
等
支
援
事

業
の
実
施
に
要
す
る
経
費
に
対
し
補
助
金
を
交
付
し
、
も
っ
て
地
域
に
お
け
る

児
童
虐
待
防
止
対
策
等
の
一
層
の
普
及
促
進
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。
 

  （
交
付
の
対
象
）
 

３
 
こ
の
補
助
金
は
次
の
事
業
（
児
童
虐
待
防
止
対
策
等
支
援
事
業
）
を
対
象
と

す
る
。
 

 

ア
 
平
成
17
年
５
月
２
日
雇
児
発
第

05
02
00
1
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・
児

童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
「
児
童
虐
待
防
止
対
策
支
援
事
業
実
施
要
綱
」

に
基
づ
き
、
都
道
府
県
、
指
定
都
市
、
児
童
相
談
所
設
置
市
（
児
童
相
談

所
を
設
置
す
る
特
別
区
、
一
部
事
務
組
合
を
含
む
。
）
及
び
市
町
村
（
指

定
都
市
、
児
童
相
談
所
設
置
市
を
除
き
、
特
別
区
、
一
部
事
務
組
合
を
含

む
。
）
が
行
う
児
童
虐
待
防
止
対
策
支
援
事
業
 

イ
 
平
成
17
年
５
月
２
日
雇
児
発
第

05
02
00
1
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・
児

童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
「
児
童
虐
待
防
止
対
策
支
援
事
業
実
施
要
綱
」

に
基
づ
き
、
社
会
福
祉
法
人
横
浜
博
萌
会
が
行
う
児
童
虐
待
防
止
対
策
支

援
事
業
（
虐
待
・
思
春
期
問
題
情
報
研
修
セ
ン
タ
ー
事
業
分
に
限
る
。
以

 

児
童
虐
待
・
Ｄ
Ｖ
対
策
等
総
合
支
援
事
業
費
国
庫
補
助
金
交
付
要
綱
 

 

（
通
則
）
 

１
 
児
童
虐
待
・
Ｄ
Ｖ
対
策
等
総
合
支
援
事
業
費
国
庫
補
助
金
に
つ
い
て
は
、
予

算
の
範
囲
内
に
お
い
て
交
付
す
る
も
の
と
し
、
補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執
行

の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
（
昭
和

3
0
 年

法
律
第
1
7
9
号
）、

補
助
金
等
に
係
る
予

算
の
執
行
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
昭
和

3
0
 年

政
令
第

25
5
号
。
以

下
「
適
正
化
法
施
行
令
」
と
い
う
。）

及
び
厚
生
労
働
省
所
管
補
助
金
等
交
付
規

則
（
平
成

12
年
厚
生
省
・
労
働
省
令
第
６
号
）
の
規
定
に
よ
る
ほ
か
、
こ
の
交

付
要
綱
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。
 

  （
交
付
の
目
的
）
 

２
 
こ
の
補
助
金
は
、
別
表
の
第
１
欄
に
掲
げ
る
児
童
虐
待
防
止
対
策
等
支
援
事

業
及
び
Ｄ
Ｖ
・
女
性
保
護
対
策
等
支
援
事
業
の
実
施
に
要
す
る
経
費
に
対
し
補

助
金
を
交
付
し
、
も
っ
て
地
域
に
お
け
る
児
童
虐
待
・
Ｄ
Ｖ
対
策
等
の
一
層
の

普
及
促
進
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。
 

 （
交
付
の
対
象
）
 

３
 
こ
の
補
助
金
は
次
の
事
業
を
対
象
と
す
る
。
 

 （
１
）
児
童
虐
待
防
止
対
策
等
支
援
事
業
 

ア
 
平
成
17
年
５
月
２
日
雇
児
発
第

0
5
02
0
0
1
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・
児

童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
「
児
童
虐
待
防
止
対
策
支
援
事
業
実
施
要
綱
」

に
基
づ
き
、
都
道
府
県
、
指
定
都
市
、
児
童
相
談
所
設
置
市
（
児
童
相
談

所
を
設
置
す
る
特
別
区
、
一
部
事
務
組
合
を
含
む
。
）
及
び
市
町
村
（
指

定
都
市
、
児
童
相
談
所
設
置
市
を
除
き
、
特
別
区
、
一
部
事
務
組
合
を
含

む
。
）
が
行
う
児
童
虐
待
防
止
対
策
支
援
事
業
 

イ
 
平
成
17
年
５
月
２
日
雇
児
発
第

0
5
02
0
0
1
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・
児

童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
「
児
童
虐
待
防
止
対
策
支
援
事
業
実
施
要
綱
」

に
基
づ
き
、
社
会
福
祉
法
人
横
浜
博
萌
会
が
行
う
児
童
虐
待
防
止
対
策
支

援
事
業
（
虐
待
・
思
春
期
問
題
情
報
研
修
セ
ン
タ
ー
事
業
分
に
限
る
。
以

児
童
虐
待
防
止
対
策
等
総
合
支
援
事
業
費
国
庫
補
助
金

 
新
旧
対
照
表
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下
こ
の
イ
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
対
し
て
横
浜
市
が
補
助
す
る
事
業
及
び

公
益
財
団
法
人
こ
ど
も
財
団
が
行
う
児
童
虐
待
防
止
対
策
支
援
事
業
に
対

し
て
明
石
市
が
補
助
す
る
事
業
。
た
だ
し
、
当
分
の
間
、
公
益
財
団
法
人

こ
ど
も
財
団
が
行
う
児
童
虐
待
防
止
対
策
支
援
事
業
の
一
部
を
明
石
市
が

行
う
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
。
 

ウ
 
平
成
17
年
３
月

28
日
雇
児
発
第

03
28
00
6
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・
児

童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
「
ひ
き
こ
も
り
等
児
童
福
祉
対
策
事
業
実
施
要

綱
」
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
、
指
定
都
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
（
児

童
相
談
所
を
設
置
す
る
特
別
区
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
が
行
う
ひ
き
こ

も
り
等
児
童
福
祉
対
策
事
業
 

エ
 
児
童
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
等
事
業
 

（
ア
）
平
成

10
年
５
月

18
日
児
発
第

39
7号

厚
生
省
児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別

紙
１
「
児
童
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
設
置
運
営
要
綱
」
に
基
づ
き
、
都
道

府
県
、
指
定
都
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
が
行
う
児
童
家
庭
支
援
セ

ン
タ
ー
運
営
事
業
 

（
イ
）
平
成

10
年
５
月

18
日
児
発
第

39
7号

厚
生
省
児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別

紙
２
「
児
童
養
護
施
設
退
所
児
童
等
の
社
会
復
帰
支
援
事
業
実
施
要

綱
」
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
、
指
定
都
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
が

行
う
児
童
養
護
施
設
退
所
児
童
等
に
対
す
る
社
会
復
帰
支
援
事
業
 

（
ウ
）
平
成

10
年
５
月

18
日
児
発
第

39
7号

厚
生
省
児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別

紙
３
「
指
導
委
託
促
進
事
業
実
施
要
綱
」
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
、
指

定
都
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
が
行
う
指
導
委
託
促
進
事
業
 

オ
 
平
成
21
年
３
月

31
日
雇
児
発
第

03
31
01
4
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・
児

童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
「
基
幹
的
職
員
研
修
事
業
実
施
要
綱
」
に
基
づ

き
、
都
道
府
県
、
指
定
都
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
が
行
う
基
幹
的
職

員
研
修
事
業
 

カ
 
児
童
養
護
施
設
等
の
職
員
の
資
質
向
上
の
た
め
の
研
修
等
事
業
 

（
ア
）
平
成

25
年
６
月
７
日
雇
児
発

06
07
第
７
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・

児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
１
「
児
童
養
護
施
設
等
の
職
員
の
資
質
向

上
の
た
め
の
研
修
事
業
実
施
要
綱
」
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
、
指
定
都

市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
が
行
う
児
童
養
護
施
設
等
の
職
員
の
資
質

向
上
の
た
め
の
研
修
事
業
 

（
イ
）
平
成

25
年
６
月
７
日
雇
児
発

06
07
第
７
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・

児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
２
「
児
童
養
護
施
設
等
の
職
員
人
材
確
保

下
こ
の
イ
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
対
し
て
横
浜
市
が
補
助
す
る
事
業
及
び

公
益
財
団
法
人
こ
ど
も
財
団
が
行
う
児
童
虐
待
防
止
対
策
支
援
事
業
に
対

し
て
明
石
市
が
補
助
す
る
事
業
。
た
だ
し
、
当
分
の
間
、
公
益
財
団
法
人

こ
ど
も
財
団
が
行
う
児
童
虐
待
防
止
対
策
支
援
事
業
の
一
部
を
明
石
市
が

行
う
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
。
 

ウ
 
平
成
17
年
３
月

2
8日

雇
児
発
第

0
3
28
0
0
6
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・
児

童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
「
ひ
き
こ
も
り
等
児
童
福
祉
対
策
事
業
実
施
要

綱
」
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
、
指
定
都
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
（
児

童
相
談
所
を
設
置
す
る
特
別
区
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
が
行
う
ひ
き
こ

も
り
等
児
童
福
祉
対
策
事
業
 

エ
 
児
童
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
等
事
業
 

（
ア
）
平
成

10
年
５
月

1
8日

児
発
第

3
9
7号

厚
生
省
児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別

紙
１
「
児
童
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
設
置
運
営
要
綱
」
に
基
づ
き
、
都
道

府
県
、
指
定
都
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
が
行
う
児
童
家
庭
支
援
セ

ン
タ
ー
運
営
事
業
 

（
イ
）
平
成

10
年
５
月

1
8日

児
発
第

3
9
7号

厚
生
省
児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別

紙
２
「
児
童
養
護
施
設
退
所
児
童
等
の
社
会
復
帰
支
援
事
業
実
施
要

綱
」
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
、
指
定
都
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
が

行
う
児
童
養
護
施
設
退
所
児
童
等
に
対
す
る
社
会
復
帰
支
援
事
業
 

（
ウ
）
平
成

10
年
５
月

1
8日

児
発
第

3
9
7号

厚
生
省
児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別

紙
３
「
指
導
委
託
促
進
事
業
実
施
要
綱
」
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
、
指

定
都
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
が
行
う
指
導
委
託
促
進
事
業
 

オ
 
平
成
21
年
３
月

3
1日

雇
児
発
第

0
3
31
0
1
4
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・
児

童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
「
基
幹
的
職
員
研
修
事
業
実
施
要
綱
」
に
基
づ

き
、
都
道
府
県
、
指
定
都
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
が
行
う
基
幹
的
職

員
研
修
事
業
 

カ
 
児
童
養
護
施
設
等
の
職
員
の
資
質
向
上
の
た
め
の
研
修
等
事
業
 

（
ア
）
平
成

25
年
６
月
７
日
雇
児
発

0
6
07
第
７
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・

児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
１
「
児
童
養
護
施
設
等
の
職
員
の
資
質
向

上
の
た
め
の
研
修
事
業
実
施
要
綱
」
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
、
指
定
都

市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
が
行
う
児
童
養
護
施
設
等
の
職
員
の
資
質

向
上
の
た
め
の
研
修
事
業
 

（
イ
）
平
成

25
年
６
月
７
日
雇
児
発

0
6
07
第
７
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・

児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
２
「
児
童
養
護
施
設
等
の
職
員
人
材
確
保
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事
業
実
施
要
綱
」
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
、
指
定
都
市
及
び
児
童
相
談

所
設
置
市
が
行
う
児
童
養
護
施
設
等
の
職
員
人
材
確
保
事
業

 

キ
 
児
童
養
護
施
設
等
の
生
活
向
上
の
た
め
の
環
境
改
善
事
業
 

（
ア
）
平
成

27
年
６
月
５
日
雇
児
発

06
05
第
３
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・

児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
「
児
童
養
護
施
設
等
の
生
活
向
上
の
た
め

の
環
境
改
善
事
業
実
施
要
綱
」
第
３
の
１
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
、
指

定
都
市
、
中
核
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
が
行
い
又
は
助
成
す
る
児

童
養
護
施
設
等
の
環
境
改
善
事
業
 

（
イ
）
平
成

27
年
６
月
５
日
雇
児
発

06
05
第
３
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・

児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
「
児
童
養
護
施
設
等
の
生
活
向
上
の
た
め

の
環
境
改
善
事
業
実
施
要
綱
」
第
３
の
１
に
基
づ
き
、
市
町
村
（
指
定

都
市
、
中
核
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
を
除
き
、
特
別
区
を
含

む
。
）
が
行
い
又
は
助
成
す
る
児
童
養
護
施
設
等
の
環
境
改
善
事
業
に

対
し
て
都
道
府
県
が
補
助
す
る
事
業
 

（
ウ
）
平
成

27
年
６
月
５
日
雇
児
発

06
05
第
３
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・

児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
「
児
童
養
護
施
設
等
の
生
活
向
上
の
た
め

の
環
境
改
善
事
業
実
施
要
綱
」
第
３
の
２
に
基
づ
き
、
指
定
都
市
、
中

核
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
が
行
い
又
は
助
成
す
る
地
域
子
育
て
支

援
拠
点
の
環
境
改
善
事
業
 

（
エ
）
平
成

27
年
６
月
５
日
雇
児
発

06
05
第
３
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・

児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
「
児
童
養
護
施
設
等
の
生
活
向
上
の
た
め

の
環
境
改
善
事
業
実
施
要
綱
」
第
３
の
２
に
基
づ
き
、
市
町
村
（
指
定

都
市
、
中
核
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
を
除
き
、
特
別
区
を
含

む
。
）
が
行
い
又
は
助
成
す
る
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
の
環
境
改
善
事

業
に
対
し
て
都
道
府
県
が
補
助
す
る
事
業
 

（
オ
）
平
成

27
年
６
月
５
日
雇
児
発

06
05
第
３
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・

児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
「
児
童
養
護
施
設
等
の
生
活
向
上
の
た
め

の
環
境
改
善
事
業
実
施
要
綱
」
第
３
の
３
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
、
指

定
都
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
が
行
う
児
童
相
談
所
及
び
一
時
保
護

所
の
環
境
改
善
事
業
 

ク
 
平
成
29
年
３
月

31
日
雇
児
発

03
31
第

56
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・
児

童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
「
就
学
者
自
立
生
活
援
助
事
業
実
施
要
綱
」
に

基
づ
き
、
都
道
府
県
、
指
定
都
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
が
行
う
就
学

者
自
立
生
活
援
助
事
業
 

事
業
実
施
要
綱
」
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
、
指
定
都
市
及
び
児
童
相
談

所
設
置
市
が
行
う
児
童
養
護
施
設
等
の
職
員
人
材
確
保
事
業

 

キ
 
児
童
養
護
施
設
等
の
生
活
向
上
の
た
め
の
環
境
改
善
事
業
 

（
ア
）
平
成

27
年
６
月
５
日
雇
児
発

0
6
05
第
３
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・

児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
「
児
童
養
護
施
設
等
の
生
活
向
上
の
た
め

の
環
境
改
善
事
業
実
施
要
綱
」
第
３
の
１
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
、
指

定
都
市
、
中
核
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
が
行
い
又
は
助
成
す
る
児

童
養
護
施
設
等
の
環
境
改
善
事
業
 

（
イ
）
平
成

27
年
６
月
５
日
雇
児
発

0
6
05
第
３
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・

児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
「
児
童
養
護
施
設
等
の
生
活
向
上
の
た
め

の
環
境
改
善
事
業
実
施
要
綱
」
第
３
の
１
に
基
づ
き
、
市
町
村
（
指
定

都
市
、
中
核
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
を
除
き
、
特
別
区
を
含

む
。
）
が
行
い
又
は
助
成
す
る
児
童
養
護
施
設
等
の
環
境
改
善
事
業
に

対
し
て
都
道
府
県
が
補
助
す
る
事
業
 

（
ウ
）
平
成

27
年
６
月
５
日
雇
児
発

0
6
05
第
３
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・

児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
「
児
童
養
護
施
設
等
の
生
活
向
上
の
た
め

の
環
境
改
善
事
業
実
施
要
綱
」
第
３
の
２
に
基
づ
き
、
指
定
都
市
、
中

核
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
が
行
い
又
は
助
成
す
る
地
域
子
育
て
支

援
拠
点
の
環
境
改
善
事
業
 

（
エ
）
平
成

27
年
６
月
５
日
雇
児
発

0
6
05
第
３
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・

児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
「
児
童
養
護
施
設
等
の
生
活
向
上
の
た
め

の
環
境
改
善
事
業
実
施
要
綱
」
第
３
の
２
に
基
づ
き
、
市
町
村
（
指
定

都
市
、
中
核
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
を
除
き
、
特
別
区
を
含

む
。
）
が
行
い
又
は
助
成
す
る
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
の
環
境
改
善
事

業
に
対
し
て
都
道
府
県
が
補
助
す
る
事
業
 

（
オ
）
平
成

27
年
６
月
５
日
雇
児
発

0
6
05
第
３
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・

児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
「
児
童
養
護
施
設
等
の
生
活
向
上
の
た
め

の
環
境
改
善
事
業
実
施
要
綱
」
第
３
の
３
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
、
指

定
都
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
が
行
う
児
童
相
談
所
及
び
一
時
保
護

所
の
環
境
改
善
事
業
 

ク
 
平
成
29
年
３
月

3
1日

雇
児
発

0
3
3
1第

5
6号

厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・
児

童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
「
就
学
者
自
立
生
活
援
助
事
業
実
施
要
綱
」
に

基
づ
き
、
都
道
府
県
、
指
定
都
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
が
行
う
就
学

者
自
立
生
活
援
助
事
業
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ケ
 
社
会
的
養
護
自
立
支
援
事
業
等
 

（
ア
）
平
成

29
年
３
月

31
日
雇
児
発

03
31
第

10
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・

児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
１
「
社
会
的
養
護
自
立
支
援
事
業
実
施
要

綱
」
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
、
市
（
特
別
区
を
含
む
。
）
及
び
福
祉
事

務
所
を
設
置
す
る
町
村
が
行
う
社
会
的
養
護
自
立
支
援
事
業

 

（
イ
）
平
成

29
年
３
月

31
日
雇
児
発

03
31
第

10
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・

児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
２
「
身
元
保
証
人
確
保
対
策
事
業
実
施
要

綱
」
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
、
指
定
都
市
、
中
核
市
及
び
児
童
相
談
所

設
置
市
が
行
う
身
元
保
証
人
確
保
対
策
事
業
 

（
ウ
）
平
成

29
年
３
月

31
日
雇
児
発

03
31
第

10
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・

児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
２
「
身
元
保
証
人
確
保
対
策
事
業
実
施
要

綱
」
に
基
づ
き
、
市
（
指
定
都
市
、
中
核
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市

を
除
き
、
特
別
区
を
含
む
。
）
及
び
福
祉
事
務
所
を
設
置
す
る
町
村
が

行
う
身
元
保
証
人
確
保
対
策
事
業
（
母
子
生
活
支
援
施
設
分
に
限

る
。
）
に
対
し
て
都
道
府
県
が
補
助
す
る
事
業
 

コ
 
平
成
31
年
４
月

17
日
子
発
04

17
第
３
号
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局
長

通
知
の
別
紙
「
里
親
養
育
包
括
支
援
（
フ
ォ
ス
タ
リ
ン
グ
）
事
業
実
施
要

綱
」
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
、
指
定
都
市
、
児
童
相
談
所
設
置
市
及
び
事

業
を
実
施
す
る
翌
年
度
に
児
童
相
談
所
を
設
置
す
る
予
定
の
市
区
が
行
う

里
親
養
育
包
括
支
援
（
フ
ォ
ス
タ
リ
ン
グ
）
事
業
 

サ
 
令
和
２
年
１
月

30
日
子
発
01

30
第
２
号
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局
長

通
知
の
別
紙
「
里
親
へ
の
委
託
前
養
育
等
支
援
事
業
実
施
要
綱
」
に
基
づ

き
、
都
道
府
県
、
指
定
都
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
が
行
う
里
親
へ
の

委
託
前
養
育
等
支
援
事
業
 

シ
 
乳
児
院
等
多
機
能
化
推
進
事
業
 

（
ア
）
平
成

30
年
３
月

28
日
子
発

03
28
第
７
号
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局

長
通
知
の
別
紙
「
乳
児
院
等
多
機
能
化
推
進
事
業
実
施
要
綱
」
に
基
づ

き
、
都
道
府
県
、
指
定
都
市
、
中
核
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
が
行

う
乳
児
院
等
多
機
能
化
推
進
事
業
 

（
イ
）
平
成

30
年
３
月

28
日
子
発

03
28
第
７
号
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局

長
通
知
の
別
紙
「
乳
児
院
等
多
機
能
化
推
進
事
業
実
施
要
綱
」
に
基
づ

き
、
市
（
指
定
都
市
、
中
核
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
を
除
き
、
特

別
区
を
含
む
。
）
及
び
福
祉
事
務
所
を
設
置
す
る
町
村
が
行
う
乳
児
院

等
多
機
能
化
推
進
事
業
に
対
し
て
都
道
府
県
が
補
助
す
る
事
業
 

ケ
 
社
会
的
養
護
自
立
支
援
事
業
等
 

（
ア
）
平
成

29
年
３
月

3
1日

雇
児
発

0
3
31
第
1
0号

厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・

児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
１
「
社
会
的
養
護
自
立
支
援
事
業
実
施
要

綱
」
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
、
市
（
特
別
区
を
含
む
。
）
及
び
福
祉
事

務
所
を
設
置
す
る
町
村
が
行
う
社
会
的
養
護
自
立
支
援
事
業

 

（
イ
）
平
成

29
年
３
月

3
1日

雇
児
発

0
3
31
第
1
0号

厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・

児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
２
「
身
元
保
証
人
確
保
対
策
事
業
実
施
要

綱
」
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
、
指
定
都
市
、
中
核
市
及
び
児
童
相
談
所

設
置
市
が
行
う
身
元
保
証
人
確
保
対
策
事
業
 

（
ウ
）
平
成

29
年
３
月

3
1日

雇
児
発

0
3
31
第
1
0号

厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・

児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
２
「
身
元
保
証
人
確
保
対
策
事
業
実
施
要

綱
」
に
基
づ
き
、
市
（
指
定
都
市
、
中
核
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市

を
除
き
、
特
別
区
を
含
む
。
）
及
び
福
祉
事
務
所
を
設
置
す
る
町
村
が

行
う
身
元
保
証
人
確
保
対
策
事
業
（
母
子
生
活
支
援
施
設
分
に
限

る
。
）
に
対
し
て
都
道
府
県
が
補
助
す
る
事
業
 

コ
 
平
成
31
年
４
月

1
7日

子
発

0
4
1
7第

３
号
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局
長

通
知
の
別
紙
「
里
親
養
育
包
括
支
援
（
フ
ォ
ス
タ
リ
ン
グ
）
事
業
実
施
要

綱
」
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
、
指
定
都
市
、
児
童
相
談
所
設
置
市
及
び
事

業
を
実
施
す
る
翌
年
度
に
児
童
相
談
所
を
設
置
す
る
予
定
の
市
区
が
行
う

里
親
養
育
包
括
支
援
（
フ
ォ
ス
タ
リ
ン
グ
）
事
業
 

サ
 
令
和
２
年
１
月

3
0日

子
発

0
1
3
0第

２
号
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局
長

通
知
の
別
紙
「
里
親
へ
の
委
託
前
養
育
等
支
援
事
業
実
施
要
綱
」
に
基
づ

き
、
都
道
府
県
、
指
定
都
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
が
行
う
里
親
へ
の

委
託
前
養
育
等
支
援
事
業
 

シ
 
乳
児
院
等
多
機
能
化
推
進
事
業
 

（
ア
）
平
成

30
年
３
月

2
8日

子
発

0
3
2
8第

７
号
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局

長
通
知
の
別
紙
「
乳
児
院
等
多
機
能
化
推
進
事
業
実
施
要
綱
」
に
基
づ

き
、
都
道
府
県
、
指
定
都
市
、
中
核
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
が
行

う
乳
児
院
等
多
機
能
化
推
進
事
業
 

（
イ
）
平
成

30
年
３
月

2
8日

子
発

0
3
2
8第

７
号
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局

長
通
知
の
別
紙
「
乳
児
院
等
多
機
能
化
推
進
事
業
実
施
要
綱
」
に
基
づ

き
、
市
（
指
定
都
市
、
中
核
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
を
除
き
、
特

別
区
を
含
む
。
）
及
び
福
祉
事
務
所
を
設
置
す
る
町
村
が
行
う
乳
児
院

等
多
機
能
化
推
進
事
業
に
対
し
て
都
道
府
県
が
補
助
す
る
事
業
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ス
 
児
童
養
護
施
設
等
体
制
強
化
事
業
 

（
ア
）
平
成

31
年
４
月

17
日
子
発

04
17
第
５
号
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局

長
通
知
の
別
紙
「
児
童
養
護
施
設
等
体
制
強
化
事
業
実
施
要
綱
」
に
基

づ
き
、
都
道
府
県
、
指
定
都
市
、
中
核
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
が

行
う
児
童
養
護
施
設
等
体
制
強
化
事
業
 

（
イ
）
平
成

31
年
４
月

17
日
子
発

04
17
第
５
号
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局

長
通
知
の
別
紙
「
児
童
養
護
施
設
等
体
制
強
化
事
業
実
施
要
綱
」
に
基

づ
き
、
市
（
指
定
都
市
、
中
核
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
を
除
き
、

特
別
区
を
含
む
。
）
及
び
福
祉
事
務
所
を
設
置
す
る
町
村
が
行
う
児
童

養
護
施
設
等
体
制
強
化
事
業
に
対
し
て
都
道
府
県
が
補
助
す
る
事
業
 

セ
 
平
成
30
年
７
月

26
日
子
発
07

26
第
３
号
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局
長

通
知
の
別
紙
「
養
子
縁
組
民
間
あ
っ
せ
ん
機
関
助
成
事
業
実
施
要
綱
」
に

基
づ
き
、
都
道
府
県
、
指
定
都
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
が
行
う
養
子

縁
組
民
間
あ
っ
せ
ん
機
関
助
成
事
業
 

ソ
 
令
和
３
年
６
月

28
日
子
発
06

28
第
２
号
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局
長

通
知
の
別
紙
「
児
童
養
護
施
設
等
民
有
地
マ
ッ
チ
ン
グ
事
業
実
施
要
綱
」

に
基
づ
き
、
都
道
府
県
、
市
（
特
別
区
を
含
む
。
）
及
び
福
祉
事
務
所
を

設
置
す
る
町
村
が
行
う
児
童
養
護
施
設
等
民
有
地
マ
ッ
チ
ン
グ
事
業
 

タ
 
令
和
※
年
※
月
※
日
※
発
※
第
※
号
※
※
通
知
の
別
紙
「
児
童
養
護
施

設
等
高
機
能
化
・
多
機
能
化
モ
デ
ル
事
業
実
施
要
綱
」
に
基
づ
き
、
都
道

府
県
、
指
定
都
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
が
行
う
児
童
養
護
施
設
等
高

機
能
化
・
多
機
能
化
モ
デ
ル
事
業
 

チ
 
令
和
４
年
３
月

31
日
子
発
03

31
第

18
号
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局
長

通
知
の
別
紙
「
ヤ
ン
グ
ケ
ア
ラ
ー
支
援
体
制
強
化
事
業
実
施
要
綱
」
に
基

づ
き
、
都
道
府
県
及
び
市
町
村
（
特
別
区
を
含
む
。
）
が
行
う
ヤ
ン
グ
ケ

ア
ラ
ー
支
援
体
制
強
化
事
業
 

（
削
除
）
 

       

ス
 
児
童
養
護
施
設
等
体
制
強
化
事
業
 

（
ア
）
平
成

31
年
４
月

1
7日

子
発

0
4
1
7第

５
号
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局

長
通
知
の
別
紙
「
児
童
養
護
施
設
等
体
制
強
化
事
業
実
施
要
綱
」
に
基

づ
き
、
都
道
府
県
、
指
定
都
市
、
中
核
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
が

行
う
児
童
養
護
施
設
等
体
制
強
化
事
業
 

（
イ
）
平
成

31
年
４
月

1
7日

子
発

0
4
1
7第

５
号
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局

長
通
知
の
別
紙
「
児
童
養
護
施
設
等
体
制
強
化
事
業
実
施
要
綱
」
に
基

づ
き
、
市
（
指
定
都
市
、
中
核
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
を
除
き
、

特
別
区
を
含
む
。
）
及
び
福
祉
事
務
所
を
設
置
す
る
町
村
が
行
う
児
童

養
護
施
設
等
体
制
強
化
事
業
に
対
し
て
都
道
府
県
が
補
助
す
る
事
業
 

セ
 
平
成
30
年
７
月

2
6日

子
発
0
7
2
6第

３
号
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局
長

通
知
の
別
紙
「
養
子
縁
組
民
間
あ
っ
せ
ん
機
関
助
成
事
業
実
施
要
綱
」
に

基
づ
き
、
都
道
府
県
、
指
定
都
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
が
行
う
養
子

縁
組
民
間
あ
っ
せ
ん
機
関
助
成
事
業
 

ソ
 
令
和
３
年
６
月

2
8日

子
発

0
6
2
8第

２
号
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局
長

通
知
の
別
紙
「
児
童
養
護
施
設
等
民
有
地
マ
ッ
チ
ン
グ
事
業
実
施
要
綱
」

に
基
づ
き
、
都
道
府
県
、
市
（
特
別
区
を
含
む
。
）
及
び
福
祉
事
務
所
を

設
置
す
る
町
村
が
行
う
児
童
養
護
施
設
等
民
有
地
マ
ッ
チ
ン
グ
事
業
 

（
新
設
）
 

   タ
 
令
和
４
年
３
月

3
1日

子
発

0
3
3
1第

18
号
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局
長

通
知
の
別
紙
「
ヤ
ン
グ
ケ
ア
ラ
ー
支
援
体
制
強
化
事
業
実
施
要
綱
」
に
基

づ
き
、
都
道
府
県
及
び
市
町
村
（
特
別
区
を
含
む
。
）
が
行
う
ヤ
ン
グ
ケ

ア
ラ
ー
支
援
体
制
強
化
事
業
 

（
２
）
Ｄ
Ｖ
・
女
性
保
護
対
策
等
支
援
事
業
 

ア
 
昭
和
38
年
３
月

1
9日

厚
生
省
発
社
第

3
4号

厚
生
事
務
次
官
通
知
「
婦
人

保
護
事
業
の
実
施
要
領
に
つ
い
て
」
の
第
四
の
５
に
基
づ
き
、
都
道
府

県
、
指
定
都
市
、
中
核
市
及
び
市
が
行
う
婦
人
相
談
員
活
動
強
化
事
業
 

イ
 
売
春
防
止
活
動
・
Ｄ
Ｖ
対
策
機
能
強
化
事
業
 

（
ア
）
昭
和

38
年
３
月

1
9日

厚
生
省
発
社
第

3
4号

厚
生
事
務
次
官
通
知
「
婦

人
保
護
事
業
の
実
施
要
領
に
つ
い
て
」
の
第
四
の
１
の
（
２
）
及
び
同

３
の
（
２
）
の
ア
に
基
づ
き
都
道
府
県
が
行
う
婦
人
保
護
事
業
に
係
る
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啓
発
活
動
事
業
 

（
イ
）
平
成
３
年
６
月

1
2日

社
生
第

8
0号

厚
生
省
社
会
局
長
通
知
の
別
紙

「
婦
人
保
護
施
設
退
所
者
自
立
生
活
援
助
事
業
実
施
要
綱
」
に
基
づ
き

都
道
府
県
が
行
う
婦
人
保
護
施
設
退
所
者
自
立
生
活
援
助
事
業
 

（
ウ
）
平
成

22
年
３
月

2
9日

雇
児
発

0
3
29
第
1
0号

厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・

児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
「
休
日
夜
間
電
話
相
談
事
業
及
び
法
的
対

応
機
能
強
化
事
業
実
施
要
綱
」
の
１
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
及
び
婦
人

相
談
所
を
設
置
す
る
指
定
都
市
が
行
う
休
日
夜
間
電
話
相
談
事
業
 

（
エ
）
平
成

14
年
５
月

3
0日

雇
児
発
第

05
3
0
0
0
6号

厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・

児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
「
配
偶
者
か
ら
の
暴
力
被
害
女
性
保
護
支

援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
事
業
及
び
職
員
専
門
研
修
事
業
実
施
要
綱
」
の
１
に

基
づ
き
都
道
府
県
及
び
婦
人
相
談
所
を
設
置
す
る
指
定
都
市
が
行
う
配

偶
者
か
ら
の
暴
力
被
害
女
性
保
護
支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
事
業

 

（
オ
）
平
成

14
年
５
月

3
0日

雇
児
発
第

05
3
0
0
0
6号

厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・

児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
「
配
偶
者
か
ら
の
暴
力
被
害
女
性
保
護
支

援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
事
業
及
び
職
員
専
門
研
修
事
業
実
施
要
綱
」
の
２
に

基
づ
き
都
道
府
県
、
婦
人
相
談
所
を
設
置
す
る
指
定
都
市
及
び
婦
人
相

談
員
を
設
置
す
る
市
（
特
別
区
を
含
む
。
）
が
行
う
婦
人
相
談
所
等
職

員
へ
の
専
門
研
修
事
業
 

（
カ
）
平
成

21
年
４
月
６
日
雇
児
発
第

04
0
6
0
0
2号

厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・

児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
「
人
身
取
引
被
害
女
性
及
び
外
国
人

D
V
 被

害
女
性
を
支
援
す
る
専
門
通
訳
者
養
成
研
修
事
業
の
実
施
要
綱
」
に
基

づ
き
都
道
府
県
及
び
婦
人
相
談
所
を
設
置
す
る
指
定
都
市
が
行
う
専
門

通
訳
者
養
成
研
修
事
業
 

（
キ
）
平
成

22
年
３
月

2
9日

雇
児
発

0
3
29
第
1
0号

厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・

児
童
家
庭
局
長
通
知
の
別
紙
「
休
日
夜
間
電
話
相
談
事
業
及
び
法
的
対

応
機
能
強
化
事
業
実
施
要
綱
」
の
２
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
及
び
婦
人

相
談
所
を
設
置
す
る
指
定
都
市
が
行
う
法
的
対
応
機
能
強
化
事
業
 

（
ク
）
平
成

30
年
５
月

2
8日

子
発

0
5
2
8第

２
号
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局

長
通
知
の
別
紙
「
婦
人
相
談
所
一
時
保
護
所
入
所
者
個
別
対
応
強
化
事

業
実
施
要
綱
」
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
及
び
婦
人
相
談
所
を
設
置
す
る

指
定
都
市
が
行
う
婦
人
相
談
所
一
時
保
護
所
入
所
者
個
別
対
応
強
化
事

業
 

（
ケ
）
令
和
２
年
９
月
３
日
子
発

0
9
0
3第

６
号
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局
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長
通
知
の
別
紙
「
婦
人
相
談
所
Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
相
談
支
援
事
業
実
施
要
綱
」

に
基
づ
き
、
都
道
府
県
及
び
婦
人
相
談
所
を
設
置
す
る
指
定
都
市
が
行

う
婦
人
相
談
所
Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
相
談
支
援
事
業
 

（
コ
）
平
成

24
年

4月
5日

雇
児
発

0
4
0
5第

2
3号

厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・
児

童
家
庭
局
長
通
知
「
婦
人
保
護
施
設
入
所
者
の
地
域
生
活
移
行
支
援
事

業
に
つ
い
て
」
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
が
行
う
地
域
生
活
移
行
支
援
事

業
 

（
サ
）
令
和
２
年
９
月
３
日
子
発

0
9
0
3第

２
号
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局

長
通
知
の
別
紙
「
Ｄ
Ｖ
対
応
・
児
童
虐
待
対
応
連
携
強
化
事
業
実
施
要

綱
」
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
及
び
婦
人
相
談
所
を
設
置
す
る
指
定
都
市

が
行
う
Ｄ
Ｖ
対
応
・
児
童
虐
待
対
応
連
携
強
化
事
業
 

（
シ
）
令
和
２
年
９
月
３
日
子
発

0
9
0
3第

３
号
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局

長
通
知
の
別
紙
「
同
伴
児
童
学
習
支
援
事
業
実
施
要
綱
」
に
基
づ
き
、

都
道
府
県
及
び
婦
人
相
談
所
を
設
置
す
る
指
定
都
市
が
行
う
同
伴
児
童

学
習
支
援
事
業
 

（
ス
）
令
和
２
年
９
月
３
日
子
発

0
9
0
3第

４
号
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局

長
通
知
の
別
紙
「
同
伴
児
童
通
学
支
援
事
業
実
施
要
綱
」
に
基
づ
き
、

都
道
府
県
及
び
婦
人
相
談
所
を
設
置
す
る
指
定
都
市
が
行
う
同
伴
児
童

通
学
支
援
事
業
 

ウ
 
令
和
２
年
９
月
３
日
子
発

0
9
0
3第

10
号
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局
長

通
知
の
別
紙
「
Ｄ
Ｖ
被
害
者
等
自
立
生
活
援
助
事
業
実
施
要
綱
」
に
基
づ

き
、
都
道
府
県
、
指
定
都
市
、
中
核
市
及
び
市
（
指
定
都
市
及
び
中
核
市

を
除
き
、
特
別
区
を
含
む
。
）
が
行
う
Ｄ
Ｖ
被
害
者
等
自
立
生
活
援
助
事

業
 

エ
 
令
和
３
年
４
月

2
8日

子
発

0
4
2
8第

２
号
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局
長

通
知
の
別
紙
「
若
年
被
害
女
性
等
支
援
事
業
実
施
要
綱
」
に
基
づ
き
、
都

道
府
県
、
指
定
都
市
、
中
核
市
及
び
市
（
指
定
都
市
及
び
中
核
市
を
除

き
、
特
別
区
を
含
む
。
）
が
行
う
若
年
被
害
女
性
等
支
援
事
業
 

オ
 
令
和
３
年
４
月

2
8日

子
発

0
4
2
8第

３
号
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局
長

通
知
の
別
紙
「
困
難
な
問
題
を
抱
え
る
女
性
支
援
連
携
強
化
モ
デ
ル
事
業

実
施
要
綱
」
に
基
づ
き
、
婦
人
相
談
員
を
設
置
す
る
市
（
特
別
区
を
含

む
。
）
が
行
う
困
難
な
問
題
を
抱
え
る
女
性
支
援
連
携
強
化
モ
デ
ル
事
業
 

カ
 
令
和
４
年
３
月

2
9日

子
発

0
3
2
9第

10
号
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局
長

通
知
の
別
紙
「
民
間
団
体
支
援
強
化
・
推
進
事
業
実
施
要
綱
」
に
基
づ
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   （
交
付
額
の
算
定
方
法
）
 

４
 
こ
の
補
助
金
の
交
付
額
は
、
次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額
と
す
る
。
 

 （
１
）
３
の
イ
、
キ
の
（
イ
）
及
び
（
エ
）
、
ケ
の
（
ウ
）
、
シ
の
（
イ
）
並
び

に
ス
の
（
イ
）
以
外
の
事
業
 

ア
 
別
表
の
第
２
欄
の
各
種
目
ご
と
に
、
第
３
欄
に
定
め
る
基
準
額
と
第
４

欄
に
定
め
る
対
象
経
費
の
実
支
出
額
と
を
比
較
し
て
少
な
い
方
の
額
と
、

総
事
業
費
か
ら
寄
付
金
そ
の
他
の
収
入
額
を
控
除
し
た
額
と
を
比
較
し
て

少
な
い
方
の
額
を
選
定
す
る
。

 

イ
 
ア
に
よ
り
選
定
さ
れ
た
額
に
第
５
欄
に
定
め
る
補
助
率
を
乗
じ
て
得
た

額
を
交
付
額
と
す
る
。
た
だ
し
、
交
付
額
に

1,
00
0
円
未
満
の
端
数
が
生
じ

た
場
合
に
は
、
こ
れ
を
切
り
捨
て
る
も
の
と
す
る
。
 

（
２
）
３
の
イ
の
事
業
 

ア
 
明
石
市
が
行
う
事
業
 

（
ア
）
別
表
の
第
３
欄
に
定
め
る
基
準
額
と
第
４
欄
に
定
め
る
対
象
経
費
の

実
支
出
額
と
を
比
較
し
て
少
な
い
方
の
額
を
選
定
す
る
。
 

（
イ
）
（
ア
）
に
よ
り
選
定
さ
れ
た
額
と
総
事
業
費
か
ら
寄
付
金
そ
の
他
の

収
入
額
を
控
除
し
た
額
と
を
比
較
し
て
少
な
い
方
の
額
を
交
付
額
と
す

る
。
た
だ
し
、
交
付
額
に

1,
00

0
円
未
満
の
端
数
が
生
じ
た
場
合
に
は
、

こ
れ
を
切
り
捨
て
る
も
の
と
す
る
。
 

イ
 
社
会
福
祉
法
人
横
浜
博
萌
会
が
行
う
事
業
に
対
し
て
横
浜
市
が
補
助
す

る
事
業
ま
た
は
公
益
財
団
法
人
こ
ど
も
財
団
が
行
う
事
業
に
対
し
て
明
石

市
が
補
助
す
る
事
業
 

（
ア
）
別
表
の
第
３
欄
に
定
め
る
基
準
額
と
第
４
欄
に
定
め
る
対
象
経
費
の

実
支
出
額
と
を
比
較
し
て
少
な
い
方
の
額
を
選
定
す
る
。
 

（
イ
）
（
ア
）
に
よ
り
選
定
さ
れ
た
額
と
総
事
業
費
か
ら
寄
付
金
そ
の
他
の

収
入
額
を
控
除
し
た
額
と
を
比
較
し
て
少
な
い
方
の
額
を
選
定
す
る
。
 

（
ウ
）
（
イ
）
に
よ
り
選
定
さ
れ
た
額
と
横
浜
市
ま
た
は
明
石
市
が
補
助
し

た
額
と
を
比
較
し
て
少
な
い
方
の
額
を
交
付
額
と
す
る
。
た
だ
し
、
交

付
額
に
1,

00
0
円
未
満
の
端
数
が
生
じ
た
場
合
に
は
、
こ
れ
を
切
り
捨
て

る
も
の
と
す
る
。
 

き
、
都
道
府
県
及
び
市
町
村
（
特
別
区
を
含
む
。
）
が
行
う
民
間
団
体
支

援
強
化
・
推
進
事
業
 

 

（
交
付
額
の
算
定
方
法
）
 

４
 
こ
の
補
助
金
の
交
付
額
は
、
別
表
の
第
１
欄
に
定
め
る
区
分
ご
と
に
、
次
に

よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額
と
す
る
。
 

（
１
）
３
の
（
１
）
の
イ
、
キ
の
（
イ
）
及
び
（
エ
）
、
ケ
の
（
ウ
）
、
シ
の

（
イ
）
並
び
に
ス
の
（
イ
）
以
外
の
事
業
 

ア
 
別
表
の
第
２
欄
の
各
種
目
ご
と
に
、
第
３
欄
に
定
め
る
基
準
額
と
第
４

欄
に
定
め
る
対
象
経
費
の
実
支
出
額
と
を
比
較
し
て
少
な
い
方
の
額
と
、

総
事
業
費
か
ら
寄
付
金
そ
の
他
の
収
入
額
を
控
除
し
た
額
と
を
比
較
し
て

少
な
い
方
の
額
を
選
定
す
る
。

 

イ
 
ア
に
よ
り
選
定
さ
れ
た
額
に
第
５
欄
に
定
め
る
補
助
率
を
乗
じ
て
得
た

額
を
交
付
額
と
す
る
。
た
だ
し
、
交
付
額
に

1
,
00
0
円
未
満
の
端
数
が
生
じ

た
場
合
に
は
、
こ
れ
を
切
り
捨
て
る
も
の
と
す
る
。
 

（
２
）
３
の
（
１
）
の
イ
の
事
業
 

ア
 
明
石
市
が
行
う
事
業
 

（
ア
）
別
表
の
第
３
欄
に
定
め
る
基
準
額
と
第
４
欄
に
定
め
る
対
象
経
費
の

実
支
出
額
と
を
比
較
し
て
少
な
い
方
の
額
を
選
定
す
る
。
 

（
イ
）
（
ア
）
に
よ
り
選
定
さ
れ
た
額
と
総
事
業
費
か
ら
寄
付
金
そ
の
他
の

収
入
額
を
控
除
し
た
額
と
を
比
較
し
て
少
な
い
方
の
額
を
交
付
額
と
す

る
。
た
だ
し
、
交
付
額
に

1,
0
0
0
円
未
満
の
端
数
が
生
じ
た
場
合
に
は
、

こ
れ
を
切
り
捨
て
る
も
の
と
す
る
。
 

イ
 
社
会
福
祉
法
人
横
浜
博
萌
会
が
行
う
事
業
に
対
し
て
横
浜
市
が
補
助
す

る
事
業
ま
た
は
公
益
財
団
法
人
こ
ど
も
財
団
が
行
う
事
業
に
対
し
て
明
石

市
が
補
助
す
る
事
業
 

（
ア
）
別
表
の
第
３
欄
に
定
め
る
基
準
額
と
第
４
欄
に
定
め
る
対
象
経
費
の

実
支
出
額
と
を
比
較
し
て
少
な
い
方
の
額
を
選
定
す
る
。
 

（
イ
）
（
ア
）
に
よ
り
選
定
さ
れ
た
額
と
総
事
業
費
か
ら
寄
付
金
そ
の
他
の

収
入
額
を
控
除
し
た
額
と
を
比
較
し
て
少
な
い
方
の
額
を
選
定
す
る
。
 

（
ウ
）
（
イ
）
に
よ
り
選
定
さ
れ
た
額
と
横
浜
市
ま
た
は
明
石
市
が
補
助
し

た
額
と
を
比
較
し
て
少
な
い
方
の
額
を
交
付
額
と
す
る
。
た
だ
し
、
交

付
額
に
1,
00
0
円
未
満
の
端
数
が
生
じ
た
場
合
に
は
、
こ
れ
を
切
り
捨
て

る
も
の
と
す
る
。
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（
３
）
３
の
キ
の
（
イ
）
及
び
（
エ
）
、
ケ
の
（
ウ
）
、
シ
の
（
イ
）
並
び
に
ス

の
（
イ
）
の
事
業
 

（
１
）
の
ア
に
準
じ
て
選
定
さ
れ
た
額
に
４
分
の
３
を
乗
じ
て
得
た
額

の
合
計
額
と
、
都
道
府
県
が
補
助
し
た
額
の
合
計
額
と
を
比
較
し
て
少
な

い
方
の
額
に
第
５
欄
に
定
め
る
補
助
率
を
乗
じ
て
得
た
額
を
交
付
額
と
す

る
。
た
だ
し
、
交
付
額
に
1,
00

0
円
未
満
の
端
数
が
生
じ
た
場
合
に
は
、
こ

れ
を
切
り
捨
て
る
も
の
と
す
る
。
 

 

（
交
付
額
等
の
下
限
）
 

５
 
４
で
定
め
る
算
定
方
法
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
補
助
金
の
交
付
額
が
、

19
4千

円

に
満
た
な
い
場
合
に
は
、
交
付
の
決
定
を
行
わ
な
い
も
の
と
す
る
。
 

 （
交
付
の
条
件
）
 

６
 
こ
の
補
助
金
の
交
付
の
決
定
に
は
、
次
の
条
件
が
付
さ
れ
る
も
の
と
す
る
。
 

（
削
除
）
 

   （
１
）
事
業
の
内
容
の
変
更
（
軽
微
な
変
更
を
除
く
。
）
を
す
る
場
合
に
は
、
こ

ど
も
家
庭
庁
長
官
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
２
）
事
業
を
中
止
し
、
又
は
廃
止
す
る
場
合
に
は
、
こ
ど
も
家
庭
庁
長
官
の
承

認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
３
）
事
業
に
よ
り
取
得
し
、
又
は
効
用
の
増
加
し
た
価
格
が
単
価

50
万
円
以
上

の
機
械
、
器
具
及
び
そ
の
他
財
産
に
つ
い
て
は
、
適
正
化
法
施
行
令
第

14
条

第
１
項
第
２
号
の
規
定
に
よ
り
こ
ど
も
家
庭
庁
長
官
が
別
に
定
め
る
期
間
を

経
過
す
る
ま
で
、
こ
ど
も
家
庭
庁
長
官
の
承
認
を
受
け
な
い
で
、
こ
の
補
助

金
の
交
付
の
目
的
に
反
し
て
使
用
し
、
譲
渡
し
、
交
換
し
、
貸
し
付
け
、
又

は
担
保
に
供
し
て
は
な
ら
な
い
。
 

（
４
）
補
助
事
業
完
了
後
に
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
申
告
に
よ
り
こ
の
補
助

金
に
係
る
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
に
係
る
仕
入
控
除
税
額
が
確
定
し
た
場

合
（
仕
入
控
除
税
額
が
０
円
の
場
合
を
含
む
。
）
は
、
別
紙
様
式
第
８
に
よ

り
速
や
か
に
、
遅
く
と
も
補
助
事
業
完
了
日
の
属
す
る
年
度
の
翌
々
年
度
の

６
月
30
日
ま
で
に
こ
ど
も
家
庭
庁
長
官
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

な
お
、
補
助
事
業
者
が
全
国
的
に
事
業
を
展
開
す
る
組
織
の
一
支
部
（
又

（
３
）
３
の
（
１
）
の
キ
の
（
イ
）
及
び
（
エ
）
、
ケ
の
（
ウ
）
、
シ
の
（
イ
）

並
び
に
ス
の
（
イ
）
の
事
業
 

（
１
）
の
ア
に
準
じ
て
選
定
さ
れ
た
額
に
４
分
の
３
を
乗
じ
て
得
た
額

の
合
計
額
と
、
都
道
府
県
が
補
助
し
た
額
の
合
計
額
と
を
比
較
し
て
少
な

い
方
の
額
に
第
５
欄
に
定
め
る
補
助
率
を
乗
じ
て
得
た
額
を
交
付
額
と
す

る
。
た
だ
し
、
交
付
額
に

1,
0
0
0
円
未
満
の
端
数
が
生
じ
た
場
合
に
は
、
こ

れ
を
切
り
捨
て
る
も
の
と
す
る
。
 

 

（
交
付
額
等
の
下
限
）
 

５
 
４
で
定
め
る
算
定
方
法
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
補
助
金
の
交
付
額
が
、

1
9
4千

円

に
満
た
な
い
場
合
に
は
、
交
付
の
決
定
を
行
わ
な
い
も
の
と
す
る
。
 

 （
交
付
の
条
件
）
 

６
 
こ
の
補
助
金
の
交
付
の
決
定
に
は
、
次
の
条
件
が
付
さ
れ
る
も
の
と
す
る
。
 

（
１
）
別
表
第
１
欄
に
定
め
る
区
分
ご
と
の
事
業
に
要
す
る
経
費
の
配
分
の
変
更

（
そ
れ
ぞ
れ
の
配
分
額
の
い
ず
れ
か
低
い
額
の

30
％
以
内
の
変
更
を
除

く
。
）
を
す
る
場
合
に
は
、
厚
生
労
働
大
臣
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
 

（
２
）
事
業
の
内
容
の
変
更
（
軽
微
な
変
更
を
除
く
。
）
を
す
る
場
合
に
は
、
厚

生
労
働
大
臣
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
３
）
事
業
を
中
止
し
、
又
は
廃
止
す
る
場
合
に
は
、
厚
生
労
働
大
臣
の
承
認
を

受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
４
）
事
業
に
よ
り
取
得
し
、
又
は
効
用
の
増
加
し
た
価
格
が
単
価

50
万
円
以
上

の
機
械
、
器
具
及
び
そ
の
他
財
産
に
つ
い
て
は
、
適
正
化
法
施
行
令
第

1
4
条

第
１
項
第
２
号
の
規
定
に
よ
り
厚
生
労
働
大
臣
が
別
に
定
め
る
期
間
を
経
過

す
る
ま
で
、
厚
生
労
働
大
臣
の
承
認
を
受
け
な
い
で
、
こ
の
補
助
金
の
交
付

の
目
的
に
反
し
て
使
用
し
、
譲
渡
し
、
交
換
し
、
貸
し
付
け
、
又
は
担
保
に

供
し
て
は
な
ら
な
い
。
 

（
５
）
補
助
事
業
完
了
後
に
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
申
告
に
よ
り
こ
の
補
助

金
に
係
る
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
に
係
る
仕
入
控
除
税
額
が
確
定
し
た
場

合
（
仕
入
控
除
税
額
が
０
円
の
場
合
を
含
む
。
）
は
、
別
紙
様
式
第
８
に
よ

り
速
や
か
に
、
遅
く
と
も
補
助
事
業
完
了
日
の
属
す
る
年
度
の
翌
々
年
度
の

６
月

30
日
ま
で
に
厚
生
労
働
大
臣
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

な
お
、
補
助
事
業
者
が
全
国
的
に
事
業
を
展
開
す
る
組
織
の
一
支
部
（
又
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は
一
支
社
、
一
支
所
等
）
で
あ
っ
て
、
自
ら
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
申

告
を
行
わ
ず
、
本
部
（
又
は
本
社
、
本
所
等
）
で
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税

の
申
告
を
行
っ
て
い
る
場
合
は
、
本
部
の
課
税
売
上
割
合
等
の
申
告
内
容
に

基
づ
き
報
告
を
行
う
こ
と
。
 

ま
た
、
補
助
金
に
係
る
仕
入
控
除
税
額
が
あ
る
こ
と
が
確
定
し
た
場
合
に

は
、
当
該
仕
入
控
除
税
額
を
国
庫
に
返
還
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
５
）
こ
ど
も
家
庭
庁
長
官
の
承
認
を
受
け
て
財
産
を
処
分
す
る
こ
と
に
よ
り
収

入
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
そ
の
収
入
の
全
部
又
は
一
部
を
国
庫
に
納
付
さ
せ

る
こ
と
が
あ
る
。
 

（
６
）
事
業
に
よ
り
取
得
し
、
又
は
効
用
の
増
加
し
た
財
産
に
つ
い
て
は
、
事
業

の
完
了
後
に
お
い
て
も
善
良
な
管
理
者
の
注
意
を
も
っ
て
管
理
す
る
と
と
も

に
、
そ
の
効
率
的
な
運
営
を
図
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
７
）
こ
の
補
助
金
と
事
業
に
係
る
予
算
及
び
決
算
と
の
関
係
を
明
ら
か
に
し
た

別
紙
様
式
第
１
に
よ
る
調
書
を
作
成
す
る
と
と
も
に
、
事
業
に
係
る
歳
入
及

び
歳
出
に
つ
い
て
証
拠
書
類
を
整
理
し
、
か
つ
調
書
及
び
証
拠
書
類
を
補
助

金
の
額
の
確
定
の
日
（
事
業
の
中
止
又
は
廃
止
の
承
認
を
受
け
た
場
合
に
は

そ
の
承
認
を
受
け
た
日
）
の
属
す
る
年
度
の
終
了
後
５
年
間
保
管
し
て
お
か

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

た
だ
し
、
事
業
に
よ
り
取
得
し
、
又
は
効
用
の
増
加
し
た
価
格
が
単
価

50
 

万
円
以
上
の
財
産
が
あ
る
場
合
は
、
前
記
の
期
間
を
経
過
後
、
当
該
財
産
の

財
産
処
分
が
完
了
す
る
日
、
又
は
適
正
化
法
施
行
令
第

14
条
第
１
項
第
２
号

の
規
定
に
よ
り
こ
ど
も
家
庭
庁
長
官
が
別
に
定
め
る
期
間
を
経
過
す
る
日
の

い
ず
れ
か
遅
い
日
ま
で
保
管
し
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
８
）
都
道
府
県
、
横
浜
市
及
び
明
石
市
は
、
国
か
ら
概
算
払
い
に
よ
り
間
接
補

助
金
に
係
る
補
助
金
の
交
付
を
受
け
た
場
合
に
は
、
当
該
概
算
払
を
受
け
た

補
助
金
に
相
当
す
る
額
を
遅
滞
な
く
間
接
補
助
事
業
者
に
交
付
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
 

（
９
）
都
道
府
県
は
、
間
接
補
助
金
を
間
接
補
助
事
業
者
に
交
付
す
る
場
合
に

は
、
（
１
）
か
ら
（
７
）
に
掲
げ
る
条
件
を
付
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

こ
の
場
合
に
お
い
て
（
１
）
、
（
２
）
、
（
４
）
及
び
（
５
）
中
「
こ
ど

も
家
庭
庁
長
官
」
と
あ
る
の
は
「
都
道
府
県
知
事
」
と
、
「
国
庫
」
と
あ
る

の
は
「
都
道
府
県
」
と
、
（
３
）
中
「
こ
ど
も
家
庭
庁
長
官
の
承
認
」
と
あ

る
の
は
「
都
道
府
県
知
事
の
承
認
」
と
、
（
４
）
中
「
補
助
事
業
者
」
と
あ

る
の
は
「
間
接
補
助
事
業
者
」
と
、
（
４
）
及
び
（
７
）
中
「
補
助
金
」
と

は
一
支
社
、
一
支
所
等
）
で
あ
っ
て
、
自
ら
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
申

告
を
行
わ
ず
、
本
部
（
又
は
本
社
、
本
所
等
）
で
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税

の
申
告
を
行
っ
て
い
る
場
合
は
、
本
部
の
課
税
売
上
割
合
等
の
申
告
内
容
に

基
づ
き
報
告
を
行
う
こ
と
。
 

ま
た
、
補
助
金
に
係
る
仕
入
控
除
税
額
が
あ
る
こ
と
が
確
定
し
た
場
合
に

は
、
当
該
仕
入
控
除
税
額
を
国
庫
に
返
還
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
６
）
厚
生
労
働
大
臣
の
承
認
を
受
け
て
財
産
を
処
分
す
る
こ
と
に
よ
り
収
入
が

あ
っ
た
場
合
に
は
、
そ
の
収
入
の
全
部
又
は
一
部
を
国
庫
に
納
付
さ
せ
る
こ

と
が
あ
る
。
 

（
７
）
事
業
に
よ
り
取
得
し
、
又
は
効
用
の
増
加
し
た
財
産
に
つ
い
て
は
、
事
業

の
完
了
後
に
お
い
て
も
善
良
な
管
理
者
の
注
意
を
も
っ
て
管
理
す
る
と
と
も

に
、
そ
の
効
率
的
な
運
営
を
図
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
８
）
こ
の
補
助
金
と
事
業
に
係
る
予
算
及
び
決
算
と
の
関
係
を
明
ら
か
に
し
た

別
紙
様
式
第
１
に
よ
る
調
書
を
作
成
す
る
と
と
も
に
、
事
業
に
係
る
歳
入
及

び
歳
出
に
つ
い
て
証
拠
書
類
を
整
理
し
、
か
つ
調
書
及
び
証
拠
書
類
を
補
助

金
の
額
の
確
定
の
日
（
事
業
の
中
止
又
は
廃
止
の
承
認
を
受
け
た
場
合
に
は

そ
の
承
認
を
受
け
た
日
）
の
属
す
る
年
度
の
終
了
後
５
年
間
保
管
し
て
お
か

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

た
だ
し
、
事
業
に
よ
り
取
得
し
、
又
は
効
用
の
増
加
し
た
価
格
が
単
価

5
0
 

万
円
以
上
の
財
産
が
あ
る
場
合
は
、
前
記
の
期
間
を
経
過
後
、
当
該
財
産
の

財
産
処
分
が
完
了
す
る
日
、
又
は
適
正
化
法
施
行
令
第

14
条
第
１
項
第
２
号

の
規
定
に
よ
り
厚
生
労
働
大
臣
が
別
に
定
め
る
期
間
を
経
過
す
る
日
の
い
ず

れ
か
遅
い
日
ま
で
保
管
し
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
９
）
都
道
府
県
、
横
浜
市
及
び
明
石
市
は
、
国
か
ら
概
算
払
い
に
よ
り
間
接
補

助
金
に
係
る
補
助
金
の
交
付
を
受
け
た
場
合
に
は
、
当
該
概
算
払
を
受
け
た

補
助
金
に
相
当
す
る
額
を
遅
滞
な
く
間
接
補
助
事
業
者
に
交
付
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
 

（
10
）
都
道
府
県
は
、
間
接
補
助
金
を
間
接
補
助
事
業
者
に
交
付
す
る
場
合
に

は
、
（
２
）
か
ら
（
８
）
に
掲
げ
る
条
件
を
付
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

こ
の
場
合
に
お
い
て
（
２
）
、
（
３
）
、
（
５
）
及
び
（
６
）
中
「
厚
生

労
働
大
臣
」
と
あ
る
の
は
「
都
道
府
県
知
事
」
と
、
「
国
庫
」
と
あ
る
の
は

「
都
道
府
県
」
と
、
（
４
）
中
「
厚
生
労
働
大
臣
の
承
認
」
と
あ
る
の
は

「
都
道
府
県
知
事
の
承
認
」
と
、
（
５
）
中
「
補
助
事
業
者
」
と
あ
る
の
は

「
間
接
補
助
事
業
者
」
と
、
（
５
）
及
び
（
８
）
中
「
補
助
金
」
と
あ
る
の
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あ
る
の
は
「
間
接
補
助
金
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

 

（
10
）
（
９
）
に
よ
り
付
し
た
条
件
に
基
づ
き
都
道
府
県
知
事
が
承
認
す
る
場
合

に
は
、
あ
ら
か
じ
め
こ
ど
も
家
庭
庁
長
官
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
 

（
11
）
横
浜
市
及
び
明
石
市
は
、
間
接
補
助
金
を
間
接
補
助
事
業
者
に
交
付
す
る

場
合
に
は
、
（
１
）
か
ら
（
７
）
ま
で
に
掲
げ
る
条
件
を
付
さ
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
 

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
（
１
）
、
（
２
）
、
（
４
）
及
び
（
５
）
中
「
こ

ど
も
家
庭
庁
長
官
」
と
あ
る
の
は
「
横
浜
市
長
」
又
は
「
明
石
市
長
」
と
、

「
国
庫
」
と
あ
る
の
は
「
横
浜
市
」
又
は
「
明
石
市
」
と
、
（
３
）
中
「
こ

ど
も
家
庭
庁
長
官
の
承
認
」
と
あ
る
の
は
「
横
浜
市
長
の
承
認
」
又
は
「
明

石
市
長
の
承
認
」
と
、
（
４
）
中
「
補
助
事
業
者
」
と
あ
る
の
は
「
間
接
補

助
事
業
者
」
と
、
（
４
）
及
び
（
７
）
中
「
補
助
金
」
と
あ
る
の
は
「
間
接

補
助
金
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。
 

（
12
）
（
11
）
に
よ
り
付
し
た
条
件
に
基
づ
き
横
浜
市
長
又
は
明
石
市
長
が
承
認

を
す
る
場
合
に
は
、
あ
ら
か
じ
め
こ
ど
も
家
庭
庁
長
官
の
承
認
を
受
け
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
13
）
間
接
補
助
事
業
者
か
ら
財
産
の
処
分
に
よ
る
収
入
の
全
部
又
は
一
部
の
納

付
及
び
補
助
金
に
係
る
仕
入
控
除
税
額
の
返
還
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
そ
の

納
付
額
及
び
返
還
額
の
全
部
又
は
一
部
を
国
庫
に
納
付
さ
せ
る
こ
と
が
あ

る
。
 

 （
申
請
手
続
）
 

７
 
こ
の
補
助
金
の
交
付
の
申
請
は
、
次
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。
 

（
１
）
補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執
行
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
第

26
条
第
２
項

に
基
づ
き
、
補
助
金
等
の
交
付
に
関
す
る
事
務
の
一
部
を
都
道
府
県
が
行
う

場
合
 

市
町
村
長
は
、
別
紙
様
式
第
２
に
よ
る
申
請
書
及
び
関
係
書
類
を
都
道
府

県
知
事
が
別
に
定
め
る
日
ま
で
に
都
道
府
県
知
事
に
提
出
し
、
都
道
府
県
知

事
は
、
前
記
の
申
請
書
を
受
理
し
た
と
き
は
、
必
要
な
審
査
を
行
い
、
適
正

と
認
め
た
と
き
は
こ
れ
を
取
り
ま
と
め
の
う
え
、
毎
年
度
６
月
末
日
ま
で
に

こ
ど
も
家
庭
庁
長
官
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。
 

（
２
）
上
記
以
外
の
場
合
 

別
紙
様
式
第
３
に
よ
る
申
請
書
及
び
関
係
書
類
を
毎
年
度
６
月
末
日
ま
で

は
「
間
接
補
助
金
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。
 

（
11
）
（

10
）
に
よ
り
付
し
た
条
件
に
基
づ
き
都
道
府
県
知
事
が
承
認
す
る
場
合

に
は
、
あ
ら
か
じ
め
厚
生
労
働
大
臣
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

 （
12
）
横
浜
市
及
び
明
石
市
は
、
間
接
補
助
金
を
間
接
補
助
事
業
者
に
交
付
す
る

場
合
に
は
、
（
２
）
か
ら
（
８
）
ま
で
に
掲
げ
る
条
件
を
付
さ
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
 

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
（
２
）
、
（
３
）
、
（
５
）
及
び
（
６
）
中
「
厚

生
労
働
大
臣
」
と
あ
る
の
は
「
横
浜
市
長
」
又
は
「
明
石
市
長
」
と
、
「
国

庫
」
と
あ
る
の
は
「
横
浜
市
」
又
は
「
明
石
市
」
と
、
（
４
）
中
「
厚
生
労

働
大
臣
の
承
認
」
と
あ
る
の
は
「
横
浜
市
長
の
承
認
」
又
は
「
明
石
市
長
の

承
認
」
と
、
（
５
）
中
「
補
助
事
業
者
」
と
あ
る
の
は
「
間
接
補
助
事
業

者
」
と
、
（
５
）
及
び
（
８
）
中
「
補
助
金
」
と
あ
る
の
は
「
間
接
補
助

金
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。
 

（
13
）
（

12
）
に
よ
り
付
し
た
条
件
に
基
づ
き
横
浜
市
長
又
は
明
石
市
長
が
承
認

を
す
る
場
合
に
は
、
あ
ら
か
じ
め
厚
生
労
働
大
臣
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
 

（
14
）
間
接
補
助
事
業
者
か
ら
財
産
の
処
分
に
よ
る
収
入
の
全
部
又
は
一
部
の
納

付
及
び
補
助
金
に
係
る
仕
入
控
除
税
額
の
返
還
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
そ
の

納
付
額
及
び
返
還
額
の
全
部
又
は
一
部
を
国
庫
に
納
付
さ
せ
る
こ
と
が
あ

る
。
 

 （
申
請
手
続
）
 

７
 
こ
の
補
助
金
の
交
付
の
申
請
は
、
次
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。
 

（
１
）
補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執
行
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
第

26
条
第
２
項

に
基
づ
き
、
補
助
金
等
の
交
付
に
関
す
る
事
務
の
一
部
を
都
道
府
県
が
行
う

場
合
 

市
町
村
長
は
、
別
紙
様
式
第
２
に
よ
る
申
請
書
及
び
関
係
書
類
を
都
道
府

県
知
事
が
別
に
定
め
る
日
ま
で
に
都
道
府
県
知
事
に
提
出
し
、
都
道
府
県
知

事
は
、
前
記
の
申
請
書
を
受
理
し
た
と
き
は
、
必
要
な
審
査
を
行
い
、
適
正

と
認
め
た
と
き
は
こ
れ
を
取
り
ま
と
め
の
う
え
、
毎
年
度
６
月
末
日
ま
で
に

厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。
 

（
２
）
上
記
以
外
の
場
合
 

別
紙
様
式
第
３
に
よ
る
申
請
書
及
び
関
係
書
類
を
毎
年
度
６
月
末
日
ま
で
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に
こ
ど
も
家
庭
庁
長
官
に
提
出
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。
 

 （
変
更
申
請
手
続
）
 

８
 
こ
の
補
助
金
の
交
付
決
定
後
の
事
情
の
変
更
に
よ
り
、
交
付
申
請
の
内
容
を

変
更
し
て
追
加
交
付
申
請
等
を
行
う
場
合
に
は
、
７
に
定
め
る
申
請
手
続
き
に

従
い
、
別
紙
様
式
第
４
ま
た
は
別
紙
様
式
第
５
に
よ
る
申
請
書
及
び
関
係
書
類

を
毎
年
度
１
月
末
日
ま
で
に
こ
ど
も
家
庭
庁
長
官
に
提
出
し
て
行
う
も
の
と
す

る
。

  

 （
交
付
決
定
ま
で
の
標
準
的
期
間
）
 

９
 
国
は
、
交
付
申
請
書
又
は
変
更
交
付
申
請
書
が
到
達
し
た
日
か
ら
起
算
し
て

原
則
と
し
て
２
か
月
以
内
に
交
付
の
決
定
（
決
定
の
変
更
を
含
む
。
）
を
行
う

も
の
と
す
る
。
 

 （
補
助
金
の
概
算
払
）
 

10
 
こ
ど
も
家
庭
庁
長
官
は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
に
お
い
て
は
、
国
の

支
払
計
画
承
認
額
の
範
囲
内
に
お
い
て
概
算
払
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

 （
実
績
報
告
）
 

11
 
こ
の
補
助
金
の
事
業
実
績
報
告
は
、
次
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。
 

（
１
）
補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執
行
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
第

26
条
第
２
項

に
基
づ
き
、
補
助
金
等
の
交
付
に
関
す
る
事
務
の
一
部
を
都
道
府
県
が
行
う

場
合
 

市
町
村
長
は
、
別
紙
様
式
第
６
に
よ
る
報
告
書
を
都
道
府
県
知
事
が
別
に

定
め
る
日
ま
で
に

 都
道
府
県
知
事
に
提
出
し
、
都
道
府
県
知
事
は
、
前
記
の

報
告
書
を
受
理
し
た
と
き
は
、
必
要
な
審
査
を
行
い
、
適
正
と
認
め
た
と
き

は
こ
れ
を
取
り
ま
と
め
の
う
え
、
翌
年
度
４
月

10
日
（
６
の
（
２
）
に
よ
り

事
業
の
中
止
又
は
廃
止
の
承
認
を
受
け
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
承
認
通

知
を
受
理
し
た
日
か
ら
起
算
し
て
１
か
月
を
経
過
し
た
日
）
ま
で
に
こ
ど
も

家
庭
庁
長
官
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
２
）
上
記
以
外
の
場
合
 

別
紙
様
式
第
７
に
よ
る
報
告
書
を
、
翌
年
度
４
月

10
日
（
６
の
（
２
）
に

よ
り
事
業
の
中
止
又
は
廃
止
の
承
認
を
受
け
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
承

認
通
知
を
受
理
し
た
日
か
ら
起
算
し
て
１
か
月
を
経
過
し
た
日
）
ま
で
に
こ

に
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。
 

 （
変
更
申
請
手
続
）
 

８
 
こ
の
補
助
金
の
交
付
決
定
後
の
事
情
の
変
更
に
よ
り
、
交
付
申
請
の
内
容
を

変
更
し
て
追
加
交
付
申
請
等
を
行
う
場
合
に
は
、
７
に
定
め
る
申
請
手
続
き
に

従
い
、
別
紙
様
式
第
４
ま
た
は
別
紙
様
式
第
５
に
よ
る
申
請
書
及
び
関
係
書
類

を
毎
年
度
１
月
末
日
ま
で
に
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。

  

  （
交
付
決
定
ま
で
の
標
準
的
期
間
）
 

９
 
国
は
、
交
付
申
請
書
又
は
変
更
交
付
申
請
書
が
到
達
し
た
日
か
ら
起
算
し
て

原
則
と
し
て
２
か
月
以
内
に
交
付
の
決
定
（
決
定
の
変
更
を
含
む
。
）
を
行
う

も
の
と
す
る
。
 

 （
補
助
金
の
概
算
払
）
 

10
 
厚
生
労
働
大
臣
は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
に
お
い
て
は
、
国
の
支
払

計
画
承
認
額
の
範
囲
内
に
お
い
て
概
算
払
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

 （
実
績
報
告
）
 

11
 
こ
の
補
助
金
の
事
業
実
績
報
告
は
、
次
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。
 

（
１
）
補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執
行
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
第

26
条
第
２
項

に
基
づ
き
、
補
助
金
等
の
交
付
に
関
す
る
事
務
の
一
部
を
都
道
府
県
が
行
う

場
合
 

市
町
村
長
は
、
別
紙
様
式
第
６
に
よ
る
報
告
書
を
都
道
府
県
知
事
が
別
に

定
め
る
日
ま
で
に

 都
道
府
県
知
事
に
提
出
し
、
都
道
府
県
知
事
は
、
前
記
の

報
告
書
を
受
理
し
た
と
き
は
、
必
要
な
審
査
を
行
い
、
適
正
と
認
め
た
と
き

は
こ
れ
を
取
り
ま
と
め
の
う
え
、
翌
年
度
４
月

10
日
（
６
の
（
３
）
に
よ
り

事
業
の
中
止
又
は
廃
止
の
承
認
を
受
け
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
承
認
通

知
を
受
理
し
た
日
か
ら
起
算
し
て
１
か
月
を
経
過
し
た
日
）
ま
で
に
厚
生
労

働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
２
）
上
記
以
外
の
場
合
 

別
紙
様
式
第
７
に
よ
る
報
告
書
を
、
翌
年
度
４
月

1
0
日
（
６
の
（
３
）
に

よ
り
事
業
の
中
止
又
は
廃
止
の
承
認
を
受
け
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
承

認
通
知
を
受
理
し
た
日
か
ら
起
算
し
て
１
か
月
を
経
過
し
た
日
）
ま
で
に
厚
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ど
も
家
庭
庁
長
官
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

 （
補
助
金
の
返
還
）
 

12
 
こ
ど
も
家
庭
庁
長
官
は
、
交
付
す
べ
き
補
助
金
の
額
を
確
定
し
た
場
合
に
お

い
て
、
既
に
そ
の
額
を
超
え
る
補
助
金
が
交
付
さ
れ
て
い
る
と
き
は
、
期
限
を

定
め
て
、
そ
の
超
え
る
部
分
に
つ
い
て
国
庫
に
返
還
す
る
こ
と
を
命
ず
る
。
 

 （
そ
の
他
）
 

13
 
特
別
の
事
情
に
よ
り
４
、
７
、
８
及
び

11
に
定
め
る
算
定
方
法
、
手
続
き
に

よ
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
に
は
、
あ
ら
か
じ
め
こ
ど
も
家
庭
庁
長
官
の
承
認

を
受
け
て
そ
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
も
の
と
す
る
 

 

生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

 （
補
助
金
の
返
還
）
 

12
 
厚
生
労
働
大
臣
は
、
交
付
す
べ
き
補
助
金
の
額
を
確
定
し
た
場
合
に
お
い

て
、
既
に
そ
の
額
を
超
え
る
補
助
金
が
交
付
さ
れ
て
い
る
と
き
は
、
期
限
を
定

め
て
、
そ
の
超
え
る
部
分
に
つ
い
て
国
庫
に
返
還
す
る
こ
と
を
命
ず
る
。
 

 （
そ
の
他
）
 

13
 
特
別
の
事
情
に
よ
り
４
、
７
、
８
及
び

1
1に

定
め
る
算
定
方
法
、
手
続
き
に

よ
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
に
は
、
あ
ら
か
じ
め
厚
生
労
働
大
臣
の
承
認
を
受

け
て
そ
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
も
の
と
す
る
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別
 
表
 

１
区
分

 ２
種
目
 ３

基
準
額
 

４
対
象
経
費
 
５
補
助
 

 
率
 

児
童
虐

待
防
止

対
策
等

支
援
事

業
 

                                

児
童
虐

待
防
止

対
策
支

援
事
業
 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額
 

１
 
児
童
虐
待
防
止
対
策
研
修
事
業
 

１
都
道
府
県
（
指
定
都
市
又
は
児
童
相
談
所

設
置
市
）
又
は
１
市
町
村
当
た
り
 

※
以
下
の
①
か
ら
⑧
に
つ
い
て
、
複
数
の

自
治
体
で
共
同
開
催
す
る
場
合
に
お
い

て
も
、
①
か
ら
⑧
に
掲
げ
る
基
準
額
を

適
用
す
る
も
の
（
当
該
自
治
体
毎
の
基

準
額
の
合
計
額
と
一
致
さ
せ
る
こ
と
）

と
す
る
。
 

①
 
児
童
福
祉
司
任
用
前
講
習
会
等

 

児
童
虐
待
防
止
対
策
支
援
事
業
実
施
要
綱

（
以
下
、
本
種
目
に
お
い
て
「
実
施
要

綱
」
と
い
う
。）

第
３
の
１
の

(
2
)の

①
の

ア
に
該
当
す
る
事
業
 

3
,
12
9,
00
0
円
  

実
施
要
綱
第
３
の
１
の
(
2
)
の
①
の
イ
に

該
当
す
る
事
業
 

6
9
5,
00
0
円
  

 ②
 
児
童
福
祉
司
任
用
後
研
修
 

3
,
12
9,
00
0
円
  

 ③
 
児
童
福
祉
司
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
研
修

 

ア
 
自
主
開
催
す
る
場
合
 2
,
32
0,
00
0
円
  

イ
 
研
修
を
委
託
す
る
場
合
 2
1
3,
00
0
円
  

 ④
 
要
保
護
児
童
対
策
調
整
機
関
調
整
担
当

者
研
修
 

3
,
03
6,
00
0
円
  

 ⑤
 
児
童
相
談
所
長
研
修
 

ア
 
自
主
開
催
す
る
場
合
 2
,
32
0,
00
0
円
  

イ
 
研
修
を
委
託
す
る
場
合
 

児
童
虐
待

防
止
対
策
支

援
事
業
に
必

要
な
報
酬
、

給
料
及
び
職

員
手
当
等

（
た
だ
し
会

計
年
度
任
用

職
員
及
び
臨

時
的
任
用
職

員
（
臨
時
の

職
に
関
す
る

場
合
に
限

る
。
以
下
同

じ
。）

へ
支

給
さ
れ
る
も

の
に
限

る
）、

旅

費
、
需
用
費

（
消
耗
品

費
、
教
材

費
、
印
刷
製

本
費
、
会
議

費
、
光
熱
水

費
）、

改
修

費
、
備
品
購

入
費
、
役
務

費
（
通
信
運

搬
費
、
広
告

料
、
保
険

料
）
､
報
償

費
、
委
託

料
、
使
用
料

及
び
賃
借

料
、
共
済

費
、
扶
助

費
、
負
担
金
 

１
／
２
 

別
 
表
 

１
区
分
 ２

種
目
 ３

基
準
額
 

４
対
象
経
費
 
５
補
助
 

 
率
 

児
童
虐

待
防
止

対
策
等

支
援
事

業
 

                                

児
童
虐

待
防
止

対
策
支

援
事
業
 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額
 

１
 
児
童
虐
待
防
止
対
策
研
修
事
業
 

１
都
道
府
県
（
指
定
都
市
又
は
児
童
相
談
所

設
置
市
）
又
は
１
市
町
村
当
た
り
 

※
以
下
の
①
か
ら
⑧
に
つ
い
て
、
複
数
の

自
治
体
で
共
同
開
催
す
る
場
合
に
お
い

て
も
、
①
か
ら
⑧
に
掲
げ
る
基
準
額
を

適
用
す
る
も
の
（
当
該
自
治
体
毎
の
基

準
額
の
合
計
額
と
一
致
さ
せ
る
こ
と
）

と
す
る
。
 

①
 
児
童
福
祉
司
任
用
前
講
習
会
等
 

児
童
虐
待
防
止
対
策
支
援
事
業
実
施
要
綱

（
以
下
、
本
種
目
に
お
い
て
「
実
施
要

綱
」
と
い
う
。）

第
３
の
１
の

(
2
)の

①
の

ア
に
該
当
す
る
事
業
 

3
,
11
8,
00
0
円
  

実
施
要
綱
第
３
の
１
の
(
2
)
の
①
の
イ
に

該
当
す
る
事
業
 

6
9
5,
00
0
円
  

 ②
 
児
童
福
祉
司
任
用
後
研
修
 

3
,
11
8,
00
0
円
  

 ③
 
児
童
福
祉
司
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
研
修

 

ア
 
自
主
開
催
す
る
場
合
 2
,
31
3,
00
0
円
  

イ
 
研
修
を
委
託
す
る
場
合
 2
1
2,
00
0
円
  

 ④
 
要
保
護
児
童
対
策
調
整
機
関
調
整
担
当

者
研
修
 

3
,
02
2,
00
0
円
  

 ⑤
 
児
童
相
談
所
長
研
修
 

ア
 
自
主
開
催
す
る
場
合
 2
,
31
3,
00
0
円
  

イ
 
研
修
を
委
託
す
る
場
合
 

児
童
虐
待

防
止
対
策
支

援
事
業
に
必

要
な
報
酬
、

給
料
及
び
職

員
手
当
等

（
た
だ
し
会

計
年
度
任
用

職
員
及
び
臨

時
的
任
用
職

員
（
臨
時
の

職
に
関
す
る

場
合
に
限

る
。
以
下
同

じ
。）

へ
支

給
さ
れ
る
も

の
に
限

る
）、

旅

費
、
需
用
費

（
消
耗
品

費
、
教
材

費
、
印
刷
製

本
費
、
会
議

費
、
光
熱
水

費
）、

改
修

費
、
備
品
購

入
費
、
役
務

費
（
通
信
運

搬
費
、
広
告

料
、
保
険

料
）
､
報
償

費
、
委
託

料
、
使
用
料

及
び
賃
借

料
、
共
済

費
、
扶
助

費
、
負
担
金
 

１
／
２
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1
0
7,
00
0
円
  

 ⑥
 
虐
待
対
応
関
係
機
関
専
門
性
強
化
事
業

 

実
施
要
綱
第
３
の
１
の
（
２
）
の
⑥
の
ア

の
（
ア
）
に
該
当
す
る
事
業
 3
0
7,
00
0
円
  

実
施
要
綱
第
３
の
１
の
（
２
）
の
⑥
の
ア

の
（
イ
）
に
該
当
す
る
事
業
 3
0
7,
00
0
円
  

実
施
要
綱
第
３
の
１
の
（
２
）
の
⑥
の
イ

に
該
当
す
る
事
業
 

2
2
1,
00
0
円
  

実
施
要
綱
第
３
の
１
の
（
２
）
の
⑥
の
ウ

に
該
当
す
る
事
業
 

1
9
6,
00
0
円
  

 ⑦
 
児
童
相
談
所
及
び
市
町
村
職
員
専
門
性

強
化
事
業
 

実
施
要
綱
第
３
の
１
の
（
２
）
の
⑦
の
ア

に
該
当
す
る
事
業
 

1
,
66
8,
00
0
円
  

 ※
 
一
時
保
護
所
職
員
向
け
の
研
修
を
実

施
す
る
場
合
は
、
1
,
66
8,
00
0
円
を
加

算
 

※
 
裁
判
官
、
警
察
官
、
家
庭
裁
判
所
調

査
官
、
検
察
官
等
が
参
加
可
能
な
研
修

等
の
場
合
は
、
1
,
66
8,
00
0
円
を
加
算

 

 実
施
要
綱
第
３
の
１
の
（
２
）
の
⑦
の
イ

に
該
当
す
る
事
業
 

1
9
6,
00
0
円
  

 ⑧
 
医
療
機
関
従
事
者
研
修
 1
,
85
1,
00
0
円
  

 ⑨
 
研
修
専
任
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
配
置

 

5
,
04
0,
00
0
円
  

 

２
 
保
護
者
指
導
・
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
強
化
事

 

業
（
複
数
実
施
可
能
）
 

                                         

1
0
6,
00
0
円
  

 ⑥
 
虐
待
対
応
関
係
機
関
専
門
性
強
化
事
業

 

実
施
要
綱
第
３
の
１
の
（
２
）
の
⑥
の
ア

の
（
ア
）
に
該
当
す
る
事
業
 3
0
7,
00
0
円
  

実
施
要
綱
第
３
の
１
の
（
２
）
の
⑥
の
ア

の
（
イ
）
に
該
当
す
る
事
業
 3
0
7,
00
0
円
  

実
施
要
綱
第
３
の
１
の
（
２
）
の
⑥
の
イ

に
該
当
す
る
事
業
 

2
2
1,
00
0
円
  

実
施
要
綱
第
３
の
１
の
（
２
）
の
⑥
の
ウ

に
該
当
す
る
事
業
 

1
9
6,
00
0
円
  

 ⑦
 
児
童
相
談
所
及
び
市
町
村
職
員
専
門
性

強
化
事
業
 

実
施
要
綱
第
３
の
１
の
（
２
）
の
⑦
の
ア

に
該
当
す
る
事
業
 

1
,
66
8,
00
0
円
  

 ※
 
一
時
保
護
所
職
員
向
け
の
研
修
を
実

施
す
る
場
合
は
、
1
,
66
8,
00
0
円
を
加

算
 

    実
施
要
綱
第
３
の
１
の
（
２
）
の
⑦
の
イ

に
該
当
す
る
事
業
 

1
9
6,
00
0
円
  

 ⑧
 
医
療
機
関
従
事
者
研
修
 1
,
84
0,
00
0
円
  

 ⑨
 
研
修
専
任
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
配
置

 

5
,
00
3,
00
0
円
  

 

２
 
保
護
者
指
導
・
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
強
化
事

 

業
（
複
数
実
施
可
能
）
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児
童
相
談
所
１
か
所
当
た
り
 

①
 
保
護
者
指
導
支
援
員
の
配
置
 

3
,
52
8,
00
0
円
  

 

②
 
保
護
者
指
導
支
援
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
事

 

 
業
 

1
1
,7
07
,0
00

円
  

 

③
 
児
童
相
談
所
等
職
員
の
保
護
者
指
導
支

 

援
プ
ロ
グ
ラ
ム
資
格
取
得
支
援
事
業

 

3
0
0,
00
0
円
  

④
 
保
護
者
支
援
・
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
民
間

 

団
体
育
成
事
業
 

1
,
25
3,
00
0
円
  

 

３
 
医
療
的
機
能
強
化
等
事
業
 

①
 
医
療
的
機
能
強
化
事
業
 

１
都
道
府
県
（
指
定
都
市
又
は
児
童
相
談

所
設
置
市
）
及
び
１
市
町
村
当
た
り

 

7
,
84
2,
00
0
円
   

※
 
常
勤
的
職
員
を
配
置
又
は
常
勤

職
員
の
配
置
に
向
け
て
取
組
を
実

施
し
な
い
場
合
は
、
7
4
8,
00
0
円
 

 ※
 
複
数
の
児
童
相
談
所
で
医
師
の

配
置
等
を
行
う
場
合
は
、
１
児
童

相
談
所
当
た
り

7
,8
42
,0
00

円
 

医
療
的
機

能
強
化
事
業

に
必
要
な
報

酬
、
給
料
及

び
職
員
手
当

等
（
た
だ
し

会
計
年
度
任

用
職
員
及
び

臨
時
的
任
用

職
員
へ
支
給

さ
れ
る
も
の

に
限
る
）、

旅
費
、
需
用

費
（
消
耗
品

費
、
教
材

費
、
印
刷
製

本
費
、
会
議

費
、
光
熱
水

費
）、

備
品

購
入
費
、
役

務
費
（
通
信

運
搬
費
、
広

告
料
、
保
険

料
)
､
報
償

費
､
委
託
料
､

                                         

児
童
相
談
所
１
か
所
当
た
り
 

①
 
保
護
者
指
導
支
援
員
の
配
置
 

3
,
52
8,
00
0
円
  

 

②
 
保
護
者
指
導
支
援
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
事

 

 
業
 

1
1
,7
07
,0
00

円
  

 

③
 
児
童
相
談
所
等
職
員
の
保
護
者
指
導
支

 

援
プ
ロ
グ
ラ
ム
資
格
取
得
支
援
事
業

 

3
0
0,
00
0
円
  

（
新
設
）
 

  
 

 

３
 
医
療
的
機
能
強
化
等
事
業
 

①
 
医
療
的
機
能
強
化
事
業
 

１
都
道
府
県
（
指
定
都
市
又
は
児
童
相
談

所
設
置
市
）
及
び
１
市
町
村
当
た
り
 

7
,
84
2,
00
0
円
   

※
 
常
勤
的
職
員
を
配
置
又
は
常
勤

職
員
の
配
置
に
向
け
て
取
組
を
実

施
し
な
い
場
合
は
、
7
4
8,
00
0
円
 

 ※
 
複
数
の
児
童
相
談
所
で
医
師
の

配
置
等
を
行
う
場
合
は
、
１
児
童

相
談
所
当
た
り

7
,8
42
,0
00

円
 

医
療
的
機

能
強
化
事
業

に
必
要
な
報

酬
、
給
料
及

び
職
員
手
当

等
（
た
だ
し

会
計
年
度
任

用
職
員
及
び

臨
時
的
任
用

職
員
へ
支
給

さ
れ
る
も
の

に
限
る
）、

旅
費
、
需
用

費
（
消
耗
品

費
、
教
材

費
、
印
刷
製

本
費
、
会
議

費
、
光
熱
水

費
）、

備
品

購
入
費
、
役

務
費
（
通
信

運
搬
費
、
広

告
料
、
保
険

料
)
､
報
償

費
､
委
託
料
､
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使
用
料
及
び

賃
借
料
、
共

済
費
、
扶
助

費
  

②
 
児
童
虐
待
防
止
医
療
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
事

 

 
業
 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額

 

１
都
道
府
県
（
指
定
都
市
）
当
た
り

 

4
,
81
8,
00
0
円
  

※
 
事
業
期
間
が
１
年
に
満
た
な
い
場
合

 

は
、
4
,
81
8,
00
0
円
×
事
業
実
施
月
数

 

/
1
2 
 

児
童
虐
待

防
止
医
療
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク

事
業
に
必
要

な
報
酬
、
給

料
（
た
だ
し

会
計
年
度
任

用
職
員
及
び

臨
時
的
任
用

職
員
へ
支
給

さ
れ
る
も
の

に
限
る
）、

報
償
費
、
職

員
手
当
等

（
た
だ
し
会

計
年
度
任
用

職
員
及
び
臨

時
的
任
用
職

員
へ
支
給
さ

れ
る
も
の
に

限
る
）、

共

済
費
、
旅

費
、
需
用
費

（
消
耗
品

費
、
食
糧

費
、
印
刷
製

本
費
）、

役

務
費
（
通
信

運
搬
費
、
広

告
料
)
､
委
託

料
､
使
用
料

及
び
賃
借

料
、
備
品
購

入
費
 

  

                                         

使
用
料
及
び

賃
借
料
、
共

済
費
、
扶
助

費
  

②
 
児
童
虐
待
防
止
医
療
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
事

 

 
業
 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額

 

１
都
道
府
県
（
指
定
都
市
）
当
た
り
 

4
,
81
8,
00
0
円
  

※
 
事
業
期
間
が
１
年
に
満
た
な
い
場
合

は
、
4
,
81
8,
00
0
円
×
事
業
実
施
月
数

/
1
2 
 

児
童
虐
待

防
止
医
療
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク

事
業
に
必
要

な
報
酬
、
給

料
（
た
だ
し

会
計
年
度
任

用
職
員
及
び

臨
時
的
任
用

職
員
へ
支
給

さ
れ
る
も
の

に
限
る
）、

報
償
費
、
職

員
手
当
等

（
た
だ
し
会

計
年
度
任
用

職
員
及
び
臨

時
的
任
用
職

員
へ
支
給
さ

れ
る
も
の
に

限
る
）、

共

済
費
、
旅

費
、
需
用
費

（
消
耗
品

費
、
食
糧

費
、
印
刷
製

本
費
）、

役

務
費
（
通
信

運
搬
費
、
広

告
料
)
､
委
託

料
､
使
用
料

及
び
賃
借

料
、
備
品
購

入
費
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４
 
法
的
対
応
機
能
強
化
事
業
 

①
 
委
託
等
に
よ
っ
て
実
施
す
る
場
合

 

弁
護
士
１
人
又
は
事
業
者
１
者
当
た
り

 

1
5
,6
44
,0
00

円
 

 

※
 
常
勤
的
職
員
を
配
置
又
は
常
勤
職
員
の

配
置
に
向
け
た
取
組
を
実
施
し
な
い
場
合

は
、
7
,
82
2,
00
0
円
 

 ②
 
非
常
勤
職
員
を
配
置
す
る
場
合

 

 
弁
護
士
１
人
１
時
間
当
た
り

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
1
0,
0
00

円
 

 ※
 
常
勤
的
職
員
を
配
置
又
は
常
勤
職
員
の

配
置
に
向
け
た
取
組
を
実
施
し
な
い
場
合

は
、
5
,
00
0
円
 

 ※
 
法
的
対
応
事
務
職
員
を
配
置
す
る
場
合

は
、
１
名
当
た
り

3
,5
97
,0
00

円
を
加

算
。
た
だ
し
、
法
的
対
応
事
務
職
員
は
弁

護
士
１
名
に
つ
き
１
名
が
補
助
上
限

 

    

 
 

児
童
虐
待

防
止
対
策
支

援
事
業
に
必

要
な
報
酬
、

給
料
及
び
職

員
手
当
等

（
た
だ
し
会

計
年
度
任
用

職
員
及
び
臨

時
的
任
用
職

員
へ
支
給
さ

れ
る
も
の
に

限
る
）、

旅

費
、
需
用
費

（
消
耗
品

費
、
印
刷
製

本
費
、
会
議

費
）、

備
品

購
入
費
、
役

務
費
（
通
信

運
搬
費
、
保

険
料
)
､
報
償

費
､
委
託
料
､

共
済
費
、
扶

助
費
 

 

５
 
児
童
相
談
所
体
制
整
備
事
業
 

ア
 
児
童
相
談
所
１
か
所
当
た
り
 

①
 
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ズ
・
権
利
擁
護
機
能

強
化
事
業
 

5
1
1,
00
0
円
  

 ②
 
市
町
村
と
の
連
携
強
化
事
業

 

4
,
21
2,
00
0
円
  

・
 
東
日
本
大
震
災
被
災
地
特
別
加
算

 

岩
手
県
、
宮
城
県
、
福
島
県
、
仙
台

市
に
お
い
て
実
施
す
る
場
合
、
次
の

単
価
を
加
算
 

4
,
56
5,
00
0
円
   

 

③
 
２
４
時
間
・
３
６
５
日
体
制
強
化
事

児
童
虐
待

防
止
対
策
支

援
事
業
に
必

要
な
報
酬
、

給
料
及
び
職

員
手
当
等

（
た
だ
し
会

計
年
度
任
用

職
員
及
び
臨

時
的
任
用
職

員
へ
支
給
さ

れ
る
も
の
に

限
る
）、

旅

費
、
需
用
費

（
消
耗
品

                                         

４
 
法
的
対
応
機
能
強
化
事
業
 

①
 
委
託
等
に
よ
っ
て
実
施
す
る
場
合
 

弁
護
士
１
人
又
は
事
業
者
１
者
当
た
り

 

1
5
,6
44
,0
00

円
 

 

※
 
常
勤
的
職
員
を
配
置
又
は
常
勤
職
員
の

配
置
に
向
け
た
取
組
を
実
施
し
な
い
場
合

は
、
7
,
82
2,
00
0
円
 

 ②
 
非
常
勤
職
員
を
配
置
す
る
場
合
 

 
弁
護
士
１
人
１
時
間
当
た
り
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
0,
0
00

円
 

 ※
 
常
勤
的
職
員
を
配
置
又
は
常
勤
職
員
の

配
置
に
向
け
た
取
組
を
実
施
し
な
い
場
合

は
、
5
,
00
0
円
 

 ※
 
法
的
対
応
事
務
職
員
を
配
置
す
る
場
合

は
、
１
名
当
た
り

3
,5
97
,0
00

円
を
加

算
。
た
だ
し
、
法
的
対
応
事
務
職
員
は
弁

護
士
１
名
に
つ
き
１
名
が
補
助
上
限

 

    

 
 

児
童
虐
待

防
止
対
策
支

援
事
業
に
必

要
な
報
酬
、

給
料
及
び
職

員
手
当
等

（
た
だ
し
会

計
年
度
任
用

職
員
及
び
臨

時
的
任
用
職

員
へ
支
給
さ

れ
る
も
の
に

限
る
）、

旅

費
、
需
用
費

（
消
耗
品

費
、
印
刷
製

本
費
、
会
議

費
）、

備
品

購
入
費
、
役

務
費
（
通
信

運
搬
費
、
保

険
料
)
､
報
償

費
､
委
託
料
､

共
済
費
、
扶

助
費
 

 

５
 
児
童
相
談
所
体
制
整
備
事
業
 

ア
 
児
童
相
談
所
１
か
所
当
た
り
 

①
 
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ズ
・
権
利
擁
護
機
能

強
化
事
業
 

5
1
1,
00
0
円
  

 ②
 
市
町
村
と
の
連
携
強
化
事
業
 

4
,
21
2,
00
0
円
  

・
 
東
日
本
大
震
災
被
災
地
特
別
加
算

 

岩
手
県
、
宮
城
県
、
福
島
県
、
仙
台

市
に
お
い
て
実
施
す
る
場
合
、
次
の

単
価
を
加
算
 

4
,
56
5,
00
0
円
   

 

③
 
２
４
時
間
・
３
６
５
日
体
制
強
化
事

児
童
虐
待

防
止
対
策
支

援
事
業
に
必

要
な
報
酬
、

給
料
及
び
職

員
手
当
等

（
た
だ
し
会

計
年
度
任
用

職
員
及
び
臨

時
的
任
用
職

員
へ
支
給
さ

れ
る
も
の
に

限
る
）、

旅

費
、
需
用
費

（
消
耗
品
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業
 

実
施
要
綱
第
３
の
５
の
（
３
）
の
③
ア

に
該
当
す
る
事
業
 

ア
 
時
間
外
受
付
を

2
2
時
ま
で
実
施
し

 

た
場
合
 

5
,
43
1,
00
0
円
  

イ
 
時
間
外
受
付
を

2
2
時
以
降
も
実
施

 

し
た
場
合
 

1
3
,5
78
,0
00

円
  

実
施
要
綱
第
３
の
５
の
（
３
）
の
③
イ

 

に
該
当
す
る
事
業
 

ウ
 
３
６
５
日
体
制
強
化
の
み
実
施
す

 

る
場
合
 

2
,
60
0,
00
0
円
  

エ
 
イ
及
び
ウ
を
実
施
し
た
場
合

 

1
6
,1
78
,0
00

円
  

 
 

④
 
医
療
連
携
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

事
業
 

4
,
43
6,
00
0
円
  

 

イ
 
１
都
道
府
県
（
指
定
都
市
又
は
児
童
相

談
所
設
置
市
）
当
た
り
 

⑤
 
Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
相
談
事
業
 3
9
,8
03
,0
00

円
  

※
 
同
一
機
関
に
お
い
て
Ｄ
Ｖ
相
談

も
併
せ
て
行
う
場
合
の
加
算

 

3
0
,1
03
,0
00

円
  

 
 
 
 
※
 
S
NS

を
活
用
し
た
全
国
一
元
的

な
相
談
支
援
体
制
の
構
築
の
た
め

に
外
部
委
託
等
を
行
う
場
合
の
加

算
 

3
9
,8
03
,0
00

円
   

⑥
 
通
訳
機
能
強
化
事
業
 1
,
05
6,
00
0
円
 

 

６
 
児
童
相
談
所
設
置
促
進
事
業
 

ア
 
１
中
核
市
、
施
行
時
特
例
市
又
は
特
別

区
当
た
り
 

設
置
準
備
対
応
職
員
を
配
置
す
る
場
合

 

費
、
教
材

費
、
印
刷
製

本
費
、
会
議

費
、
光
熱
水

費
）、

改
修

費
、
備
品
購

入
費
、
役
務

費
（
通
信
運

搬
費
、
広
告

料
、
保
険

料
)
､
報
償

費
､
委
託
料
､

使
用
料
及
び

賃
借
料
、
共

済
費
、
扶
助

費
、
負
担
金
 

                                         

業
 

実
施
要
綱
第
３
の
５
の
（
３
）
の
③
ア

に
該
当
す
る
事
業
 

ア
 
時
間
外
受
付
を

2
2
時
ま
で
実
施
し

 

た
場
合
 

5
,
27
0,
00
0
円
  

イ
 
時
間
外
受
付
を

2
2
時
以
降
も
実
施

 

し
た
場
合
 

1
3
,1
78
,0
00

円
  

実
施
要
綱
第
３
の
５
の
（
３
）
の
③
イ

 

に
該
当
す
る
事
業
 

ウ
 
３
６
５
日
体
制
強
化
の
み
実
施
す

 

る
場
合
 

2
,
60
0,
00
0
円
  

エ
 
イ
及
び
ウ
を
実
施
し
た
場
合
 

1
5
,7
78
,0
00

円
  

 
 

④
 
医
療
連
携
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

事
業
 

4
,
43
6,
00
0
円
  

 

イ
 
１
都
道
府
県
（
指
定
都
市
又
は
児
童
相

談
所
設
置
市
）
当
た
り
 

Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
相
談
事
業
 

3
9
,2
41
,0
00

円
  

※
 
同
一
機
関
に
お
い
て
Ｄ
Ｖ
相
談

も
併
せ
て
行
う
場
合
の
加
算

 

2
9
,5
41
,0
00

円
  

 
 
 
 
※
 
S
NS

を
活
用
し
た
全
国
一
元
的

な
相
談
支
援
体
制
の
構
築
の
た
め

に
外
部
委
託
等
を
行
う
場
合
の
加

算
 

3
9
,2
41
,0
00

円
   

（
新
設
）
 

 

 

６
 
児
童
相
談
所
設
置
促
進
事
業
 

ア
 
１
中
核
市
、
施
行
時
特
例
市
又
は
特
別

区
当
た
り
 

設
置
準
備
対
応
職
員
を
配
置
す
る
場
合

 

費
、
教
材

費
、
印
刷
製

本
費
、
会
議

費
、
光
熱
水

費
）、

改
修

費
、
備
品
購

入
費
、
役
務

費
（
通
信
運

搬
費
、
広
告

料
、
保
険

料
)
､
報
償

費
､
委
託
料
､

使
用
料
及
び

賃
借
料
、
共

済
費
、
扶
助

費
、
負
担
金
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2
,
17
2,
00
0
円
  

研
修
等
代
替
職
員
を
配
置
す
る
場
合

 

1
0
,2
59
,0
00

円
  

 イ
 
１
都
道
府
県
（
指
定
都
市
又
は
児
童
相

談
所
設
置
市
）
当
た
り
 

設
置
準
備
対
応
職
員
を
配
置
す
る
場
合

 

2
,
17
2,
00
0
円
 

都
道
府
県
等
代
替
職
員
を
配
置
す
る
場
合

 

6
,
83
9,
00
0
円
 

 ７
 
一
時
保
護
専
用
施
設
改
修
費
支
援
事
業

 

 

１
か
所
当
た
り
 

4
5
,4
00
,0
00

円
  

 
 改

修
期
間
中
に
賃
借
料
が
発
生
す
る
場
合
、

当
該
費
用
（
1
0
,0
00

千
円
を
上
限
）
を
加
算

 

一
時
保
護

専
用
施
設
改

修
費
支
援
事

業
に
必
要
な

改
修
費
、
設

備
整
備
費
、

賃
借
料
及
び

備
品
購
入
費
 

 

８
 
市
町
村
相
談
体
制
整
備
事
業
 

①
 
市
町
村
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ズ
事
業

 

ア
 
中
核
市
、
施
行
時
特
例
市
又
は
特
別

 

区
に
お
い
て
実
施
し
た
場
合
（
児
童
相

 

談
所
設
置
市
で
あ
る
場
合
を
除
く
。
）

 

2
,
60
5,
00
0
円
  

イ
 
ア
に
属
さ
な
い
市
町
村
に
お
い
て
実

 

施
し
た
場
合
 

1
,
30
3,
00
0
円
  

 

②
 
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
機
能
強

 

化
事
業
 

１
市
町
村
当
た
り
 

実
施
要
綱
第
３
の
８
の
（
２
）
の
②
ア

 

に
該
当
す
る
事
業
 

6
8
,0
00

円
  

実
施
要
綱
第
３
の
８
の
（
２
）
の
②
イ

 

に
該
当
す
る
事
業
 

2
,
60
5,
00
0
円
  

 

③
 
市
区
町
村
子
ど
も
家
庭
総
合
支
援
拠
点

 

児
童
虐
待

防
止
対
策
支

援
事
業
に
必

要
な
報
酬
、

給
料
及
び
職

員
手
当
等

（
た
だ
し
会

計
年
度
任
用

職
員
及
び
臨

時
的
任
用
職

員
へ
支
給
さ

れ
る
も
の
に

限
る
）、

旅

費
、
需
用
費

（
消
耗
品

費
、
教
材

費
、
印
刷
製

本
費
、
会
議

費
、
光
熱
水

費
）、

改
修

費
、
備
品
購

                                         

2
,
17
2,
00
0
円
  

研
修
等
代
替
職
員
を
配
置
す
る
場
合
 

1
0
,2
59
,0
00

円
  

 イ
 
１
都
道
府
県
（
指
定
都
市
又
は
児
童
相

談
所
設
置
市
）
当
た
り
 

（
新
設
）
 

 都
道
府
県
等
代
替
職
員
を
配
置
す
る
場
合

 

6
,
83
9,
00
0
円
 

 ７
 
一
時
保
護
専
用
施
設
改
修
費
支
援
事
業

 

 

１
か
所
当
た
り
 

2
1
,9
00
,0
00

円
  

 
 改

修
期
間
中
に
賃
借
料
が
発
生
す
る
場
合
、

当
該
費
用
（
1
0
,0
00

千
円
を
上
限
）
を
加
算

 

一
時
保
護

専
用
施
設
改

修
費
支
援
事

業
に
必
要
な

改
修
費
、
設

備
整
備
費
、

賃
借
料
及
び

備
品
購
入
費
 

 

８
 
市
町
村
相
談
体
制
整
備
事
業
 

①
 
市
町
村
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ズ
事
業
 

ア
 
中
核
市
、
施
行
時
特
例
市
又
は
特
別

 

区
に
お
い
て
実
施
し
た
場
合
（
児
童
相

 

談
所
設
置
市
で
あ
る
場
合
を
除
く
。
）

 

2
,
60
5,
00
0
円
  

イ
 
ア
に
属
さ
な
い
市
町
村
に
お
い
て
実

 

施
し
た
場
合
 

1
,
30
3,
00
0
円
  

 

②
 
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
機
能
強

 

化
事
業
 

１
市
町
村
当
た
り
 

実
施
要
綱
第
３
の
８
の
（
２
）
の
②
ア

に
該
当
す
る
事
業
 

6
8
,0
00

円
  

実
施
要
綱
第
３
の
８
の
（
２
）
の
②
イ

に
該
当
す
る
事
業
 

2
,
60
5,
00
0
円
  

 

③
 
市
区
町
村
子
ど
も
家
庭
総
合
支
援
拠
点

 

児
童
虐
待

防
止
対
策
支

援
事
業
に
必

要
な
報
酬
、

給
料
及
び
職

員
手
当
等

（
た
だ
し
会

計
年
度
任
用

職
員
及
び
臨

時
的
任
用
職

員
へ
支
給
さ

れ
る
も
の
に

限
る
）、

旅

費
、
需
用
費

（
消
耗
品

費
、
教
材

費
、
印
刷
製

本
費
、
会
議

費
、
光
熱
水

費
）、

改
修

費
、
備
品
購
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運
営
事
業
 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額

 

１
支
援
拠
点
当
た
り
 

ア
 
基
本
分
（
直
営
で
行
う
場
合
）

 

（
ア
）
基
礎
単
価
 

小
規
模
Ａ
型
 
 
3
,7
69
,0
00

円
  

小
規
模
Ｂ
型
 
 
9
,6
23
,0
00

円
  

小
規
模
Ｃ
型
 
 
15
,9
80
,0
00

円
  

中
規
模
型
 
 
 
21
,3
50
,0
00

円
  

大
規
模
型
 
 
 
39
,6
19
,0
00

円
  

（
イ
）
最
低
配
置
人
員
を
満
た
す
た
め

の
虐
待
対
応
専
門
員
の
上
乗
せ

配
置
単
価
 

2
,
71
5,
00
0
円
×
配
置
人
数

  

（
ウ
）
最
低
配
置
人
員
を
満
た
し
た
上

で
の
虐
待
対
応
専
門
員
の
上
乗

せ
配
置
単
価
 

2
,
71
5,
00
0
円
 

×
配
置
人
数
（
上
限
５
人
）

 

 

イ
 
基
本
分
（
委
託
し
て
行
う
場
合
）

 

（
ア
）
基
礎
単
価
 

小
規
模
Ａ
型
 
 
9
,1
18
,0
00

円
  

小
規
模
Ｂ
型
 
 
14
,9
72
,0
00

円
  

小
規
模
Ｃ
型
 
 
21
,3
29
,0
00

円
  

中
規
模
型
 
 
 
32
,0
47
,0
00

円
  

大
規
模
型
 
 
 
61
,0
13
,0
00

円
  

（
イ
）
最
低
配
置
人
員
を
満
た
す
た
め

の
虐
待
対
応
専
門
員
の
上
乗
せ

配
置
単
価
 

常
勤
職
員
を
配
置
し
た
場
合

 

5
,
64
6,
00
0
円
×
配
置
人
数

  

非
常
勤
職
員
を
配
置
し
た
場
合

 

2
,
71
5,
00
0
円
×
配
置
人
数

  

（
ウ
）
最
低
配
置
人
員
を
満
た
し
た
上

で
の
虐
待
対
応
専
門
員
の
上
乗

せ
配
置
単
価
（
上
限
５
人
）

 

常
勤
職
員
を
配
置
し
た
場
合

 

5
,
64
6,
00
0
円
×
配
置
人
数

  

非
常
勤
職
員
を
配
置
し
た
場
合

 

2
,
71
5,
00
0
円
×
配
置
人
数

  

入
費
、
役
務

費
（
通
信
運

搬
費
、
広
告

料
、
保
険

料
)
､
報
償

費
､
委
託
料
､

使
用
料
及
び

賃
借
料
、
共

済
費
、
扶
助

費
、
負
担
金
 

                                         

運
営
事
業
 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額
 

１
支
援
拠
点
当
た
り
 

ア
 
基
本
分
（
直
営
で
行
う
場
合
）

 

（
ア
）
基
礎
単
価
 

小
規
模
Ａ
型
 
 
3
,7
69
,0
00

円
  

小
規
模
Ｂ
型
 
 
9
,6
23
,0
00

円
  

小
規
模
Ｃ
型
 
 
15
,9
80
,0
00

円
  

中
規
模
型
 
 
 
21
,3
50
,0
00

円
  

大
規
模
型
 
 
 
39
,6
19
,0
00

円
  

（
イ
）
最
低
配
置
人
員
を
満
た
す
た
め

の
虐
待
対
応
専
門
員
の
上
乗
せ

配
置
単
価
 

2
,
71
5,
00
0
円
×
配
置
人
数

  

（
ウ
）
最
低
配
置
人
員
を
満
た
し
た
上

で
の
虐
待
対
応
専
門
員
の
上
乗

せ
配
置
単
価
 

2
,
71
5,
00
0
円
 

×
配
置
人
数
（
上
限
５
人
）

 

 

イ
 
基
本
分
（
委
託
し
て
行
う
場
合
）

 

（
ア
）
基
礎
単
価
 

小
規
模
Ａ
型
 
 
9
,1
18
,0
00

円
  

小
規
模
Ｂ
型
 
 
14
,9
72
,0
00

円
  

小
規
模
Ｃ
型
 
 
21
,3
29
,0
00

円
  

中
規
模
型
 
 
 
32
,0
47
,0
00

円
  

大
規
模
型
 
 
 
61
,0
13
,0
00

円
  

（
イ
）
最
低
配
置
人
員
を
満
た
す
た
め

の
虐
待
対
応
専
門
員
の
上
乗
せ

配
置
単
価
 

常
勤
職
員
を
配
置
し
た
場
合

 

5
,
64
6,
00
0
円
×
配
置
人
数

  

非
常
勤
職
員
を
配
置
し
た
場
合

 

2
,
71
5,
00
0
円
×
配
置
人
数

  

（
ウ
）
最
低
配
置
人
員
を
満
た
し
た
上

で
の
虐
待
対
応
専
門
員
の
上
乗

せ
配
置
単
価
（
上
限
５
人
）

 

常
勤
職
員
を
配
置
し
た
場
合

 

5
,
64
6,
00
0
円
×
配
置
人
数

  

非
常
勤
職
員
を
配
置
し
た
場
合

 

2
,
71
5,
00
0
円
×
配
置
人
数

  

入
費
、
役
務

費
（
通
信
運

搬
費
、
広
告

料
、
保
険

料
)
､
報
償

費
､
委
託
料
､

使
用
料
及
び

賃
借
料
、
共

済
費
、
扶
助

費
、
負
担
金
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 ウ
 
夜
間
・
土
日
開
所
加
算
 

ア
又
は
イ
に
よ
る
基
準
額
×

（（
１
週
間
当
た
り
の
開
所
時
間

数
－
4
0
）
÷
40
）
 

 

エ
 
開
設
準
備
経
費
 

１
支
援
拠
点
当
た
り
 7
,
67
8,
00
0
円
   

オ
 
弁
護
士
・
医
師
等
配
置
加
算

 

１
支
援
拠
点
当
た
り
 

3
6
0,
00
0
円
  

 カ
 
地
域
活
動
等
推
進
加
算
 

研
修
・
広
報
啓
発
費
用
 

１
支
援
拠
点
当
た
り
 8
7
2,
00
0
円
  

見
守
り
活
動
等
推
進
費
用
 

１
支
援
拠
点
当
た
り
 

1
3
,0
00
,0
00

円
  

通
訳
業
務
費
用
 

１
支
援
拠
点
当
た
り
 

1
,
56
0,
00
0
円
  

 ④
 
市
区
町
村
子
ど
も
家
庭
総
合
支
援
拠
点

 

機
能
強
化
事
業
 

ア
 
基
本
分
（
１
か
所
当
た
り
）

 

5
6
4,
00
0
円
  

 

イ
 
加
算
分
（
宿
泊
を
伴
わ
な
い
場
合
）

 

延
べ
利
用
児
童
数
×

5
,
50
0
円
  

 

ウ
 
加
算
分
（
宿
泊
を
伴
う
場
合
）

 

延
べ
利
用
日
数
×

1
3
,9
80

円
  
 

⑤
 
ヤ
ン
グ
ケ
ア
ラ
ー
支
援
事
業
 

１
市
町
村
あ
た
り
 
1
,
86
0,
00
0
円
 

 ９
 
未
就
園
児
等
全
戸
訪
問
・
ア
ウ
ト
リ
ー
チ

 

支
援
事
業
 

                                         

 ウ
 
夜
間
・
土
日
開
所
加
算
 

ア
又
は
イ
に
よ
る
基
準
額
×

（（
１
週
間
当
た
り
の
開
所
時
間

数
－
4
0
）
÷
40
）
 

 

エ
 
開
設
準
備
経
費
 

１
支
援
拠
点
当
た
り
 7
,
67
8,
00
0
円
   

オ
 
弁
護
士
・
医
師
等
配
置
加
算

 

１
支
援
拠
点
当
た
り
 

3
6
0,
00
0
円
  

 カ
 
地
域
活
動
等
推
進
加
算
 

研
修
・
広
報
啓
発
費
用
 

１
支
援
拠
点
当
た
り
 8
7
2,
00
0
円
  

見
守
り
活
動
等
推
進
費
用
 

１
支
援
拠
点
当
た
り
 

1
3
,0
00
,0
00

円
  

通
訳
業
務
費
用
 

１
支
援
拠
点
当
た
り
 

1
,
56
0,
00
0
円
  

 

９
 
市
区
町
村
子
ど
も
家
庭
総
合
支
援
拠
点
機

 

能
強
化
事
業
 

①
 
基
本
分
（
１
か
所
当
た
り
）
 

5
6
4,
00
0
円
  

 ②
 
加
算
分
（
宿
泊
を
伴
わ
な
い
場
合
）

 

延
べ
利
用
児
童
数
×
5
,
50
0
円
  

 ③
 
加
算
分
（
宿
泊
を
伴
う
場
合
）
 

延
べ
利
用
日
数
×
1
3
,9
80

円
  

 

（
新
設
）
 

  1
0
 
未
就
園
児
等
全
戸
訪
問
事
業
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①
 
訪
問
支
援
 

ア
 
訪
問
費
用
 

訪
問
１
回
あ
た
り
×

6
,
00
0
円
  

 イ
 
事
務
職
員
雇
上
費
（
日
額
）
 

１
市
町
村
当
た
り
 

事
務
職
員
数
×
日
額

 
7
,
44
0
円
  

 

②
 
申
請
手
続
等
支
援
 

ア
 
訪
問
支
援
等
に
係
る
費
用

 

１
回
あ
た
り
×
6
,
00
0
円
 

 イ
 
事
務
職
員
雇
上
費
（
日
額
）
 

１
市
町
村
当
た
り
 

事
務
職
員
数
×
日
額
 
7
,
44
0
円
 

 

③
 
訪
問
を
民
間
団
体
に
委
託
す
る
際
に
運

 

営
に
必
要
と
な
る
事
務
費
 

１
市
町
村
当
た
り
 
年
額
 
5
6
4,
00
0
円
 

 1
0
 
子
育
て
支
援
訪
問
事
業
 

１
人
当
た
り

 
8
,
00
0
円
  

 1
1
 
一
時
保
護
機
能
強
化
事
業
 

児
童
相
談
所
１
か
所
当
た
り
 

①
 
学
習
指
導
協
力
員
以
外
の
者
 

ア
 
基
本
分
 

2
,
72
5,
00
0
円
 

×
実
施
事
業
数
（
配
置
協
力
員
種
別
数
）

 

イ
 
加
算
分
 

1
,
38
4,
00
0
円
 

 

 
 
 
※
 
加
算
分
は
、
一
時
保
護
委
託
付
添
協

力
員
を
配
置
す
る
場
合
で
、
一
時
保
護

所
等
か
ら
原
籍
校
に
通
学
す
る
際
に
付

添
を
行
う
場
合
に
適
用
す
る
も
の
と
す

る
。
 

 

②
 
学
習
指
導
協
力
員
（
実
施
要
綱
第
３
の

８
の
（
２
）
の
①
学
習
指
導
協
力
員
）

 

ア
 
基
本
分
 

                                         

 

①
 
訪
問
費
用
 

訪
問
１
回
あ
た
り
×
6
,
00
0
円
  

 ②
 
事
務
職
員
雇
上
費
（
日
額
）
 

１
市
町
村
当
た
り
 

事
務
職
員
数
×
日
額
 
7
,
22
0
円
  

 

（
新
設
）
 

      

 ③
 
訪
問
を
民
間
団
体
に
委
託
す
る
際
に
運

 

営
に
必
要
と
な
る
事
務
費
 

１
市
町
村
当
た
り
 
年
額
 
5
6
4,
00
0
円
  

 1
1
 
子
育
て
支
援
訪
問
事
業
 

１
人
当
た
り
 
8
,
00
0
円
  

 1
2
 
一
時
保
護
機
能
強
化
事
業
 

児
童
相
談
所
１
か
所
当
た
り
 

①
 
学
習
指
導
協
力
員
以
外
の
者
 

ア
 
基
本
分
 

2
,
72
5,
00
0
円
 

×
実
施
事
業
数
（
配
置
協
力
員
種
別
数
）

 

イ
 
加
算
分
 

1
,
38
4,
00
0
円
 

 

 
 
 
※
 
加
算
分
は
、
一
時
保
護
委
託
付
添
協

力
員
を
配
置
す
る
場
合
で
、
一
時
保
護

所
等
か
ら
原
籍
校
に
通
学
す
る
際
に
付

添
を
行
う
場
合
に
適
用
す
る
も
の
と
す

る
。
 

 

②
 
学
習
指
導
協
力
員
（
実
施
要
綱
第
３
の

８
の
（
２
）
の
①
学
習
指
導
協
力
員
）

 

ア
 
基
本
分
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2
,
72
5,
00
0
円
×
配
置
人
数

  

イ
 
加
算
分
 

1
,
42
9,
00
0
円
  

※
 
学
習
指
導
協
力
員
の
配
置
人
数
は
３

名
を
上
限
す
る
。
 

※
 
加
算
分
は
、
学
習
支
援
そ
の
他
学
習

面
全
般
の
調
整
を
行
う
こ
と
が
で
き
る

体
制
を
整
え
た
場
合
に
適
用
す
る
も
の

と
し
、
配
置
人
数
の
う
ち
１
名
を
上
限

と
し
て
、
基
本
分
の
基
準
額
に
上
乗
せ

し
て
、
基
準
額
を
算
定
す
る
。

 

 1
2
 
官
･
民
連
携
強
化
事
業
（
複
数
実
施
可
能
）

 

１
都
道
府
県
（
指
定
都
市
又
は
児
童
相
談
所

設
置
市
）
当
た
り
 

①
 
民
間
団
体
委
託
推
進
事
業

 

3
,
20
2,
00
0
円
  

 ②
 
民
間
団
体
活
動
推
進
事
業

 

1
,
14
0,
00
0
円
  

 ③
 
民
間
団
体
育
成
事
業
 

1
,
25
3,
00
0
円
  

 ④
 
指
導
委
託
促
進
事
業
 

１
件
当
た
り
 
 
 
 
月
額
 

8
2,
49
0
円
  

 1
3
 
評
価
・
検
証
委
員
会
設
置
促
進
事
業

 

１
都
道
府
県
及
び
１
市
町
村
当
た
り

 

9
3
4,
00
0
円
  

  
 
※
 
民
間
評
価
者
に
第
三
者
評
価
を
依
頼

す
る
場
合
加
算
 

9
3
4,
00
0
円
 

 1
4
 
未
成
年
後
見
人
支
援
事
業
 

①
 
未
成
年
後
見
人
の
報
酬
補
助
事
業

 

１
人
あ
た
り
 

年
額

2
40
,0
00

円
（
月
額

2
0,
00
0
円
）
 
 

 ②
 
未
成
年
後
見
人
が
加
入
す
る
損
害
賠
償

 

                                         

2
,
72
5,
00
0
円
×
配
置
人
数

  

イ
 
加
算
分
 

1
,
42
9,
00
0
円
  

※
 
学
習
指
導
協
力
員
の
配
置
人
数
は
３

名
を
上
限
す
る
。
 

※
 
加
算
分
は
、
学
習
支
援
そ
の
他
学
習

面
全
般
の
調
整
を
行
う
こ
と
が
で
き
る

体
制
を
整
え
た
場
合
に
適
用
す
る
も
の

と
し
、
配
置
人
数
の
う
ち
１
名
を
上
限

と
し
て
、
基
本
分
の
基
準
額
に
上
乗
せ

し
て
、
基
準
額
を
算
定
す
る
。
 

 1
3
 
官
･
民
連
携
強
化
事
業
（
複
数
実
施
可
能
）

 

１
都
道
府
県
（
指
定
都
市
又
は
児
童
相
談
所

設
置
市
）
当
た
り
 

①
 
民
間
団
体
委
託
推
進
事
業
 

3
,
20
2,
00
0
円
  

 ②
 
民
間
団
体
活
動
推
進
事
業
 

1
,
14
0,
00
0
円
  

 ③
 
民
間
団
体
育
成
事
業
 

1
,
25
3,
00
0
円
  
 

④
 
指
導
委
託
促
進
事
業
 

１
件
当
た
り
 
 
 
 
月
額
 
8
2,
49
0
円
  

 1
4
 
評
価
・
検
証
委
員
会
設
置
促
進
事
業
 

１
都
道
府
県
及
び
１
市
町
村
当
た
り
 

9
3
4,
00
0
円
  

  
 
※
 
民
間
評
価
者
に
第
三
者
評
価
を
依
頼

す
る
場
合
加
算
 

9
3
4,
00
0
円
 

 1
5
 
未
成
年
後
見
人
支
援
事
業
 

①
 
未
成
年
後
見
人
の
報
酬
補
助
事
業

 

１
人
あ
た
り
 

年
額

2
40
,0
00

円
（
月
額

2
0,
00
0
円
）

 
 

 ②
 
未
成
年
後
見
人
が
加
入
す
る
損
害
賠
償
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保
険
料
補
助
事
業
 

ア
 
未
成
年
後
見
人
の
賠
償
責
任
保
険

 

１
人
あ
た
り
年
額

5
,2
10

円
  

イ
 
被
後
見
人
の
傷
害
保
険

 

１
人
あ
た
り
年
額

7
,6
80

円
  

 1
5
 
児
童
の
安
全
確
認
等
の
た
め
の
体
制
強
化

事
業
 

１
児
童
相
談
所
当
た
り
（
警
察

O
B
を
配
置

し
、
警
察
と
の
連
携
強
化
を
図
る
取
組
を
行

う
場
合
）
 

2
5
,2
00
,0
00

円
  

※
 
警
察
Ｏ
Ｂ
を
配
置
し
、
警
察
と
の
連

携
強
化
を
図
る
取
組
を
行
わ
な
い
場
合

は
、
2
0
,0
12
,0
00

円
 

※
 
遠
方
の
施
設
へ
の
入
所
措
置
等
の
際

の
移
送
等
に
係
る
非
常
勤
職
員
を
雇
う

場
合
の
加
算
 

１
都
道
府
県
（
指
定
都
市
又
は
児
童

相
談
所
設
置
市
）
当
た
り

 

5
,
04
0,
00
0
円
 

１
市
町
村
当
た
り
 

1
5
,1
20
,0
00

円
  

 1
6
 
子
ど
も
の
権
利
擁
護
体
制
強
化
事
業

 

 

１
都
道
府
県
及
び
１
市
町
村
当
た
り

 

1
0
,0
00
,0
00

円
   

子
ど
も
の

権
利
擁
護
に

係
る
実
証
モ

デ
ル
事
業
に

必
要
な
報

酬
、
給
料
及

び
職
員
手
当

等
（
た
だ
し

会
計
年
度
任

用
職
員
及
び

臨
時
的
任
用

職
員
へ
支
給

さ
れ
る
も
の

に
限
る
）、

旅
費
、
需
用

費
（
消
耗
品

費
、
教
材

９
/
1
0 

                                         

保
険
料
補
助
事
業
 

ア
 
未
成
年
後
見
人
の
賠
償
責
任
保
険

 

１
人
あ
た
り
年
額

5
,2
10

円
  

イ
 
被
後
見
人
の
傷
害
保
険
 

１
人
あ
た
り
年
額

7
,6
80

円
  

 1
6
 
児
童
の
安
全
確
認
等
の
た
め
の
体
制
強
化

事
業
 

１
児
童
相
談
所
当
た
り
（
警
察

O
B
を
配
置

し
、
警
察
と
の
連
携
強
化
を
図
る
取
組
を
行

う
場
合
）
 

2
5
,0
15
,0
00

円
  

※
 
警
察
Ｏ
Ｂ
を
配
置
し
、
警
察
と
の
連

携
強
化
を
図
る
取
組
を
行
わ
な
い
場
合

は
、
2
0
,0
12
,0
00

円
 

      

１
市
町
村
当
た
り
 

1
5
,0
09
,0
00

円
  

 1
7
 
子
ど
も
の
権
利
擁
護
に
係
る
実
証
モ
デ
ル

 

事
業
 

１
都
道
府
県
（
指
定
都
市
又
は
児
童
相
談

所
設
置
市
）
当
た
り
 

1
0
,0
00
,0
00

円
   

子
ど
も
の

権
利
擁
護
に

係
る
実
証
モ

デ
ル
事
業
に

必
要
な
報

酬
、
給
料
及

び
職
員
手
当

等
（
た
だ
し

会
計
年
度
任

用
職
員
及
び

臨
時
的
任
用

職
員
へ
支
給

さ
れ
る
も
の

に
限
る
）、

旅
費
、
需
用

費
（
消
耗
品

費
、
教
材

定
額
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費
、
印
刷
製

本
費
、
会
議

費
、
光
熱
水

費
）、

備
品

購
入
費
、
役

務
費
（
通
信

運
搬
費
、
広

告
料
、
保
険

料
)
､
報
償

費
､
委
託
料
､

使
用
料
及
び

賃
借
料
、
共

済
費
 

 

 
1
7
 
児
童
虐
待
防
止
等
の
た
め
の
広
報
啓
発
等

 

事
業
 

１
都
道
府
県
（
指
定
都
市
又
は
児
童
相
談
所

設
置
市
）
当
た
り
 

1
3
,4
82
,0
00

円
  

 1
8
 
児
童
福
祉
司
等
専
門
職
採
用
活
動
支
援
事

 

 
業
 

１
都
道
府
県
及
び
市
（
指
定
都
市
、
児
童
相

談
所
設
置
市
及
び
児
童
相
談
所
を
設
置
す
る

計
画
を
有
す
る
市
（
特
別
区
、
一
部
事
務
組

合
を
含
む
。）

に
限
る
。）

当
た
り

 

4
,
18
2,
00
0
円
  

※
 
児
童
福
祉
司
以
外
の
専
門
職
採
用
活

動
を
行
う
場
合
は
、
3
,
52
8,
00
0
円
を
加

算
 

 1
9
 
児
童
福
祉
司
任
用
資
格
取
得
支
援
事
業

 

１
人
当
た
り
 

1
3
0,
00
0
円
  

 2
0
 
被
害
事
実
確
認
面
接
支
援
事
業
 

１
都
道
府
県
（
指
定
都
市
又
は
児
童
相
談

 

所
設
置
市
）
当
た
り
 

2
,
10
2,
00
0
円
 

児
童
虐
待

防
止
対
策
支

援
事
業
に
必

要
な
報
酬
、

給
料
及
び
職

員
手
当
等

（
た
だ
し
会

計
年
度
任
用

職
員
及
び
臨

時
的
任
用
職

員
へ
支
給
さ

れ
る
も
の
に

限
る
）、

旅

費
、
需
用
費

（
消
耗
品

費
、
教
材

費
、
印
刷
製

本
費
、
会
議

費
、
光
熱
水

費
）、

改
修

費
、
備
品
購

入
費
、
役
務

費
（
通
信
運

搬
費
、
広
告

料
、
保
険

料
)
､
報
償

費
､
委
託
料
､

１
／
２
 

                                         

費
、
印
刷
製

本
費
、
会
議

費
、
光
熱
水

費
）、

備
品

購
入
費
、
役

務
費
（
通
信

運
搬
費
、
広

告
料
、
保
険

料
)
､
報
償

費
､
委
託
料
､

使
用
料
及
び

賃
借
料
、
共

済
費
 

 

 
1
8
 
児
童
虐
待
防
止
等
の
た
め
の
広
報
啓
発
等

 

事
業
 

１
都
道
府
県
（
指
定
都
市
又
は
児
童
相
談
所

設
置
市
）
当
た
り
 

1
3
,4
82
,0
00

円
  

 1
9
 
児
童
福
祉
司
等
専
門
職
採
用
活
動
支
援
事

 

 
業
 

１
都
道
府
県
及
び
市
（
指
定
都
市
、
児
童
相

談
所
設
置
市
及
び
児
童
相
談
所
を
設
置
す
る

計
画
を
有
す
る
市
（
特
別
区
、
一
部
事
務
組

合
を
含
む
。）

に
限
る
。）

当
た
り

 

4
,
18
2,
00
0
円
  

※
 
児
童
福
祉
司
以
外
の
専
門
職
採
用
活

動
を
行
う
場
合
は
、
3
,
52
8,
00
0
円
を
加

算
 

 2
0
 
児
童
福
祉
司
任
用
資
格
取
得
支
援
事
業

 

１
人
当
た
り
 
1
3
0,
00
0
円
  

 （
新
設
）
 

児
童
虐
待

防
止
対
策
支

援
事
業
に
必

要
な
報
酬
、

給
料
及
び
職

員
手
当
等

（
た
だ
し
会

計
年
度
任
用

職
員
及
び
臨

時
的
任
用
職

員
へ
支
給
さ

れ
る
も
の
に

限
る
）、

旅

費
、
需
用
費

（
消
耗
品

費
、
教
材

費
、
印
刷
製

本
費
、
会
議

費
、
光
熱
水

費
）、

改
修

費
、
備
品
購

入
費
、
役
務

費
（
通
信
運

搬
費
、
広
告

料
、
保
険

料
)
､
報
償

費
､
委
託
料
､

１
／
２
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使
用
料
及
び

賃
借
料
、
共

済
費
、
扶
助

費
、
負
担
金
 

 

2
1 

支
援
対

象
児
童

等
見
守

り
強
化

事
業
 
 １

 
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
型
／
居
場
所
型

 

１
か
所
当
た
り
 
9
,
86
6,
00
0
円
 

 

支
援
対
象

児
童
等
見
守

り
強
化
事
業

に
必
要
な
報

酬
、
給
料
、

職
員
手
当

等
、
賃
金
、

報
償
費
、
共

済
費
、
旅

費
、
需
用

費
、
役
務

費
、
委
託

料
、
改
修

費
、
設
備
整

備
費
、
備
品

購
入
費
及
び

賃
借
料
等
 

 

２
／
３
 

２
 
ク
ー
ポ
ン
・
バ
ウ
チ
ャ
ー
等
活
用
型

 

ア
 
基
本
分
（
事
務
費
）
 

 
１
市
町
村
当
た
り
 
5
,
68
7
千
円
 

 イ
 
加
算
分
（
事
業
費
）
 

児
童
１
人
当
た
り
 
 

5
0
,0
00

円
(
※
) 

 ※
 
基
準
額
に
つ
い
て
、
家
庭
の
所
得

状
況
や
児
童
の
年
齢
を
勘
案
し
、
市

区
町
村
の
長
が
必
要
と
認
め
る
場
合

は
、
管
内
の
基
準
額
の
総
和
の
範
囲

内
で
児
童
ご
と
の
基
準
額
を
調
整
す

る
こ
と
が
で
き
る
。
 

 

1
0
／
10
 

 
2
2 

虐
待
・

思
春
期

問
題
情

報
研
修

セ
ン
タ

ー
事
業
 明

石
市
分
（
直
接
補
助
）
 

厚
生
労
働
大
臣
が
必
要
と
認
め
た
額

 

虐
待
・
思

春
期
問
題
情

報
研
修
セ
ン

タ
ー
事
業
に

必
要
な
給

料
、
職
員
手

当
等
、
共
済

費
、
旅
費
 

 

定
額
 

 
社
会
福
祉
法
人
横
浜
博
萌
会
（
間
接
補

助
）
 

①
 
研
修
セ
ン
タ
ー
事
業
費
 

2
1
3,
87
0,
00
0
円
  

②
 
情
報
共
有
シ
ス
テ
ム
構
築
事
業
費

 

6
5
1,
17
8,
00
0
円
  

 

虐
待
・
思

春
期
問
題
情

報
研
修
セ
ン

タ
ー
事
業
に

必
要
な
報

酬
、
給
料
、

職
員
手
当

                                        

使
用
料
及
び

賃
借
料
、
共

済
費
、
扶
助

費
、
負
担
金
 

 

2
1 

支
援
対

象
児
童

等
見
守

り
強
化

事
業
 
 １

 
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
型
／
居
場
所
型

 

１
か
所
当
た
り
 
9
,
72
9,
00
0
円
 

 

支
援
対
象

児
童
等
見
守

り
強
化
事
業

に
必
要
な
報

酬
、
給
料
、

職
員
手
当

等
、
賃
金
、

報
償
費
、
共

済
費
、
旅

費
、
需
用

費
、
役
務

費
、
委
託

料
、
改
修

費
、
設
備
整

備
費
、
備
品

購
入
費
及
び

賃
借
料
等
 

 

２
／
３
 

２
 
ク
ー
ポ
ン
・
バ
ウ
チ
ャ
ー
等
活
用
型

 

ア
 
基
本
分
（
事
務
費
）
 

 
１
市
町
村
当
た
り
 
5
,
68
7
千
円

 

 イ
 
加
算
分
（
事
業
費
）
 

児
童
１
人
当
た
り
 
 

5
0
,0
00

円
(
※
) 

 ※
 
基
準
額
に
つ
い
て
、
家
庭
の
所
得

状
況
や
児
童
の
年
齢
を
勘
案
し
、
市

区
町
村
の
長
が
必
要
と
認
め
る
場
合

は
、
管
内
の
基
準
額
の
総
和
の
範
囲

内
で
児
童
ご
と
の
基
準
額
を
調
整
す

る
こ
と
が
で
き
る
。
 

 

1
0
／
10
 

 
2
2 

虐
待
・

思
春
期

問
題
情

報
研
修

セ
ン
タ

ー
事
業
 明

石
市
分
（
直
接
補
助
）
 

厚
生
労
働
大
臣
が
必
要
と
認
め
た
額

 

虐
待
・
思

春
期
問
題
情

報
研
修
セ
ン

タ
ー
事
業
に

必
要
な
給

料
、
職
員
手

当
等
、
共
済

費
、
旅
費
 

 

定
額
 

 
社
会
福
祉
法
人
横
浜
博
萌
会
（
間
接
補

助
）
 

①
 
研
修
セ
ン
タ
ー
事
業
費
 

2
1
3,
51
0,
00
0
円
  

②
 
情
報
共
有
シ
ス
テ
ム
構
築
事
業
費

 

3
5
9,
34
6,
00
0
円
  

 

虐
待
・
思

春
期
問
題
情

報
研
修
セ
ン

タ
ー
事
業
に

必
要
な
報

酬
、
給
料
、

職
員
手
当
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公
益
財
団
法
人
こ
ど
も
財
団
（
間
接
補

助
）
 

厚
生
労
働
大
臣
が
必
要
と
認
め
た
額

 

       

等
、
共
済

費
、
報
償

費
、
旅
費
、

需
用
費
、
役

務
費
、
委
託

料
、
使
用
料

及
び
賃
借

料
、
備
品
購

入
費
 

 

ひ
き
こ

も
り
等

児
童
福

祉
対
策

事
業
 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額

 

１
 
ふ
れ
あ
い
心
の
友
訪
問
援
助
・
保
護
者
交

流
事
業
 

１
都
道
府
県
（
指
定
都
市
又
は
児
童
相
談
所

設
置
市
）
当
た
り
 

3
8
6,
88
0
円
 

 
 

（
ふ
れ
あ
い
心
の
友
訪
問
援
助
事
業
を
実
施

す
る
場
合
）
 

①
メ
ン
タ
ル
フ
レ
ン
ド
活
動
費
 

訪
問
１
日
当
た
り

 
3
,
72
0
円
  

②
事
業
実
施
前
研
修
会
費
 

1
6
5,
00
0
円
  

③
活
動
検
討
会
 １
回
当
た
り
 

3
0
,1

80
円
   

２
 
ひ
き
こ
も
り
等
児
童
宿
泊
等
指
導
事
業

 

①
宿
泊
指
導
 

児
童
１
人
当
た
り
日
額

 
3
,
70
0
円
 
 

②
通
所
指
導
 

児
童
１
人
当
た
り
日
額

 
1
,
79
0
円
 
 

 

３
 
ひ
き
こ
も
り
等
児
童
福
祉
教
育
連
絡
会
議

 

 
費
 

１
回
当
た
り
 

1
2
,5
00

円
  

 

ひ
き
こ
も

り
等
児
童
福

祉
対
策
事
業

に
必
要
な
報

酬
、
給
料
及

び
職
員
手
当

等
（
た
だ
し

会
計
年
度
任

用
職
員
及
び

臨
時
的
任
用

職
員
へ
支
給

さ
れ
る
も
の

に
限
る
）、

報
償
費
、
旅

費
、
需
用
費

（
消
耗
品

費
、
印
刷
製

本
費
、
燃
料

費
､
光
熱
水

費
）、

役
務

費
(
通
信
運

搬
費
)
、
委

託
料
、
備
品

購
入
費
、
扶

助
費
､
使
用

料
及
び
賃
借

料
、
補
助
金
 

 た
だ
し
、

「
ひ
き
こ
も

り
等
児
童
福

１
／
２
 

                                         

公
益
財
団
法
人
こ
ど
も
財
団
（
間
接
補

助
）
 

厚
生
労
働
大
臣
が
必
要
と
認
め
た
額

 

       

等
、
共
済

費
、
報
償

費
、
旅
費
、

需
用
費
、
役

務
費
、
委
託

料
、
使
用
料

及
び
賃
借

料
、
備
品
購

入
費
 

 

ひ
き
こ

も
り
等

児
童
福

祉
対
策

事
業

 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額
 

１
 
ふ
れ
あ
い
心
の
友
訪
問
援
助
・
保
護
者
交

流
事
業
 

１
都
道
府
県
（
指
定
都
市
又
は
児
童
相
談
所

 

設
置
市
）
当
た
り
 

3
7
5,
44
0
円
 

 
 

（
ふ
れ
あ
い
心
の
友
訪
問
援
助
事
業
を
実
施

す
る
場
合
）
 

①
メ
ン
タ
ル
フ
レ
ン
ド
活
動
費
 

訪
問
１
日
当
た
り
 
3
,
61
0
円
  

②
事
業
実
施
前
研
修
会
費
 

1
6
5,
00
0
円
  

③
活
動
検
討
会
 １
回
当
た
り
 
3
0
,1

80
円
   

２
 
ひ
き
こ
も
り
等
児
童
宿
泊
等
指
導
事
業

 

①
宿
泊
指
導
 

児
童
１
人
当
た
り
日
額
 
3
,
61
0
円
 
 

②
通
所
指
導
 

児
童
１
人
当
た
り
日
額
 
1
,
75
0
円
 

 

３
 
ひ
き
こ
も
り
等
児
童
福
祉
教
育
連
絡
会
議

 

 
費
 

１
回
当
た
り
 
1
2
,5
00

円
  

 

ひ
き
こ
も

り
等
児
童
福

祉
対
策
事
業

に
必
要
な
報

酬
、
給
料
及

び
職
員
手
当

等
（
た
だ
し

会
計
年
度
任

用
職
員
及
び

臨
時
的
任
用

職
員
へ
支
給

さ
れ
る
も
の

に
限
る
）、

報
償
費
、
旅

費
、
需
用
費

（
消
耗
品

費
、
印
刷
製

本
費
、
燃
料

費
､
光
熱
水

費
）、

役
務

費
(
通
信
運

搬
費
)
、
委

託
料
、
備
品

購
入
費
、
扶

助
費
､
使
用

料
及
び
賃
借

料
、
補
助
金
 

 た
だ
し
、

「
ひ
き
こ
も

り
等
児
童
福

１
／
２
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祉
対
策
事
業

の
実
施
に
つ

い
て
」（

平

成
1
7
年

3

月
2
8
日
雇

児
発
第

0
3
28
00
6
号

厚
生
労
働
省

雇
用
均
等
・

児
童
家
庭
局

長
通
知
）
に

定
め
る
保
護

者
の
負
担
相

当
額
を
除

く
。
 

 

児
童
家

庭
支
援

セ
ン
タ

ー
運
営

等
事
業
 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額

 

１
 
児
童
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
事
業

 

①
運
営
費
 

ア
及
び
イ
の
合
計
額
 

ア
 
事
務
費
 

１
か
所
当
た
り
 

心
理
療
法
等
を
担
当
す
る
職
員
が
常

勤
の
場
合
 年

間
 
1
1
,7
22
,0
00

円
  

心
理
療
法
等
を
担
当
す
る
職
員
が
非

常
勤
の
場
合
 

年
間
 
 
7
,8
33
,0
00

円
  

 （
年
度
途
中
の
開
始
、
又
は
中
止
等

の
場
合
）
 

心
理
療
法
等
を
担
当
す
る
職
員
が
常

勤
の
場
合
 

月
額
 

9
7
7,
00
0
円
  

心
理
療
法
等
を
担
当
す
る
職
員
が
非

常
勤
の
場
合
 

月
額
 

6
5
3,
00
0
円
  

 
（
１
月
未
満
の
場
合
は
１
月
と
す
る
）

 

 

法
的
問
題
対
応
加
算
 

年
間
 

3
6
0,
00
0
円
  

児
童
家
庭

支
援
セ
ン
タ

ー
運
営
事
業

に
必
要
な
給

料
及
び
職
員

手
当
等
（
た

だ
し
会
計
年

度
任
用
職
員

及
び
臨
時
的

任
用
職
員
へ

支
給
さ
れ
る

も
の
に
限

る
）、

共
済

費
、
旅
費
、

需
用
費
（
食

糧
費
、
印
刷

製
本
費
、
消

耗
品
費
）、

役
務
費
、
報

償
費
、
報

酬
、
委
託

料
、
改
修

費
、
使
用
料

及
び
賃
借

料
、
備
品
購

１
／
２
 

                                         

祉
対
策
事
業

の
実
施
に
つ

い
て
」（

平

成
1
7
年

3

月
2
8
日
雇

児
発
第

0
3
28
00
6
号

厚
生
労
働
省

雇
用
均
等
・

児
童
家
庭
局

長
通
知
）
に

定
め
る
保
護

者
の
負
担
相

当
額
を
除

く
。
 

 

児
童
家

庭
支
援

セ
ン
タ

ー
運
営

等
事
業

 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額
 

１
 
児
童
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
事
業
 

①
運
営
費
 

ア
及
び
イ
の
合
計
額
 

ア
 
事
務
費
 

１
か
所
当
た
り
 

心
理
療
法
等
を
担
当
す
る
職
員
が
常

勤
の
場
合
 年

間
 
1
1
,7
80
,0
00

円
  

心
理
療
法
等
を
担
当
す
る
職
員
が
非

常
勤
の
場
合
 

年
間
 
 
7
,8
46
,0
00

円
  

 （
年
度
途
中
の
開
始
、
又
は
中
止
等

の
場
合
）
 

心
理
療
法
等
を
担
当
す
る
職
員
が
常

勤
の
場
合
 

月
額
 
9
8
2,
00
0
円
  

心
理
療
法
等
を
担
当
す
る
職
員
が
非

常
勤
の
場
合
 

月
額
 
6
5
4,
00
0
円
  

 
（
１
月
未
満
の
場
合
は
１
月
と
す
る
）

 

 

法
的
問
題
対
応
加
算
 

年
間
 
3
6
0,
00
0
円
  

児
童
家
庭

支
援
セ
ン
タ

ー
運
営
事
業

に
必
要
な
給

料
及
び
職
員

手
当
等
（
た

だ
し
会
計
年

度
任
用
職
員

及
び
臨
時
的

任
用
職
員
へ

支
給
さ
れ
る

も
の
に
限

る
）、

共
済

費
、
旅
費
、

需
用
費
（
食

糧
費
、
印
刷

製
本
費
、
消

耗
品
費
）、

役
務
費
、
報

償
費
、
報

酬
、
委
託

料
、
改
修

費
、
使
用
料

及
び
賃
借

料
、
備
品
購

１
／
２
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ス
ー
パ
ー
バ
イ
ズ
加
算

 

年
間
 

5
4
7,

00
0
円
 

 
 

イ
 
事
業
費
 

１
か
所
当
た
り
 

次
の
表
の
該
当
す
る
件
数
区
分
に
定

め
る
額
 

※
 
件
数
区
分
の
算
定
は
、
前
年
度

に
お
け
る
地
域
・
家
庭
（
里
親
家

庭
を
含
む
。）

か
ら
の
電
話
相

談
、
来
所
相
談
、
訪
問
相
談
、
通

所
指
導
、
派
遣
相
談
、
心
理
療
法

及
び
メ
ー
ル
・
手
紙
そ
の
他
に
よ

る
相
談
件
数
並
び
に
関
係
機
関
と

の
連
絡
・
調
整
、
市
町
村
か
ら
の

求
め
に
応
じ
た
回
数
を
合
算
し
た

数
と
す
る
。（

訪
問
相
談
件
数

は
、
実
際
の
相
談
件
数
に
２
を
乗

じ
て
得
た
数
と
す
る
。）

 

前
年
度
途
中
に
開
所
し
た
場
合

は
、
前
年
度
の
件
数
を
開
所
し
た

月
以
降
の
月
数
で
除
し
た
数
に

1
2
を
乗
じ
て
得
た
数
の
区
分
と

す
る
。
 

年
度
途
中
の
開
始
の
場
合
に

は
、
開
始
さ
れ
た
セ
ン
タ
ー
の
所

在
す
る
地
域
に
お
け
る
ニ
ー
ズ
等

を
踏
ま
え
、
都
道
府
県
（
指
定
都

市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
を
含

む
。）

が
区
分
を
設
定
す
る
も
の

と
す
る
。
 

 

件
数
区
分
 

基
準
額

 

 
 
 
50

件
～
 
5
99

件
 

3
5
2,
80
0
円
 

 
 
6
00

件
～
 
8
99

件
 

9
3
7,
55
0
円
 

 
 
9
00

件
～
1
,3
99

件
 

1
,
85
1,
30
0
円
 

 
1
,4
00

件
～
1
,8
99

件
 

2
,
79
2,
00
0
円
 

 
1
,9
00

件
～
2
,3
99

件
 

3
,
52
7,
00
0
円
 

 
2
,4
00

件
～
2
,8
99

件
 

4
,
26
2,
00
0
円
 

入
費
、
補
助

金
                                        

                                         

 

（
新
設
）
 

  

イ
 
事
業
費
 

１
か
所
当
た
り
 

次
の
表
の
該
当
す
る
件
数
区
分
に
定

め
る
額
 

※
 
件
数
区
分
の
算
定
は
、
前
年
度

に
お
け
る
地
域
・
家
庭
（
里
親
家

庭
を
含
む
。）

か
ら
の
電
話
相

談
、
来
所
相
談
、
訪
問
相
談
、
通

所
指
導
、
派
遣
相
談
、
心
理
療
法

及
び
メ
ー
ル
・
手
紙
そ
の
他
に
よ

る
相
談
件
数
並
び
に
関
係
機
関
と

の
連
絡
・
調
整
、
市
町
村
か
ら
の

求
め
に
応
じ
た
回
数
を
合
算
し
た

数
と
す
る
。（

訪
問
相
談
件
数

は
、
実
際
の
相
談
件
数
に
２
を
乗

じ
て
得
た
数
と
す
る
。）

 

前
年
度
途
中
に
開
所
し
た
場
合

は
、
前
年
度
の
件
数
を
開
所
し
た

月
以
降
の
月
数
で
除
し
た
数
に

1
2
を
乗
じ
て
得
た
数
の
区
分
と

す
る
。
 

年
度
途
中
の
開
始
の
場
合
に

は
、
開
始
さ
れ
た
セ
ン
タ
ー
の
所

在
す
る
地
域
に
お
け
る
ニ
ー
ズ
等

を
踏
ま
え
、
都
道
府
県
（
指
定
都

市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
を
含

む
。）

が
区
分
を
設
定
す
る
も
の

と
す
る
。
 

 

件
数
区
分
 

基
準
額
 

 
 
 
50

件
～
 
5
99

件
 

3
5
2,
80
0
円
 

 
 
6
00

件
～
 
8
99

件
 

9
3
7,
55
0
円
 

 
 
9
00

件
～
1
,3
99

件
 

1
,
85
1,
30
0
円
 

 
1
,4
00

件
～
1
,8
99

件
 

2
,
79
2,
00
0
円
 

 
1
,9
00

件
～
2
,3
99

件
 

3
,
52
7,
00
0
円
 

 
2
,4
00

件
～
2
,8
99

件
 

4
,
26
2,
00
0
円
 

入
費
、
補
助

金
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2
,9
00

件
～
3
,3
99

件
 

4
,
99
7,
00
0
円
 

 
3
,4
00

件
～
3
,8
99

件
 

5
,
73
2,
00
0
円
 

 
3
,9
00

件
～
4
,3
99

件
 

6
,
46
7,
00
0
円
 

 
4
,4
00

件
以
上
  

6
,
61
5,
00
0
円
 

 

②
 
初
度
調
弁
費
 

１
か
所
当
た
り
 

4
0
0,
00
0
円
  

  

２
 
児
童
養
護
施
設
退
所
児
童
等
の
社
会
復
帰

 

支
援
事
業
 １

か
所
当
た
り
 
1
,
06
9,
00
0
円
  

                            

 

        

児
童
養
護

施
設
退
所
児

童
等
の
社
会

復
帰
支
援
事

業
に
必
要
な

報
酬
、
給
料

及
び
職
員
手

当
等
（
た
だ

し
会
計
年
度

任
用
職
員
及

び
臨
時
的
任

用
職
員
（
臨

時
の
職
に
関

す
る
場
合
に

限
る
。
以
下

同
じ
。）

へ

支
給
さ
れ
る

も
の
に
限

る
）、

共
済

費
、
報
償

費
、
旅
費
、

需
用
費
（
消

耗
品
費
、
印

刷
製
本
費
、

食
料
費
、
光

熱
水
費
）、

役
務
費
（
通

信
運
搬

費
）、

委
託

料
、
使
用
料

及
び
賃
借

                                        

 
2
,9
00

件
～
3
,3
99

件
 

4
,
99
7,
00
0
円
 

 
3
,4
00

件
～
3
,8
99

件
 

5
,
73
2,
00
0
円
 

 
3
,9
00

件
～
4
,3
99

件
 

6
,
46
7,
00
0
円
 

 
4
,4
00

件
以
上
  

6
,
61
5,
00
0
円
 

 

②
 
初
度
調
弁
費
 

１
か
所
当
た
り
 
4
0
0,
00
0
円
  

  

２
 
児
童
養
護
施
設
退
所
児
童
等
の
社
会
復
帰

 

支
援
事
業
 １

か
所
当
た
り
 
1
,
06
9,
00
0
円
  

                            

 

        

児
童
養
護

施
設
退
所
児

童
等
の
社
会

復
帰
支
援
事

業
に
必
要
な

報
酬
、
給
料

及
び
職
員
手

当
等
（
た
だ

し
会
計
年
度

任
用
職
員
及

び
臨
時
的
任

用
職
員
（
臨

時
の
職
に
関

す
る
場
合
に

限
る
。
以
下

同
じ
。）

へ

支
給
さ
れ
る

も
の
に
限

る
）、

共
済

費
、
報
償

費
、
旅
費
、

需
用
費
（
消

耗
品
費
、
印

刷
製
本
費
、

食
料
費
、
光

熱
水
費
）、

役
務
費
（
通

信
運
搬

費
）、

委
託

料
、
使
用
料

及
び
賃
借
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３
 
指
導
委
託
促
進
等
事
業
 

１
件
当
た
り
 
月
額
 

1
0
7,
00
0
円
 
 

 

料
、
備
品
購

入
費
、
補
助

金
 

 

指
導
委
託

促
進
事
業
に

必
要
な
報

酬
、
給
料
及

び
職
員
手
当

等
（
た
だ
し

会
計
年
度
任

用
職
員
及
び

臨
時
的
任
用

職
員
（
臨
時

の
職
に
関
す

る
場
合
に
限

る
。
以
下
同

じ
。）

へ
支

給
さ
れ
る
も

の
に
限

る
）、

共
済

費
、
報
償

費
、
旅
費
、

需
用
費
（
消

耗
品
費
、
印

刷
製
本
費
、

食
料
費
、
光

熱
水
費
）、

役
務
費
（
通

信
運
搬

費
）、

委
託

料
、
使
用
料

及
び
賃
借

料
、
備
品
購

入
費
、
補
助

金
  

基
幹
的

職
員
研

修
事
業
 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額

 

１
都
道
府
県
（
指
定
都
市
、
児
童
相
談
所
設
置

市
）
当
た
り
 

4
9
0,
00
0
円
 
 

基
幹
的
職

員
研
修
事
業

に
必
要
な
報

酬
、
給
料
及

１
／
２
 

                                         

    

３
 
指
導
委
託
促
進
等
事
業
 

１
件
当
た
り
 
月
額
 
1
0
7,
00
0
円
 
 

 

料
、
備
品
購

入
費
、
補
助

金
 

 

指
導
委
託

促
進
事
業
に

必
要
な
報

酬
、
給
料
及

び
職
員
手
当

等
（
た
だ
し

会
計
年
度
任

用
職
員
及
び

臨
時
的
任
用

職
員
（
臨
時

の
職
に
関
す

る
場
合
に
限

る
。
以
下
同

じ
。）

へ
支

給
さ
れ
る
も

の
に
限

る
）、

共
済

費
、
報
償

費
、
旅
費
、

需
用
費
（
消

耗
品
費
、
印

刷
製
本
費
、

食
料
費
、
光

熱
水
費
）、

役
務
費
（
通

信
運
搬

費
）、

委
託

料
、
使
用
料

及
び
賃
借

料
、
備
品
購

入
費
、
補
助

金
  

基
幹
的

職
員
研

修
事
業

 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額
 

１
都
道
府
県
（
指
定
都
市
、
児
童
相
談
所
設
置

市
）
当
た
り
 

4
8
9,
00
0
円
  

基
幹
的
職

員
研
修
事
業

に
必
要
な
報

酬
、
給
料
及

１
／
２
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び
職
員
手
当

等
（
た
だ
し

会
計
年
度
任

用
職
員
及
び

臨
時
的
任
用

職
員
へ
支
給

さ
れ
る
も
の

に
限
る
）、

報
償
費
、
旅

費
、
需
用
費

（
消
耗
品

費
、
印
刷
製

本
費
）、

役

務
費
（
通
信

運
搬
費
）、

使
用
料
及
び

賃
借
料
、
備

品
購
入
費
、

委
託
料
、
補

助
金
 

 

児
童
養

護
施
設

等
の
職

員
の
資

質
向
上

の
た
め

の
研
修

等
事
業
 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額

 

１
 
児
童
養
護
施
設
等
の
職
員
の
資
質
向
上
の

た
め
の
研
修
事
業
 

（
１
）
短
期
研
修
（
送
り
出
し
施
設
）
 

①
宿
泊
あ
り
 

１
人
当
た
り
 
 

1
3
3,
00
0
円
  

②
宿
泊
な
し
 

１
人
当
た
り
 
 
 

7
3,
00
0
円
  

 （
２
）
長
期
研
修
 

①
送
り
出
し
施
設
 

１
人
当
た
り
 
1
,
05
3,

00
0
円
  

②
受
入
施
設
 

１
人
当
た
り
 
 
 
21
6,

00
0
円
  

 （
３
）
調
整
機
関
事
務
費
加
算
 2
,
99
2,

00
0
円
  

 （
４
）
小
規
模
か
つ
地
域
分
散
化
、
高
機
能
化

及
び
多
機
能
化
・
機
能
転
換
等
に
向
け

児
童
養
護

施
設
等
の
職

員
の
資
質
向

上
の
た
め
の

研
修
事
業
に

必
要
な
給
料

及
び
職
員
手

当
等
（
た
だ

し
会
計
年
度

任
用
職
員
及

び
臨
時
的
任

用
職
員
へ
支

給
さ
れ
る
も

の
に
限

る
）、

賃
金

（
代
替
職
員

雇
上
げ
経
費

等
）、

報
償

費
、
旅
費
、

需
用
費
（
消

１
／
２
 

                                         

 
 

 

び
職
員
手
当

等
（
た
だ
し

会
計
年
度
任

用
職
員
及
び

臨
時
的
任
用

職
員
へ
支
給

さ
れ
る
も
の

に
限
る
）、

報
償
費
、
旅

費
、
需
用
費

（
消
耗
品

費
、
印
刷
製

本
費
）、

役

務
費
（
通
信

運
搬
費
）、

使
用
料
及
び

賃
借
料
、
備

品
購
入
費
、

委
託
料
、
補

助
金
 

 

児
童
養

護
施
設

等
の
職

員
の
資

質
向
上

の
た
め

の
研
修

等
事
業

 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額
 

１
 
児
童
養
護
施
設
等
の
職
員
の
資
質
向
上
の

た
め
の
研
修
事
業
 

（
１
）
短
期
研
修
（
送
り
出
し
施
設
）
 

①
宿
泊
あ
り
 

１
人
当
た
り
 
 
1
3
3,
00
0
円
  

②
宿
泊
な
し
 

１
人
当
た
り
 
 
 
7
3,
00
0
円
  

 （
２
）
長
期
研
修
 

①
送
り
出
し
施
設
 

１
人
当
た
り
 
1
,
05
2,

00
0
円
  

②
受
入
施
設
 

１
人
当
た
り
 
 
 
21
6,

00
0
円
  

 （
３
）
調
整
機
関
事
務
費
加
算
 2
,
99
2,

00
0
円
  

 （
４
）
小
規
模
か
つ
地
域
分
散
化
、
高
機
能
化

及
び
多
機
能
化
・
機
能
転
換
等
に
向
け

児
童
養
護

施
設
等
の
職

員
の
資
質
向

上
の
た
め
の

研
修
事
業
に

必
要
な
給
料

及
び
職
員
手

当
等
（
た
だ

し
会
計
年
度

任
用
職
員
及

び
臨
時
的
任

用
職
員
へ
支

給
さ
れ
る
も

の
に
限

る
）、

賃
金

（
代
替
職
員

雇
上
げ
経
費

等
）、

報
償

費
、
旅
費
、

需
用
費
（
消

１
／
２
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た
研
修
 

１
施
設
種
別
当
た
り
 
2
,
58
7,
00
0
円
  

 ２
 
児
童
養
護
施
設
等
の
職
員
人
材
確
保
事
業

 

（
１
）
学
生
（
実
習
生
）
へ
の
指
導

 

実
習
１
回
当
た
り
 

8
6
,2
00

円
  

 （
２
）
学
生
（
実
習
生
）
の
就
職
促
進
 

１
日
当
た
り

 
3
,
76
0
円
  

 

耗
品
費
、
印

刷
製
本

費
）、

役
務

費
（
通
信
運

搬
費
、
広
告

料
）、

使
用

料
及
び
賃
借

料
、
委
託

料
、
備
品
購

入
費
、
補
助

金
 

 

児
童
養

護
施
設

等
の
生

活
向
上

の
た
め

の
環
境

改
善
事

業
（
新

型
コ
ロ

ナ
ウ
イ

ル
ス
の

感
染
拡

大
防
止

対
策
を

図
る
事

業
を
除

く
）
 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額

 

１
 
児
童
養
護
施
設
等
の
環
境
改
善
事
業
（
児

童
養
護
施
設
等
の
生
活
向
上
の
た
め
の
環

境
改
善
実
施
事
業
実
施
要
綱
（
以
下
、
本

種
目
に
お
い
て
「
実
施
要
綱
」
と
い
う
。）

第
３
の
１
に
定
め
る
事
業
）
 

（
１
）
入
所
児
童
等
の
生
活
環
境
改
善
事
業

 

①
 
児
童
養
護
施
設
、
児
童
自
立
支
援
施

設
、
母
子
生
活
支
援
施
設
、
乳
児
院
、

児
童
心
理
治
療
施
設
、
婦
人
保
護
施

設
、
婦
人
相
談
所
、
婦
人
相
談
所
の
一

時
保
護
所
、
自
立
援
助
ホ
ー
ム
又
は
フ

ァ
ミ
リ
ー
ホ
ー
ム
に
か
か
る
事
業
分

 

１
か
所
当
た
り
 
8
,
00
0,
00
0
円
  

②
 
里
親
、
児
童
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
又

は
母
子
家
庭
等
就
業
・
自
立
支
援
セ
ン

タ
ー
に
か
か
る
事
業
分
 

１
か
所
当
た
り
 
1
,
00
0,
00
0
円
  

 （
２
）
フ
ァ
ミ
リ
ー
ホ
ー
ム
等
開
設
支
援
事
業

 

１
か
所
当
た
り
 
8
,
00
0,
00
0
円
  

※
 
フ
ァ
ミ
リ
ー
ホ
ー
ム
、
地
域
小
規
模

児
童
養
護
施
設
及
び
分
園
型
小
規
模
グ

ル
ー
プ
ケ
ア
の
開
設
に
当
た
り
、
改
修

期
間
中
に
賃
借
料
が
発
生
す
る
場
合
、

当
該
費
用
（
1
0
,0
00

千
円
を
上
限
）

を
加
算
 

 （
３
）
児
童
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
開
設
支
援
事

 

児
童
養
護

施
設
等
の
生

活
向
上
の
た

め
の
環
境
改

善
事
業
に
必

要
な
改
修

費
、
設
備
整

備
費
、
備
品

購
入
費
及
び

賃
借
料
 

１
／
２
 

又
は
 

２
／
３
 

(
注
１
) 

                                         

た
研
修
 

１
施
設
種
別
当
た
り
 
2
,
54
3,
00
0
円
  

 ２
 
児
童
養
護
施
設
等
の
職
員
人
材
確
保
事
業

 

（
１
）
学
生
（
実
習
生
）
へ
の
指
導
 

実
習
１
回
当
た
り
 
8
6
,2
00

円
  

 （
２
）
学
生
（
実
習
生
）
の
就
職
促
進
 

１
日
当
た
り
 
3
,
76
0
円
  

 

耗
品
費
、
印

刷
製
本

費
）、

役
務

費
（
通
信
運

搬
費
、
広
告

料
）、

使
用

料
及
び
賃
借

料
、
委
託

料
、
備
品
購

入
費
、
補
助

金
 

 

児
童
養

護
施
設

等
の
生

活
向
上

の
た
め

の
環
境

改
善
事

業
（
新

型
コ
ロ

ナ
ウ
イ

ル
ス
の

感
染
拡

大
防
止

対
策
を

図
る
事

業
を
除

く
）

 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額
 

１
 
児
童
養
護
施
設
等
の
環
境
改
善
事
業
（
児

童
養
護
施
設
等
の
生
活
向
上
の
た
め
の
環

境
改
善
実
施
事
業
実
施
要
綱
（
以
下
、
本

種
目
に
お
い
て
「
実
施
要
綱
」
と
い
う
。）

第
３
の
１
に
定
め
る
事
業
）
 

（
１
）
入
所
児
童
等
の
生
活
環
境
改
善
事
業

 

①
 
児
童
養
護
施
設
、
児
童
自
立
支
援
施

設
、
母
子
生
活
支
援
施
設
、
乳
児
院
、

児
童
心
理
治
療
施
設
、
婦
人
保
護
施

設
、
婦
人
相
談
所
、
婦
人
相
談
所
の
一

時
保
護
所
、
自
立
援
助
ホ
ー
ム
又
は
フ

ァ
ミ
リ
ー
ホ
ー
ム
に
か
か
る
事
業
分

 

１
か
所
当
た
り
 
8
,
00
0,
00
0
円
  

②
 
里
親
、
児
童
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
又

は
母
子
家
庭
等
就
業
・
自
立
支
援
セ
ン

タ
ー
に
か
か
る
事
業
分
 

１
か
所
当
た
り
 
1
,
00
0,
00
0
円
  

 （
２
）
フ
ァ
ミ
リ
ー
ホ
ー
ム
等
開
設
支
援
事
業

 

１
か
所
当
た
り
 
8
,
00
0,
00
0
円
  

※
 
フ
ァ
ミ
リ
ー
ホ
ー
ム
、
地
域
小
規
模

児
童
養
護
施
設
及
び
分
園
型
小
規
模
グ

ル
ー
プ
ケ
ア
の
開
設
に
当
た
り
、
改
修

期
間
中
に
賃
借
料
が
発
生
す
る
場
合
、

当
該
費
用
（
1
0
,0
00

千
円
を
上
限
）

を
加
算
 

 （
３
）
児
童
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
開
設
支
援
事

 

児
童
養
護

施
設
等
の
生

活
向
上
の
た

め
の
環
境
改

善
事
業
に
必

要
な
改
修

費
、
設
備
整

備
費
、
備
品

購
入
費
及
び

賃
借
料
 

１
／
２
 

又
は
 

２
／
３
 

(
注
１
) 

市
及
び

福
祉
事

務
所
を

設
置
す

る
町
村

が
行
う

事
業
に

対
し
て

都
道
府

県
が
補

助
す
る

場
合
 

２
／
３
 

 

 

市
及
び

福
祉
事

務
所
を

設
置
す

る
町
村

が
行
う

事
業
に

対
し
て

都
道
府

県
が
補

助
す
る

場
合
 

２
／
３
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業
 

１
か
所
当
た
り
 
3
,
00
0,
00
0
円
  

 （
４
）
耐
震
物
件
へ
の
移
転
支
援
事
業
 

①
 
児
童
養
護
施
設
、
児
童
自
立
支
援
施

設
、
母
子
生
活
支
援
施
設
、
乳
児
院
、

児
童
心
理
治
療
施
設
、
婦
人
保
護
施

設
、
婦
人
相
談
所
、
婦
人
相
談
所
の
一

時
保
護
所
、
自
立
援
助
ホ
ー
ム
又
は
フ

ァ
ミ
リ
ー
ホ
ー
ム
に
か
か
る
事
業
分

 

１
か
所
当
た
り
 
8
,
00
0,
00
0
円
  

②
里
親
、
児
童
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
又
は

母
子
家
庭
等
就
業
・
自
立
支
援
セ
ン
タ

ー
に
か
か
る
事
業
分
 

１
か
所
当
た
り
 
1
,
00
0,
00
0
円
  

 ２
 
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
の
環
境
改
善
事
業

（
実
施
要
綱
第
３
の
２
に
定
め
る
事
業
）

 

１
か
所
当
た
り
 
8
,
00
0,
00
0
円
  

 ３
 
児
童
相
談
所
及
び
一
時
保
護
所
の
環
境
改

善
事
業
（
実
施
要
綱
第
３
の
３
に
定
め
る

事
業
）
 １

か
所
当
た
り
 
8
,
00
0,
00
0
円
  

 

就
学
者

自
立
生

活
援
助

事
業
 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額

 

１
 
一
般
生
活
費
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 
1
1
,4
10

円
 
 

 ２
 
特
別
育
成
費
 

自
立
援
助
ホ
ー
ム
の
入
所
者
（
2
0
歳
到
達

後
か
ら
原
則

2
2
歳
の
年
度
末
ま
で
の
間
の

者
）
で
あ
っ
て
、
高
等
学
校
に
在
学
し
て

い
る
者
及
び
高
等
学
校
第
１
学
年
に
入
学

す
る
者
 

（
１
）
基
本
額
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 
2
4
,4
20

円
 
 

 （
２
）
資
格
取
得
等
特
別
加
算
 

１
人
当
た
り
 

5
7
,6
10

円
  

 

就
学
者
自

立
生
活
援
助

事
業
に
必
要

な
報
酬
、
給

料
及
び
職
員

手
当
等
（
た

だ
し
会
計
年

度
任
用
職
員

及
び
臨
時
的

任
用
職
員
へ

支
給
さ
れ
る

も
の
に
限

る
）、

需
用

費
（
消
耗
品

費
、
教
材

費
、
印
刷
製

１
／
２
 

 

                                         

業
 

１
か
所
当
た
り
 
3
,
00
0,
00
0
円
  

 （
４
）
耐
震
物
件
へ
の
移
転
支
援
事
業
 

①
 
児
童
養
護
施
設
、
児
童
自
立
支
援
施

設
、
母
子
生
活
支
援
施
設
、
乳
児
院
、

児
童
心
理
治
療
施
設
、
婦
人
保
護
施

設
、
婦
人
相
談
所
、
婦
人
相
談
所
の
一

時
保
護
所
、
自
立
援
助
ホ
ー
ム
又
は
フ

ァ
ミ
リ
ー
ホ
ー
ム
に
か
か
る
事
業
分

 

１
か
所
当
た
り
 
8
,
00
0,
00
0
円
  

②
里
親
、
児
童
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
又
は

母
子
家
庭
等
就
業
・
自
立
支
援
セ
ン
タ

ー
に
か
か
る
事
業
分
 

１
か
所
当
た
り
 
1
,
00
0,
00
0
円
  

 ２
 
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
の
環
境
改
善
事
業

（
実
施
要
綱
第
３
の
２
に
定
め
る
事
業
）

 

１
か
所
当
た
り
 
8
,
00
0,
00
0
円
  

 ３
 
児
童
相
談
所
及
び
一
時
保
護
所
の
環
境
改

善
事
業
（
実
施
要
綱
第
３
の
３
に
定
め
る

事
業
）
 １

か
所
当
た
り
 
8
,
00
0,
00
0
円
  

 

就
学
者

自
立
生

活
援
助

事
業

 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額
 

１
 
一
般
生
活
費
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 
1
1
,3
60

円
 
 

 ２
 
特
別
育
成
費
 

自
立
援
助
ホ
ー
ム
の
入
所
者
（
2
0
歳
到
達

後
か
ら
原
則

2
2
歳
の
年
度
末
ま
で
の
間
の

者
）
で
あ
っ
て
、
高
等
学
校
に
在
学
し
て

い
る
者
及
び
高
等
学
校
第
１
学
年
に
入
学

す
る
者
 

（
１
）
基
本
額
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 
2
4
,4
20

円
 
 

 （
２
）
資
格
取
得
等
特
別
加
算
 

１
人
当
た
り
 
5
7
,6
10

円
  

 

就
学
者
自

立
生
活
援
助

事
業
に
必
要

な
報
酬
、
給

料
及
び
職
員

手
当
等
（
た

だ
し
会
計
年

度
任
用
職
員

及
び
臨
時
的

任
用
職
員
へ

支
給
さ
れ
る

も
の
に
限

る
）、

需
用

費
（
消
耗
品

費
、
教
材

費
、
印
刷
製

１
／
２
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（
３
）
補
習
費
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 
2
0
,0
00

円
 
 

 （
４
）
補
習
費
特
別
分
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 
2
5
,0
00

円
 
 

 ３
 
児
童
用
採
暖
費
 

児
童
用
採
暖
費
保
護
単
価
表
（
１
人
当
た

り
 
月
額
）
 

※
 
1
0
月
分
か
ら
翌
年
３
月
分
に
限
る

 

旧
５
級
地
 

1
,
21
0
円
 

旧
４
級
地
 

1
,
02
0
円
 

旧
３
級
地
 

6
30

円
 

旧
２
級
地
 

4
00

円
 

そ
の
他
の
地
域
 

2
00

円
 

（
注
）
こ
の
表
の
「
旧
５
級
地
か
ら
旧
２

級
地
」
ま
で
の
級
地
区
分
は
一
般
職

の
職
員
の
給
与
に
関
す
る
法
律
等
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成

1
6

年
法
律
第

1
36

号
）
の
施
行
（
平
成

1
6
年

10
月

28
日
）
前
の
国
家
公

務
員
の
寒
冷
地
手
当
に
関
す
る
法
律

第
1
条
に
定
め
る
地
域
と
し
、「

そ

の
他
の
地
域
」
は
旧
５
級
地
か
ら
旧

２
級
地
ま
で
の
地
域
以
外
の
地
域
と

す
る
こ
と
。
 

 ４
 
就
職
支
度
費
 

自
立
援
助
ホ
ー
ム
の
入
所
者
（
2
0
歳
到
達

後
か
ら
原
則

2
2
歳
の
年
度
末
ま
で
の
間
の

就
学
者
）
で
あ
っ
て
、
就
職
す
る
こ
と
と

な
っ
た
者
 

（
１
）
一
般
分
 

１
人
当
た
り
 
 

8
2,
76
0
円
  

 （
２
）
特
別
基
準
分
 

１
人
当
た
り
 

1
9
8,
53
0
円
  

 ５
 
大
学
進
学
等
自
立
生
活
支
度
費

 

自
立
援
助
ホ
ー
ム
の
入
所
者
（
2
0
歳
到
達

本
費
、
会
議

費
、
光
熱
水

費
）、

備
品

購
入
費
、
役

務
費
（
通
信

運
搬
費
、
広

告
料
、
保
険

料
）、

報
償

費
、
委
託

料
、
使
用
料

及
び
賃
借

料
、
共
済

費
、
扶
助

費
、
補
助
金
 

                                        

（
３
）
補
習
費
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 
2
0
,0
00

円
 
 

 （
４
）
補
習
費
特
別
分
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 
2
5
,0
00

円
 
 

 ３
 
児
童
用
採
暖
費
 

児
童
用
採
暖
費
保
護
単
価
表
（
１
人
当
た

り
 
月
額
）
 

※
 
1
0
月
分
か
ら
翌
年
３
月
分
に
限
る

 

旧
５
級
地
 

1
,
21
0
円
 

旧
４
級
地
 

1
,
02
0
円
 

旧
３
級
地
 

6
30

円
 

旧
２
級
地
 

4
00

円
 

そ
の
他
の
地
域
 

2
00

円
 

（
注
）
こ
の
表
の
「
旧
５
級
地
か
ら
旧
２

級
地
」
ま
で
の
級
地
区
分
は
一
般
職

の
職
員
の
給
与
に
関
す
る
法
律
等
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成

1
6

年
法
律
第

1
36

号
）
の
施
行
（
平
成

1
6
年

10
月

28
日
）
前
の
国
家
公

務
員
の
寒
冷
地
手
当
に
関
す
る
法
律

第
1
条
に
定
め
る
地
域
と
し
、「

そ

の
他
の
地
域
」
は
旧
５
級
地
か
ら
旧

２
級
地
ま
で
の
地
域
以
外
の
地
域
と

す
る
こ
と
。
 

 ４
 
就
職
支
度
費
 

自
立
援
助
ホ
ー
ム
の
入
所
者
（
2
0
歳
到
達

後
か
ら
原
則

2
2
歳
の
年
度
末
ま
で
の
間
の

就
学
者
）
で
あ
っ
て
、
就
職
す
る
こ
と
と

な
っ
た
者
 

（
１
）
一
般
分
 

１
人
当
た
り
 
 
8
2,
76
0
円
  

 （
２
）
特
別
基
準
分
 

１
人
当
た
り
 
1
9
8,
53
0
円
  

 ５
 
大
学
進
学
等
自
立
生
活
支
度
費
 

自
立
援
助
ホ
ー
ム
の
入
所
者
（
2
0
歳
到
達

本
費
、
会
議

費
、
光
熱
水

費
）、

備
品

購
入
費
、
役

務
費
（
通
信

運
搬
費
、
広

告
料
、
保
険

料
）、

報
償

費
、
委
託

料
、
使
用
料

及
び
賃
借

料
、
共
済

費
、
扶
助

費
、
補
助
金
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後
か
ら
原
則

2
2
歳
の
年
度
末
ま
で
の
間
の

就
学
者
）
で
あ
っ
て
、
大
学
等
へ
進
学
す

る
こ
と
と
な
っ
た
者
 

（
１
）
一
般
分
 

１
人
当
た
り
 
 

8
2,
76
0
円
  

（
２
）
特
別
基
準
分
 

１
人
当
た
り
 

1
9
8,
53
0
円
  

 

社
会
的

養
護
自

立
支
援

事
業
等
 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額

 

１
 
社
会
的
養
護
自
立
支
援
事
業
 

（
１
）
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
配
置

 

１
自
治
体
当
た
り
 
6
,
17
6,

00
0
円
 
 

※
 
２
名
以
上
配
置
す
る
場
合
、
児
童
相

談
所
の
設
置
か
所
数
（
配
置
人
数
を
超

え
る
場
合
は
配
置
人
数
）
を
乗
じ
て
得

た
額
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

※
 
配
置
期
間
が

1
年
に
満
た
な
い
場
合

は
、
6
,
17
6,

00
0
円
×
配
置
月
数

/1
2
  

 補
助
員
配
置
加
算
 
2
,
06
6,
00
0
円
 

※
 
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
対
応
件

数
が

2
0
件
以
上
の
場
合
に
限
る
。
 

 （
２
）
居
住
費
支
援
 

①
 
就
学
・
就
労
を
し
て
い
な
い
者
、
大
学

等
に
就
学
し
て
い
る
者
（「

自
立
援
助
ホ

ー
ム
で
居
住
」
を
除
く
）、

就
労
し
て
い

る
者
 

ア
 
里
親
宅
で
居
住
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 
 

9
0,
00
0
円
 
 

イ
 
フ
ァ
ミ
リ
ー
ホ
ー
ム
で
居
住

 

１
人
当
た
り
 
月
額
 

1
8
3,
00
0
円
 
 

ウ
 
自
立
援
助
ホ
ー
ム
で
居
住
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 

2
5
1,
00
0
円
 
 

エ
 
児
童
養
護
施
設
で
居
住

 

１
人
当
た
り
 
月
額
 

3
9
7,
00
0
円
 
 

オ
 
児
童
心
理
治
療
施
設
で
居
住

 

１
人
当
た
り
 
月
額
 

5
0
4,
00
0
円
 
 

カ
 
児
童
自
立
支
援
施
設
で
居
住

 

１
人
当
た
り
 
月
額
 

4
8
2,
00
0
円
 
 

キ
 
母
子
生
活
支
援
施
設
 

社
会
的
養

護
自
立
支
援

事
業
に
必
要

な
報
酬
、
給

料
及
び
職
員

手
当
等
（
た

だ
し
会
計
年

度
任
用
職
員

及
び
臨
時
的

任
用
職
員
へ

支
給
さ
れ
る

も
の
に
限

る
）、

旅

費
、
需
用
費

（
消
耗
品
、

教
材
費
、
印

刷
製
本
費
、

会
議
費
、
光

熱
水
費
）、

備
品
購
入

費
、
役
務
費

（
通
信
運
搬

費
、
広
告

料
、
保
険

料
）、

報
償

費
、
委
託

料
、
使
用
料

及
び
賃
借

料
、
共
済

費
、
扶
助

費
、
補
助
金
 

  

１
／
２
 

                                

                                         

後
か
ら
原
則

2
2
歳
の
年
度
末
ま
で
の
間
の

就
学
者
）
で
あ
っ
て
、
大
学
等
へ
進
学
す

る
こ
と
と
な
っ
た
者
 

（
１
）
一
般
分
 

１
人
当
た
り
 
 
8
2,
76
0
円
  

（
２
）
特
別
基
準
分
 

１
人
当
た
り
 
1
9
8,
53
0
円
  

 

社
会
的

養
護
自

立
支
援

事
業
等

 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額
 

１
 
社
会
的
養
護
自
立
支
援
事
業
 

（
１
）
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
配
置
 

１
自
治
体
当
た
り
 
6
,
22
4,

00
0
円
 
 

※
 
２
名
以
上
配
置
す
る
場
合
、
児
童
相

談
所
の
設
置
か
所
数
（
配
置
人
数
を
超

え
る
場
合
は
配
置
人
数
）
を
乗
じ
て
得

た
額
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

※
 
配
置
期
間
が

1
年
に
満
た
な
い
場
合

は
、
6
,
22
4,

00
0
円
×
配
置
月
数

/1
2
  

 補
助
員
配
置
加
算
 
2
,
00
9,
00
0
円

 

※
 
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
対
応
件

数
が

2
0
件
以
上
の
場
合
に
限
る
。
 

 （
２
）
居
住
費
支
援
 

①
 
就
学
・
就
労
を
し
て
い
な
い
者
、
大
学

等
に
就
学
し
て
い
る
者
（「

自
立
援
助
ホ

ー
ム
で
居
住
」
を
除
く
）、

就
労
し
て
い

る
者
 

ア
 
里
親
宅
で
居
住
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 
 
9
0,
00
0
円
 
 

イ
 
フ
ァ
ミ
リ
ー
ホ
ー
ム
で
居
住
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 
1
8
3,
00
0
円
 
 

ウ
 
自
立
援
助
ホ
ー
ム
で
居
住
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 
2
5
1,
00
0
円
 
 

エ
 
児
童
養
護
施
設
で
居
住
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 
3
9
7,
00
0
円
 
 

オ
 
児
童
心
理
治
療
施
設
で
居
住
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 
5
0
4,
00
0
円
 
 

カ
 
児
童
自
立
支
援
施
設
で
居
住
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 
4
8
2,
00
0
円
 
 

キ
 
母
子
生
活
支
援
施
設
 

社
会
的
養

護
自
立
支
援

事
業
に
必
要

な
報
酬
、
給

料
及
び
職
員

手
当
等
（
た

だ
し
会
計
年

度
任
用
職
員

及
び
臨
時
的

任
用
職
員
へ

支
給
さ
れ
る

も
の
に
限

る
）、

旅

費
、
需
用
費

（
消
耗
品
、

教
材
費
、
印

刷
製
本
費
、

会
議
費
、
光

熱
水
費
）、

備
品
購
入

費
、
役
務
費

（
通
信
運
搬

費
、
広
告

料
、
保
険

料
）、

報
償

費
、
委
託

料
、
使
用
料

及
び
賃
借

料
、
共
済

費
、
扶
助

費
、
補
助
金
 

  

１
／
２
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１
人
当
た
り
 
月
額
 

1
2
0,
00
0
円
 
 

 

②
 
就
学
し
一
般
賃
貸
住
宅
等
に
居
住
し
て

 

い
た
が
、
疾
病
等
や
む
を
得
な
い
事
情
に

 

よ
り
中
退
し
た
者
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 
5
0
,0
00

円
の
範
 

囲
内
（
支
給
期
間
は
６
か
月
を
限
度
）

 

 （
３
）
生
活
費
支
援
 

①
 
一
般
生
活
費
 

ア
 
就
学
・
就
労
を
し
て
い
な
い
者
で
措

 

置
さ
れ
て
い
た
里
親
宅
、
フ
ァ
ミ
リ
ー

 

ホ
ー
ム
、
自
立
援
助
ホ
ー
ム
や
施
設
等

 

に
居
住
す
る
者
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 

5
1
,4
30

円
 
 

イ
 
就
学
し
て
い
る
者
で
措
置
さ
れ
て
い

 

た
里
親
宅
、
フ
ァ
ミ
リ
ー
ホ
ー
ム
、
施

 

設
等
に
居
住
す
る
者
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 

1
1
,4
10

円
 
 

ウ
 
就
学
し
一
般
賃
貸
住
宅
等
に
居
住
し

 

た
が
、
疾
病
等
や
む
を
得
な
い
事
情
に

 

よ
り
中
退
し
た
者
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 

5
0
,0
00

円

（
支
給
期
間
は
６
か
月
を
限
度
）

 

 

②
 
児
童
用
採
暖
費
 

児
童
用
採
暖
費
保
護
単
価
表
（
１
人
当
た

り
月
額
）
 

※
 
1
0
月
分
か
ら
翌
年
３
月
分
に
限
る
 

対
象
者
 

        級
地
別
 

就
学
・
就
労

を
し
て
い
な

い
者
、
就
学

し
一
般
賃
貸

住
宅
等
に
居

住
し
た
が
、

疾
病
等
や
む

を
得
な
い
事

情
に
よ
り
中

退
し
た
者
 

大
学
等
に
就

学
し
て
い
る

者
、
就
労
し

て
い
る
者

 

旧
５
級
地
 

7
,
27
0
円
 

1
,
21
0
円
 

旧
４
級
地
 

5
,
57
0
円
 

1
,
02
0
円
 

                                         

                                         

                                         

１
人
当
た
り
 
月
額
 
1
2
0,
00
0
円
 
 

 

②
 
就
学
し
一
般
賃
貸
住
宅
等
に
居
住
し
て

 

い
た
が
、
疾
病
等
や
む
を
得
な
い
事
情
に

 

よ
り
中
退
し
た
者
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 
5
0
,0
00

円
の
範

 

囲
内
（
支
給
期
間
は
６
か
月
を
限
度
）

 

 （
３
）
生
活
費
支
援
 

①
 
一
般
生
活
費
 

ア
 
就
学
・
就
労
を
し
て
い
な
い
者
で
措

 

置
さ
れ
て
い
た
里
親
宅
、
フ
ァ
ミ
リ
ー

 

ホ
ー
ム
、
自
立
援
助
ホ
ー
ム
や
施
設
等

 

に
居
住
す
る
者
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 
5
2
,1
20

円
 
 

イ
 
就
学
し
て
い
る
者
で
措
置
さ
れ
て
い

 

た
里
親
宅
、
フ
ァ
ミ
リ
ー
ホ
ー
ム
、
施

 

設
等
に
居
住
す
る
者
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 
1
1
,3
60

円
 
 

ウ
 
就
学
し
一
般
賃
貸
住
宅
等
に
居
住
し

 

た
が
、
疾
病
等
や
む
を
得
な
い
事
情
に

 

よ
り
中
退
し
た
者
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 
5
0
,0
00

円

（
支
給
期
間
は
６
か
月
を
限
度
）

 

 

②
 
児
童
用
採
暖
費
 

児
童
用
採
暖
費
保
護
単
価
表
（
１
人
当
た

り
月
額
）
 

※
 
1
0
月
分
か
ら
翌
年
３
月
分
に
限
る
 

対
象
者
 

        級
地
別
 

就
学
・
就
労

を
し
て
い
な

い
者
、
就
学

し
一
般
賃
貸

住
宅
等
に
居

住
し
た
が
、

疾
病
等
や
む

を
得
な
い
事

情
に
よ
り
中

退
し
た
者
 

大
学
等
に
就

学
し
て
い
る

者
、
就
労
し

て
い
る
者
 

旧
５
級
地
 

7
,
27
0
円
 

1
,
21
0
円
 

旧
４
級
地
 

5
,
57
0
円
 

1
,
02
0
円
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旧
３
級
地
 

3
,
60
0
円
 

6
30

円
 

旧
２
級
地
 

2
,
68
0
円
 

4
00

円
 

そ
の
他
の

地
域
 

1
,
34
0
円
 

2
00

円
 

（
注
）
こ
の
表
の
「
旧
５
級
地
か
ら
旧
２

級
地
」
ま
で
の
級
地
区
分
は
一
般
職

の
職
員
の
給
与
に
関
す
る
法
律
等
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成

1
6

年
法
律
第

1
36

号
）
の
施
行
（
平
成

1
6
年

10
月

28
日
）
前
の
国
家
公

務
員
の
寒
冷
地
手
当
に
関
す
る
法
律

第
1
条
に
定
め
る
地
域
と
し
、「

そ

の
他
の
地
域
」
は
旧
５
級
地
か
ら
旧

２
級
地
ま
で
の
地
域
以
外
の
地
域
と

す
る
こ
と
。
 

 （
４
）
学
習
費
等
支
援
 

①
 
特
別
育
成
費
 

居
住
費
支
援
又
は
生
活
支
援
を
受
け

て
い
る
者
で
あ
っ
て
、
①
高
等
学
校
に

在
学
し
て
い
る
者
、
②
高
等
学
校
第
１

学
年
に
入
学
す
る
者
、
③
高
等
学
校
卒

業
者
の
う
ち
大
学
等
に
在
籍
し
て
い
な

い
か
つ
就
労
し
て
い
な
い
者
（
③
の
者

に
つ
い
て
は
、
ウ
及
び
エ
の
経
費
に
限

る
。）

 

 

ア
 
基
本
額
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 
2
4
,4
20

円
 
 

イ
 
資
格
取
得
等
特
別
加
算

 

１
人
当
た
り
 

5
7
,6
10

円
  

ウ
 
補
習
費
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 
2
0
,0
00

円
 
 

エ
 
補
習
費
特
別
分
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 
2
5
,0
00

円
 
  

②
 
就
職
支
度
費
 

居
住
費
支
援
又
は
生
活
支
援
を
受
け
て

い
る
者
で
あ
っ
て
、
就
職
す
る
こ
と
と
な

っ
た
者
（
過
去
に
就
職
支
度
費
又
は
大
学

進
学
等
自
立
生
活
支
度
費
を
支
給
さ
れ
た

                                         

                                         

                                         

旧
３
級
地
 

3
,
60
0
円
 

6
30

円
 

旧
２
級
地
 

2
,
68
0
円
 

4
00

円
 

そ
の
他
の

地
域
 

1
,
34
0
円
 

2
00

円
 

（
注
）
こ
の
表
の
「
旧
５
級
地
か
ら
旧
２

級
地
」
ま
で
の
級
地
区
分
は
一
般
職

の
職
員
の
給
与
に
関
す
る
法
律
等
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成

1
6

年
法
律
第

1
36

号
）
の
施
行
（
平
成

1
6
年

10
月

28
日
）
前
の
国
家
公

務
員
の
寒
冷
地
手
当
に
関
す
る
法
律

第
1
条
に
定
め
る
地
域
と
し
、「

そ

の
他
の
地
域
」
は
旧
５
級
地
か
ら
旧

２
級
地
ま
で
の
地
域
以
外
の
地
域
と

す
る
こ
と
。
 

 （
４
）
学
習
費
等
支
援
 

①
 
特
別
育
成
費
 

居
住
費
支
援
又
は
生
活
支
援
を
受
け

て
い
る
者
で
あ
っ
て
、
①
高
等
学
校
に

在
学
し
て
い
る
者
、
②
高
等
学
校
第
１

学
年
に
入
学
す
る
者
、
③
高
等
学
校
卒

業
者
の
う
ち
大
学
等
に
在
籍
し
て
い
な

い
か
つ
就
労
し
て
い
な
い
者
（
③
の
者

に
つ
い
て
は
、
ウ
及
び
エ
の
経
費
に
限

る
。）

 

 

ア
 
基
本
額
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 
2
4
,4
20

円
 
 

イ
 
資
格
取
得
等
特
別
加
算
 

１
人
当
た
り
 
5
7
,6
10

円
  

ウ
 
補
習
費
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 
2
0
,0
00

円
 
 

エ
 
補
習
費
特
別
分
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 
2
5
,0
00

円
 
  

②
 
就
職
支
度
費
 

居
住
費
支
援
又
は
生
活
支
援
を
受
け
て

い
る
者
で
あ
っ
て
、
就
職
す
る
こ
と
と
な

っ
た
者
（
過
去
に
就
職
支
度
費
又
は
大
学

進
学
等
自
立
生
活
支
度
費
を
支
給
さ
れ
た
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者
を
除
く
。）

 

ア
 
一
般
分
 １

人
当
た
り
 
 

8
2,
76
0
円
  

イ
 
特
別
基
準
分
 

１
人
当
た
り
 

1
9
8,
53
0
円
  

 

③
 
大
学
進
学
等
自
立
生
活
支
度
費

 

居
住
費
支
援
又
は
生
活
支
援
を
受
け
て

い
る
者
で
あ
っ
て
、
大
学
等
へ
進
学
す
る

こ
と
と
な
っ
た
者
（
過
去
に
就
職
支
度
費

又
は
大
学
進
学
等
自
立
生
活
支
度
費
を
支

給
さ
れ
た
者
を
除
く
。）

 

ア
 
一
般
分
 １

人
当
た
り
 
 

8
2,
76
0
円
  

イ
 
特
別
基
準
分
 

１
人
当
た
り
 

1
9
8,
53
0
円
  

 

（
５
）
自
立
後
生
活
体
験
支
援
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 
5
3
,7
00

円
 
 

 （
６
）
生
活
相
談
支
援
 

①
 
賃
金
 

ア
 
常
勤
職
員
を
２
名
以
上
配
置
し
た
場

 

 
合
 

１
か
所
当
た
り
 
1
0
,1
06

,0
00

円
 
 

イ
 
ア
以
外
の
場
合
 

１
か
所
当
た
り
 
 
6
,9
87

,0
00

円
 
  

②
事
務
費
 

ア
 
自
助
活
動
を
行
え
る
場
を
常
設
す
る

 

場
合
 

１
か
所
当
た
り
 
 
4
,9
22
,0
00

円
 
 

イ
 
ア
以
外
の
場
合
 

１
か
所
当
た
り
 
 
2
,1
67

,0
00

円
 
 

 （
７
）
医
療
連
携
支
援
 

１
か
所
当
た
り
 
7
,
84
2,

00
0
円
  

※
 

医
療

機
関

へ
の

同
行

支
援

を

行
う
場
合
、
5
6
8,
00
0
円
を
加
え

た
額
 

 

                             

            

                                         

                                         

者
を
除
く
。）

 

ア
 
一
般
分
 １

人
当
た
り
 
 
8
2,
76
0
円
  

イ
 
特
別
基
準
分
 

１
人
当
た
り
 
1
9
8,
53
0
円
  

 

③
 
大
学
進
学
等
自
立
生
活
支
度
費
 

居
住
費
支
援
又
は
生
活
支
援
を
受
け
て

い
る
者
で
あ
っ
て
、
大
学
等
へ
進
学
す
る

こ
と
と
な
っ
た
者
（
過
去
に
就
職
支
度
費

又
は
大
学
進
学
等
自
立
生
活
支
度
費
を
支

給
さ
れ
た
者
を
除
く
。）

 

ア
 
一
般
分
 １

人
当
た
り
 
 
8
2,
76
0
円
  

イ
 
特
別
基
準
分
 

１
人
当
た
り
 
1
9
8,
53
0
円
  

 

（
５
）
自
立
後
生
活
体
験
支
援
 

１
人
当
た
り
 
月
額
 
5
3
,7
00

円
 
 

 （
６
）
生
活
相
談
支
援
 

①
 
賃
金
 

ア
 
常
勤
職
員
を
２
名
以
上
配
置
し
た
場

 

 
合
 

１
か
所
当
た
り
 
1
0
,1
96

,0
00

円
 
 

イ
 
ア
以
外
の
場
合
 

１
か
所
当
た
り
 
 
6
,9
75

,0
00

円
 
  

②
事
務
費
 

ア
 
自
助
活
動
を
行
え
る
場
を
常
設
す
る

 

場
合
 

１
か
所
当
た
り
 
 
4
,8
63
,0
00

円
 
 

イ
 
ア
以
外
の
場
合
 

１
か
所
当
た
り
 
 
2
,1
66

,0
00

円
 
 

 （
７
）
医
療
連
携
支
援
 

１
か
所
当
た
り
 
7
,
84
2,

00
0
円
  

※
 

医
療

機
関

へ
の

同
行

支
援

を

行
う
場
合
、
5
5
7,
00
0
円
を
加
え

た
額
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（
８
）
法
律
相
談
支
援
 

１
か
所
当
た
り
 
3
,
00
0,

00
0
円
  

 （
９
）
就
労
相
談
支
援
 

①
 
賃
金
 

１
チ
ー
ム
当
た
り
 
4
,
48
3,

00
0
円
 
  

②
 
事
務
費
 

１
チ
ー
ム
当
た
り
 
1
,
25
6,
00
0
円
 
  

③
 
事
業
費
 

１
チ
ー
ム
当
た
り
 
5
6
8,
00
0
円
  

※
 
就
労
支
援
機
関
へ
の
同
行
支

援
が
含
ま
れ
る
場
合
に
限
る
。

 

 

２
 
身
元
保
証
人
確
保
対
策
事
業
 

（
１
）
就
職
時
の
身
元
保
証
 

施
設
退
所
児
童
等
の
保
険
対
象
者
１
人

当
た
り
 

1
0
,5
60

円
  

 （
２
）
賃
貸
住
宅
等
の
賃
借
時
の
連
帯
保
証

 

施
設
退
所
児
童
等
の
保
険
対
象
者
１
人

当
た
り
 

1
9
,1
52

円
   
 

（
３
）
大
学
、
高
等
学
校
な
ど
教
育
機
関
入
学

時
の
身
元
保
証
 

施
設
退
所
児
童
等
の
保
険
対
象
者
１
人

当
た
り
 

1
0
,5
60

円
  

 （
４
）
入
院
時
の
身
元
保
証
 

施
設
退
所
児
童
等
の
保
険
対
象
者
１
人

当
た
り
 

2
,
40
0
円
  

  

                

身
元
保
証

人
確
保
対
策

事
業
に
必
要

な
役
務
費

（
保
険
料
）
 

                

１
／
２
 

 

里
親
養

育
包
括

支
援

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額

 

１
 
統
括
責
任
者
加
算
 

１
か
所
当
た
り
 
5
,
81
1,

00
0
円
  

里
親
養
育

包
括
支
援

（
フ
ォ
ス
タ

１
／
２
 

又
は
 

２
／
３
 

                                         

（
８
）
法
律
相
談
支
援
 

１
か
所
当
た
り
 
3
,
00
0,

00
0
円
  

 （
９
）
就
労
相
談
支
援
 

①
 
賃
金
 

１
チ
ー
ム
当
た
り
 
4
,
48
3,

00
0
円
 
  

②
 
事
務
費
 

１
チ
ー
ム
当
た
り
 
1
,
25
6,
00
0
円
 
  

③
 
事
業
費
 

１
チ
ー
ム
当
た
り
 
5
5
7,
00
0
円

  

※
 
就
労
支
援
機
関
へ
の
同
行
支
援

 

が
含
ま
れ
る
場
合
に
限
る
。

 

 

２
 
身
元
保
証
人
確
保
対
策
事
業
 

（
１
）
就
職
時
の
身
元
保
証
 

施
設
退
所
児
童
等
の
保
険
対
象
者
１
人

当
た
り
 

1
0
,5
60

円
  

 （
２
）
賃
貸
住
宅
等
の
賃
借
時
の
連
帯
保
証

 

施
設
退
所
児
童
等
の
保
険
対
象
者
１
人

当
た
り
 

1
9
,1
52

円
   
 

（
３
）
大
学
、
高
等
学
校
な
ど
教
育
機
関
入
学

時
の
身
元
保
証
 

施
設
退
所
児
童
等
の
保
険
対
象
者
１
人

当
た
り
 

1
0
,5
60

円
  

 （
４
）
入
院
時
の
身
元
保
証
 

施
設
退
所
児
童
等
の
保
険
対
象
者
１
人

当
た
り
 

2
,
40
0
円
  

  

                

身
元
保
証

人
確
保
対
策

事
業
に
必
要

な
役
務
費

（
保
険
料
）
 

                

１
／
２
 

 

里
親
養

育
包
括

支
援

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額
 

１
 
統
括
責
任
者
加
算
 

１
か
所
当
た
り
 
5
,
86
5,

00
0
円
  

里
親
養
育

包
括
支
援

（
フ
ォ
ス
タ

１
／
２
 

又
は
 

２
／
３
 

市
及
び

福
祉
事

務
所
を

設
置
す

る
町
村

が
行
う

事
業
に

対
し
て

都
道
府

県
が
補

助
す
る

場
合
 

２
／
３
 

 

 

市
及
び

福
祉
事

務
所
を

設
置
す

る
町
村

が
行
う

事
業
に

対
し
て

都
道
府

県
が
補

助
す
る

場
合
 

２
／
３
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（
フ
ォ

ス
タ
リ

ン
グ
）

事
業
 

 ２
 
市
町
村
連
携
加
算
 

１
か
所
当
た
り
 
5
,
70
0,

00
0
円
  

 ３
 
里
親
制
度
等
普
及
促
進
・
里
親
リ
ク
ル
ー

ト
事
業
 

（
１
）
基
本
分
 

（
都
道
府
県
（
指
定
都
市
又
は
児
童
相
談
所

設
置
市
（
設
置
予
定
市
区
））

全
域
で
実

施
す
る
場
合
）
 

１
都
道
府
県
（
指
定
都
市
又
は
児
童
相
談

 

所
設
置
市
（
設
置
予
定
市
区
））

当
た
り

 
 

1
,
96
8,

00
0
円
  

（
地
域
を
分
割
し
て
実
施
す
る
場
合
）

 

１
か
所
当
た
り
 
1
,
31
2,
00
0
円
  

 （
２
）
加
算
分
 

新
規
里
親
等
登
録
件
数
に
応
じ
加
算

 

1
5
件
以
上

25
件
未
満
 

１
か
所
当
た
り
 
1
,
34
1,
00
0
円
  

2
5
件
以
上

35
件
未
満
 

１
か
所
当
た
り
 
1
,
90
8,
00
0
円
  

3
5
件
以
上
 

１
か
所
当
た
り
 
2
,
47
4,
00
0
円
  

 （
３
）
里
親
リ
ク
ル
ー
タ
ー
配
置
加
算
 

１
か
所
当
た
り
 
5
,
68
8,

00
0
円
  

 ４
 
里
親
研
修
・
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
等
事
業

 

（
１
）
基
本
分
 

（
都
道
府
県
（
指
定
都
市
又
は
児
童
相
談
所

設
置
市
（
設
置
予
定
市
区
））

全
域
で
実

施
す
る
場
合
）
 

１
都
道
府
県
（
指
定
都
市
又
は
児
童
相
談

 

所
設
置
市
（
設
置
予
定
市
区
））

当
た
り

 
 

7
,
78
2,

00
0
円
  

（
地
域
を
分
割
し
て
実
施
す
る
場
合
）

 

１
か
所
当
た
り
 
5
,
18
8,

00
0
円
  

 （
２
）
里
親
ト
レ
ー
ナ
ー
配
置
加
算

 

常
勤
配
置
 

リ
ン
グ
）
事

業
に
必
要
な

給
料
及
び
職

員
手
当
等

（
た
だ
し
会

計
年
度
任
用

職
員
及
び
臨

時
的
任
用
職

員
へ
支
給
さ

れ
る
も
の
に

限
る
）、

共

済
費
、
報

酬
、
報
償

費
、
旅
費
、

需
用
費
(
消

耗
品
費
、
印

刷
製
本

費
）、

役
務

費
（
通
信
運

搬
費
、
広
告

料
、
保
険

料
）、

委
託

料
、
使
用
料

及
び
賃
借

料
、
補
助
金
 

(
注
２
) 

                                         

（
フ
ォ

ス
タ
リ

ン
グ
）

事
業

 

 ２
 
市
町
村
連
携
加
算
 

１
か
所
当
た
り
 
5
,
70
0,

00
0
円
  

 ３
 
里
親
制
度
等
普
及
促
進
・
里
親
リ
ク
ル
ー

ト
事
業
 

（
１
）
基
本
分
 

（
都
道
府
県
（
指
定
都
市
又
は
児
童
相
談
所

設
置
市
（
設
置
予
定
市
区
））

全
域
で
実

施
す
る
場
合
）
 

１
都
道
府
県
（
指
定
都
市
又
は
児
童
相
談

 

所
設
置
市
（
設
置
予
定
市
区
））

当
た
り

 
 

1
,
93
2,

00
0
円
  

（
地
域
を
分
割
し
て
実
施
す
る
場
合
）

 

１
か
所
当
た
り
 
1
,
28
8,
00
0
円
  

 （
２
）
加
算
分
 

新
規
里
親
等
登
録
件
数
に
応
じ
加
算
 

1
5
件
以
上

25
件
未
満
 

１
か
所
当
た
り
 
1
,
30
6,
00
0
円
  

2
5
件
以
上

35
件
未
満
 

１
か
所
当
た
り
 
1
,
86
2,
00
0
円
  

3
5
件
以
上
 

１
か
所
当
た
り
 
2
,
41
7,
00
0
円
  

 （
３
）
里
親
リ
ク
ル
ー
タ
ー
配
置
加
算
 

１
か
所
当
た
り
 
5
,
73
6,

00
0
円
  

 ４
 
里
親
研
修
・
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
等
事
業
 

（
１
）
基
本
分
 

（
都
道
府
県
（
指
定
都
市
又
は
児
童
相
談
所

設
置
市
（
設
置
予
定
市
区
））

全
域
で
実

施
す
る
場
合
）
 

１
都
道
府
県
（
指
定
都
市
又
は
児
童
相
談

 

所
設
置
市
（
設
置
予
定
市
区
））

当
た
り

 
 

7
,
76

9,
00
0
円
  

（
地
域
を
分
割
し
て
実
施
す
る
場
合
）

 

１
か
所
当
た
り
 
5
,
17
9,

00
0
円
  

 （
２
）
里
親
ト
レ
ー
ナ
ー
配
置
加
算
 

常
勤
配
置
 

リ
ン
グ
）
事

業
に
必
要
な

給
料
及
び
職

員
手
当
等

（
た
だ
し
会

計
年
度
任
用

職
員
及
び
臨

時
的
任
用
職

員
へ
支
給
さ

れ
る
も
の
に

限
る
）、

共

済
費
、
報

酬
、
報
償

費
、
旅
費
、

需
用
費
(
消

耗
品
費
、
印

刷
製
本

費
）、

役
務

費
（
通
信
運

搬
費
、
広
告

料
、
保
険

料
）、

委
託

料
、
使
用
料

及
び
賃
借

料
、
補
助
金
 

(
注
２
) 

里
親
等

委
託
推

進
提
案

型
事
業

に
つ
い

て
は
、
 

1
0/
1
0 

里
親
等

委
託
推

進
提
案

型
事
業

及
び
里

親
養
育

包
括
支

援
促
進

事
業
に

つ
い
て

は
、
 

３
/
４
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1
か
所
当
た
り
 
5,
38
6,

00
0
円
  

非
常
勤
配
置
 

1
か
所
当
た
り
 
2,
60
4,

00
0
円
  

 （
３
）
研
修
受
講
促
進
費
 

研
修
受
講
者
１
人
当
た
り
 
3
9
,0
00

円
  

 ５
 
里
親
委
託
推
進
等
事
業
 

（
１
）
基
本
分
 

１
か
所
当
た
り
 
6
,
42
8,
00
0
円
  

 （
２
）
加
算
分
 

新
規
里
親
等
委
託
件
数
に
応
じ
加
算

 

1
5
件
以
上

30
件
未
満
 

１
か
所
当
た
り
 
1
,
16
1,

00
0
円
  

3
0
件
以
上

45
件
未
満
 

１
か
所
当
た
り
 
2
,
92
8,

00
0
円
  

4
5
件
以
上
 

１
か
所
当
た
り
 
4
,
00
4,

00
0
円
  

 ６
 
里
親
訪
問
等
支
援
事
業
 

（
１
）
基
本
分
 

１
か
所
当
た
り
 
9
,
81
2,
00
0
円
  

 （
２
）
加
算
分
 

里
親
等
委
託
児
童
数
に
応
じ
加
算
 

2
0
人
以
上

40
人
未
満
 

１
か
所
当
た
り
 
 
2
,3

97
,0
00

円
 
 

4
0
人
以
上

60
人
未
満
 

１
か
所
当
た
り
 
 
4
,3
99

,0
00

円
 
 

6
0
人
以
上

80
人
未
満
 

１
か
所
当
た
り
 
 
7
,9
49

,0
00

円
 
 

8
0
人
以
上
 

１
か
所
当
た
り
 
1
0
,7
25

,0
00

円
 
 

 （
３
）
心
理
訪
問
支
援
員
配
置
加
算

 

常
勤
配
置
 

1
か
所
当
た
り
 
5,

05
3,

00
0
円
  

非
常
勤
配
置
 

1
か
所
当
た
り
 
1,
55
2,
00
0
円
  

 

                                         

1
か
所
当
た
り
 
5,
43
1,

00
0
円
  

非
常
勤
配
置
 

1
か
所
当
た
り
 
2,
60
4,

00
0
円
  

 （
３
）
研
修
受
講
促
進
費
 

研
修
受
講
者
１
人
当
た
り
 
3
8
,0
00

円
  

 ５
 
里
親
委
託
推
進
等
事
業
 

（
１
）
基
本
分
 

１
か
所
当
た
り
 
6
,
47
6,
00
0
円
  

 （
２
）
加
算
分
 

新
規
里
親
等
委
託
件
数
に
応
じ
加
算
 

1
5
件
以
上

30
件
未
満
 

１
か
所
当
た
り
 
1
,
12
6,

00
0
円
  

3
0
件
以
上

45
件
未
満
 

１
か
所
当
た
り
 
2
,
88
2,

00
0
円
  

4
5
件
以
上
 

１
か
所
当
た
り
 
3
,
94
7,

00
0
円
  

 ６
 
里
親
訪
問
等
支
援
事
業
 

（
１
）
基
本
分
 

１
か
所
当
た
り
 
9
,
79
6,
00
0
円
  

 （
２
）
加
算
分
 

里
親
等
委
託
児
童
数
に
応
じ
加
算
 

2
0
人
以
上

40
人
未
満
 

１
か
所
当
た
り
 
 
2
,3
40
,0
00

円
 
 

4
0
人
以
上

60
人
未
満
 

１
か
所
当
た
り
 
 
4
,3
08

,0
00

円
 
 

6
0
人
以
上

80
人
未
満
 

１
か
所
当
た
り
 
 
7
,7
77

,0
00

円
 
 

8
0
人
以
上
 

１
か
所
当
た
り
 
1
0
,4
96

,0
00

円
 
 

 （
３
）
心
理
訪
問
支
援
員
配
置
加
算
 

常
勤
配
置
 

1
か
所
当
た
り
 
5,
09
8,

00
0
円
  

非
常
勤
配
置
 

1
か
所
当
た
り
 
1,
55
2,
00
0
円
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（
４
）
面
会
交
流
支
援
加
算
 

１
か
所
当
た
り
 
2
,
19

5,
00
0
円
  

 （
５
）
夜
間
・
土
日
相
談
対
応
強
化
加
算

 

（
2
4
時
間

3
65

日
の
相
談
支
援
体
制
を
整
備

す
る
場
合
）
 

１
か
所
当
た
り
 
6
,
10
5,

00
0
円
  

（
上
記
以
外
）
 

１
か
所
当
た
り
 
2
,
89
3,
00
0
円
  

 （
６
）
里
親
家
庭
養
育
協
力
支
援
 

1
回
当
た
り

 
4,

86
0
円
  

 （
７
）
養
育
児
預
か
り
支
援
 

受
入
準
備
経
費
 

1
都
道
府
県
当
た
り
 
8,

00
0,

00
0
円
 
 

一
時
預
か
り
 

（
宿
泊
を
伴
う
場
合
）
 

日
額
 

1
3
,9

80
円
  

（
宿
泊
を
伴
わ
な
い
場
合
）

 

日
額

 
5
,
50
0
円
  

 ７
 
里
親
等
委
託
児
童
自
立
支
援
事
業
 

（
ア
フ
タ
ー
ケ
ア
対
象
者

1
0
人
以
上
か
つ

支
援
回
数

1
20

回
以
上
の
場
合
）
 

①
事
務
費
 

１
か
所
当
た
り
 
2
,
90
6,

00
0
円
 

②
事
業
費
 

１
か
所
当
た
り
 
1
,
08
2,

00
0
円
 

（
ア
フ
タ
ー
ケ
ア
対
象
者

2
0
人
以
上
か
つ

支
援
回
数

2
40

回
以
上
の
場
合
）
 

①
事
務
費
 

１
か
所
当
た
り
 
5
,
81
2,

00
0
円
 

②
事
業
費
 

１
か
所
当
た
り
 
2
,
08
6,

00
0
円
 

 ８
 
共
働
き
家
庭
里
親
委
託
促
進
事
業
 

１
都
道
府
県
（
指
定
都
市
又
は
児
童
相
談

 

所
設
置
市
（
設
置
予
定
市
区
））

当
た
り

 

3
,
74

9,
00
0
円
   

                                         

（
４
）
面
会
交
流
支
援
加
算
 

１
か
所
当
た
り
 
2
,
19

5,
00
0
円
  

 （
５
）
夜
間
・
土
日
相
談
対
応
強
化
加
算
 

（
2
4
時
間

3
65

日
の
相
談
支
援
体
制
を
整
備

す
る
場
合
）
 

１
か
所
当
た
り
 
6
,
09
3,
00
0
円
  

（
上
記
以
外
）
 

１
か
所
当
た
り
 
2
,
88
1,
00
0
円
  

 （
６
）
里
親
家
庭
養
育
協
力
支
援
 

1
回
当
た
り
 
4,
86

0
円
  

 （
７
）
養
育
児
預
か
り
支
援
 

受
入
準
備
経
費
 

1
都
道
府
県
当
た
り
 
8,
00
0,

00
0
円
 
 

一
時
預
か
り
 

（
宿
泊
を
伴
う
場
合
）
 

日
額
 
1
3
,9
80

円
  

（
宿
泊
を
伴
わ
な
い
場
合
）
 

日
額
 
5
,
50
0
円
  

 ７
 
里
親
等
委
託
児
童
自
立
支
援
事
業
 

（
ア
フ
タ
ー
ケ
ア
対
象
者

1
0
人
以
上
か
つ

支
援
回
数

1
20

回
以
上
の
場
合
）
 

①
事
務
費
 

１
か
所
当
た
り
 
2
,
90
6,

00
0
円
 

②
事
業
費
 

１
か
所
当
た
り
 
1
,
08
2,

00
0
円
 

（
ア
フ
タ
ー
ケ
ア
対
象
者

2
0
人
以
上
か
つ

支
援
回
数

2
40

回
以
上
の
場
合
）
 

①
事
務
費
 

１
か
所
当
た
り
 
5
,
81
2,

00
0
円
 

②
事
業
費
 

１
か
所
当
た
り
 
2
,
08
6,

00
0
円
 

 ８
 
共
働
き
家
庭
里
親
委
託
促
進
事
業
 

１
都
道
府
県
（
指
定
都
市
又
は
児
童
相
談

 

所
設
置
市
（
設
置
予
定
市
区
））

当
た
り

 

3
,
74

9,
00
0
円
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９
 
障
害
児
里
親
等
委
託
推
進
モ
デ
ル
事
業

 

１
か
所
当
た
り
 
2
,
20
0,

00
0
円
  

 1
0
 
里
親
等
委
託
推
進
提
案
型
事
業
 

１
都
道
府
県
（
指
定
都
市
又
は
児
童
相
談

 

所
設
置
市
（
設
置
予
定
市
区
））

当
た
り

 

 
1
0
,0
00

,0
00

円
  

 

1
1
 
里
親
養
育
包
括
支
援
促
進
事
業
 

包
括
支
援
（
総
合
型
）
を
実
施
す
る
場
合

 

１
か
所
当
た
り
 
2
8
,5
51
,0
00

円
 
 

開
設
準
備
経
費
 

１
か
所
当
た
り
 
 
8
,0
00
,0
00

円
 

 

里
親
へ

の
委
託

前
養
育

等
支
援

事
業
 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額

 

１
 
生
活
費
等
支
援
 

１
人
当
た
り
日
額

 
5
,
18
0
円
  

 ２
 
研
修
受
講
支
援
 

１
件
当
た
り
日
額

 
3
,
49
0
円
  

 

里
親
へ
の

委
託
前
養
育

等
支
援
事
業

に
必
要
な
旅

費
、
需
用
費

（
消
耗
品

費
、
燃
料

費
、
食
糧

費
、
光
熱
水

費
）、

役
務

費
（
通
信
運

搬
費
）、

補

助
金
 

             

１
／
２
 

                                        

９
 
障
害
児
里
親
等
委
託
推
進
モ
デ
ル
事
業

 

１
か
所
当
た
り
 
2
,
10
0,

00
0
円
  

 1
0
 
里
親
等
委
託
推
進
提
案
型
事
業
 

１
都
道
府
県
（
指
定
都
市
又
は
児
童
相
談

 

所
設
置
市
（
設
置
予
定
市
区
））

当
た
り

 

 
1
0
,0
00

,0
00

円
  

 

（
新
設
）
 

 
 

    

里
親
へ

の
委
託

前
養
育

等
支
援

事
業

 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額
 

１
 
生
活
費
等
支
援
 

１
人
当
た
り
日
額
 
5
,
20
0
円
  

 ２
 
研
修
受
講
支
援
 

１
件
当
た
り
日
額
 
3
,
49
0
円
  

 

里
親
へ
の

委
託
前
養
育

等
支
援
事
業

に
必
要
な
旅

費
、
需
用
費

（
消
耗
品

費
、
燃
料

費
、
食
糧

費
、
光
熱
水

費
）、

役
務

費
（
通
信
運

搬
費
）、

補

助
金
 

             

１
／
２
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乳
児
院

等
多
機

能
化
推

進
事
業
 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額

 

１
 
育
児
指
導
機
能
強
化
事
業
 

１
施
設
当
た
り
 
4
,
94
7,
00
0
円
  

 ２
 
医
療
機
関
等
連
携
強
化
事
業
 

（
１
）
医
療
機
関
等
連
絡
調
整
員
（
保
健
師
・

 

看
護
師
・
准
看
護
師
以
外
の
場
合
）

 

１
施
設
当
た
り
 
1
,
92
8,

00
0
円
  

 （
２
）
医
療
機
関
等
連
絡
調
整
員
（
保
健
師
・

 

看
護
師
・
准
看
護
師
の
場
合
）

 

①
 
医
療
的
ケ
ア
が
必
要
な
児
童
等
が
１

人
以
上
５
人
以
下
の
場
合
 

１
施
設
当
た
り
 
2
,
13
1,

00
0
円
  

②
 
医
療
的
ケ
ア
が
必
要
な
児
童
等
が
６

人
以
上
９
人
以
下
の
場
合
 

１
施
設
当
た
り
 
5
,
08
3,

00
0
円
  

③
 
医
療
的
ケ
ア
が
必
要
な
児
童
等
が

1
0

人
以
上
の
場
合
 

１
施
設
当
た
り
 
6
,
30
2,

00
0
円
  

※
（
２
）
の
基
準
額
は
、
医
療
機
関

等
連
絡
調
整
員
を
配
置
し
た
月
に

お
け
る
医
療
的
ケ
ア
が
必
要
な
児

童
等
の
人
数
の
実
人
数
に
応
じ
て

算
定
す
る
こ
と
。
 

 

３
 
障
害
児
等
受
入
体
制
強
化
事
業

 

①
 
障
害
等
を
有
す
る
児
童
等
が
１
人
以

上
５
人
以
下
の
場
合
 

１
施
設
当
た
り
 
2
,
16
5,
00
0
円
  

②
 
障
害
等
を
有
す
る
児
童
等
が
６
人
以

上
９
人
以
下
の
場
合
 

１
施
設
当
た
り
 
5
,
15
9,
00
0
円
  

③
 
障
害
等
を
有
す
る
児
童
等
が

1
0
人

以
上
の
場
合
 

１
施
設
当
た
り
 
5
,
97
0,
00
0
円
  

※
 
基
準
額
は
、
障
害
児
等
受
入
調

整
員
を
配
置
し
た
月
に
お
け
る
障

害
等
を
有
す
る
児
童
等
の
人
数
の

実
人
数
に
応
じ
て
算
定
す
る
こ

と
。
 

乳
児
院
等

多
機
能
化
推

進
事
業
に
必

要
な
報
酬
、

給
料
及
び
職

員
手
当
等

（
た
だ
し
会

計
年
度
任
用

職
員
及
び
臨

時
的
任
用
職

員
へ
支
給
さ

れ
る
も
の
に

限
る
）、

旅

費
、
需
用
費

（
消
耗
品
、

食
糧
費
、
教

材
費
、
印
刷

製
本
費
、
会

議
費
、
光
熱

水
費
）、

備

品
購
入
費
、

役
務
費
（
通

信
運
搬
費
、

広
告
料
、
保

険
料
）、

報

償
費
、
委
託

料
、
使
用
料

及
び
賃
借

料
、
共
済

費
、
扶
助

費
、
改
修

費
、
設
備
整

備
費
、
補
助

金
 

１
／
２
 

 

                                         

乳
児
院

等
多
機

能
化
推

進
事
業

 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額
 

１
 
育
児
指
導
機
能
強
化
事
業
 

１
施
設
当
た
り
 
4
,
98
7,
00
0
円
  

 ２
 
医
療
機
関
等
連
携
強
化
事
業
 

（
１
）
医
療
機
関
等
連
絡
調
整
員
（
保
健
師
・

 

看
護
師
・
准
看
護
師
以
外
の
場
合
）
 

１
施
設
当
た
り
 
1
,
92
7,

00
0
円
  

 （
２
）
医
療
機
関
等
連
絡
調
整
員
（
保
健
師
・

 

看
護
師
・
准
看
護
師
の
場
合
）
 

①
 
医
療
的
ケ
ア
が
必
要
な
児
童
等
が
１

人
以
上
５
人
以
下
の
場
合
 

１
施
設
当
た
り
 
2
,
12
9,

00
0
円
  

②
 
医
療
的
ケ
ア
が
必
要
な
児
童
等
が
６

人
以
上
９
人
以
下
の
場
合
 

１
施
設
当
た
り
 
5
,
08
4,

00
0
円
  

③
 
医
療
的
ケ
ア
が
必
要
な
児
童
等
が

1
0

人
以
上
の
場
合
 

１
施
設
当
た
り
 
6
,
34
9,

00
0
円
  

※
（
２
）
の
基
準
額
は
、
医
療
機
関

等
連
絡
調
整
員
を
配
置
し
た
月
に

お
け
る
医
療
的
ケ
ア
が
必
要
な
児

童
等
の
人
数
の
実
人
数
に
応
じ
て

算
定
す
る
こ
と
。
 

 （
新
設
）
 

              

乳
児
院
等

多
機
能
化
推

進
事
業
に
必

要
な
報
酬
、

給
料
及
び
職

員
手
当
等

（
た
だ
し
会

計
年
度
任
用

職
員
及
び
臨

時
的
任
用
職

員
へ
支
給
さ

れ
る
も
の
に

限
る
）、

旅

費
、
需
用
費

（
消
耗
品
、

食
糧
費
、
教

材
費
、
印
刷

製
本
費
、
会

議
費
、
光
熱

水
費
）、

備

品
購
入
費
、

役
務
費
（
通

信
運
搬
費
、

広
告
料
、
保

険
料
）、

報

償
費
、
委
託

料
、
使
用
料

及
び
賃
借

料
、
共
済

費
、
扶
助

費
、
改
修

費
、
設
備
整

備
費
、
補
助

金
 

１
／
２
 

 
市

及
び

福
祉

事

務
所

を

設
置

す

る
町

村

が
行

う

事
業

に

対
し

て

都
道

府

県
が

補

助
す

る

場
合
 

２
／
３
 

市
及

び

福
祉

事

務
所

を

設
置

す

る
町

村

が
行

う

事
業

に

対
し

て

都
道

府

県
が

補

助
す

る

場
合
 

２
／
３
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 ４
 
産
前
・
産
後
母
子
支
援
事
業
 

（
１
）
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
配
置
等
に

よ
る
支
援
 

１
か
所
当
た
り
 
7
,
22
3,
00
0
円
  

 （
２
）
看
護
師
の
配
置
等
に
よ
る
支
援
 

１
か
所
当
た
り
 
5
,
16
5,

00
0
円
  

補
助
職
員
を
配
置
す
る
場
合
（
加
算
）

 

１
か
所
当
た
り
 
1
,
16

1,
00
0
円
  

 （
３
）
住
ま
い
の
提
供
に
当
た
っ
て
の
環
境
改

 

 
 
善
 

①
 
妊
婦
及
び
出
産
後
の
母
子
を
入
所
さ

せ
る
た
め
に
必
要
と
な
る
施
設
の
改
修

費
・
備
品
費
等
 

１
か
所
当
た
り
 
 
8
,0
00
,0
00

円
 
 

②
 
特
定
妊
婦
及
び
出
産
後
の
母
子
の
緊

急
的
な
住
ま
い
の
提
供
に
必
要
と
な
る

賃
借
料
 

１
か
所
当
た
り
 
1
0
,0
00
,0
00

円
 
 

 
 

（
４
）
特
定
妊
婦
等
に
対
す
る
生
活
支
援

 

１
人
当
た
り
日
額

 
1
,
69
2
円
  

 

                         

 ３
 
産
前
・
産
後
母
子
支
援
事
業
 

（
１
）
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
配
置
等
に

よ
る
支
援
 

１
か
所
当
た
り
 
7
,
23
4,
00
0
円
  

 （
２
）
看
護
師
の
配
置
等
に
よ
る
支
援
 

１
か
所
当
た
り
 
5
,
08
9,
00
0
円
  

補
助
職
員
を
配
置
す
る
場
合
（
加
算
）

 

１
か
所
当
た
り
 
1
,
12
6,
00
0
円
  

 （
３
）
住
ま
い
の
提
供
に
当
た
っ
て
の
環
境
改

 

 
 
善
 

①
 
妊
婦
及
び
出
産
後
の
母
子
を
入
所
さ

せ
る
た
め
に
必
要
と
な
る
施
設
の
改
修

費
・
備
品
費
等
 

１
か
所
当
た
り
 
 
8
,0
00
,0
00

円
 
 

②
 
特
定
妊
婦
及
び
出
産
後
の
母
子
の
緊

急
的
な
住
ま
い
の
提
供
に
必
要
と
な
る

賃
借
料
 

１
か
所
当
た
り
 
1
0
,0
00
,0
00

円
 
 

 （
４
）
特
定
妊
婦
等
に
対
す
る
生
活
支
援
 

１
人
当
た
り
日
額
 
1
,
70
6
円
  

 

167



                                         

児
童
養

護
施
設

等
体
制

強
化
事

業
 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額

 

１
 
児
童
養
護
施
設
等
体
制
強
化
事
業
 

（
１
）
児
童
指
導
員
等
と
な
る
人
材
の
確
保

 

１
人
当
た
り
 
4
,
15
5,
00
0
円
  

 （
２
）
夜
間
業
務
等
の
業
務
負
担
軽
減
 

１
か
所
当
た
り
 
4
,
15
5,
00
0
円
  

 （
３
）
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
に
よ
る
支
援

 

１
か
所
当
た
り
 

5
4
7,
00
0
円
  

 
 （
４
）
施
設
職
員
に
対
す
る
相
談
支
援
体
制
整

 

 
 
備
 

１
自
治
体
当
た
り
 
5
,
19
2,
00
0
円
 
   

児
童
養
護

施
設
等
体
制

強
化
事
業
に

必
要
な
報

酬
、
給
料
及

び
職
員
手
当

等
（
た
だ
し

会
計
年
度
任

用
職
員
及
び

臨
時
的
任
用

職
員
へ
支
給

さ
れ
る
も
の

に
限
る
）、

報
償
費
、
共

済
費
、
補
助

金
  

１
／
２
 

養
子
縁

組
民
間

あ
っ
せ

ん
機
関

助
成
事

業
 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額

 

１
 
養
子
縁
組
民
間
あ
っ
せ
ん
機
関
助
成
事
業

 

（
１
）
養
子
縁
組
民
間
あ
っ
せ
ん
機
関
基
本
助

 

成
事
業
 

①
 
養
子
縁
組
民
間
あ
っ
せ
ん
機
関
等
職

員
研
修
参
加
促
進
事
業
 

研
修
受
講
者
１
人
当
た
り

 
 

5
5
,0
00

円
  

②
 
第
三
者
評
価
受
審
促
進
事
業

 

１
か
所
当
た
り
 

3
2
1,
00
0
円
  

 （
２
）
養
子
縁
組
民
間
あ
っ
せ
ん
機
関
体
制
整

 

備
支
援
事
業
 

①
 
基
本
分
 

1
か
所
当
た
り
 
10
,8

36
,0
00

円
 

②
 
障
害
児
等
支
援
加
算
 

1
か
所
当
た
り
 
 3
,1
39
,0
00

円
  

③
 
心
理
療
法
担
当
職
員
配
置
加
算

 

1
か
所
当
た
り
 
 6
,1
25
,0
00

円
  

 （
３
）
養
子
縁
組
民
間
あ
っ
せ
ん
機
関
支
援
体

 

制
構
築
等
モ
デ
ル
事
業
 

①
 
高
年
齢
児
等
へ
の
支
援
体
制
構
築
モ

デ
ル
事
業
 

養
子
縁
組

民
間
あ
っ
せ

ん
機
関
助
成

事
業
に
必
要

な
賃
金
（
代

替
職
員
雇
上

げ
経
費

等
）、

報

酬
、
給
料
及

び
職
員
手
当

等
（
た
だ
し

会
計
年
度
任

用
職
員
及
び

臨
時
的
任
用

職
員
へ
支
給

さ
れ
る
も
の

に
限
る
）、

旅
費
、
需
用

費
（
消
耗
品

費
、
印
刷
製

本
費
）、

役

務
費
（
通
信

運
搬
費
、
広

告
料
）、

委

１
／
２
 

                                         

児
童
養

護
施
設

等
体
制

強
化
事

業
 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額
 

１
 
児
童
養
護
施
設
等
体
制
強
化
事
業
 

（
１
）
児
童
指
導
員
等
と
な
る
人
材
の
確
保

 

１
人
当
た
り
 
4
,
07
9,
00
0
円
  

 （
２
）
夜
間
業
務
等
の
業
務
負
担
軽
減
 

１
か
所
当
た
り
 
4
,
07
9,
00
0
円
  

 （
３
）
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
に
よ
る
支
援
 

１
か
所
当
た
り
 
5
4
7,
00
0
円
  

 
 （
４
）
施
設
職
員
に
対
す
る
相
談
支
援
体
制
整

 

 
 
備
 

１
自
治
体
当
た
り
 
5
,
06
8,

00
0
円
 
   

児
童
養
護

施
設
等
体
制

強
化
事
業
に

必
要
な
報

酬
、
給
料
及

び
職
員
手
当

等
（
た
だ
し

会
計
年
度
任

用
職
員
及
び

臨
時
的
任
用

職
員
へ
支
給

さ
れ
る
も
の

に
限
る
）、

報
償
費
、
共

済
費
、
補
助

金
  

１
／
２
 

養
子
縁

組
民
間

あ
っ
せ

ん
機
関

助
成
事

業
 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額
 

１
 
養
子
縁
組
民
間
あ
っ
せ
ん
機
関
助
成
事
業

 

（
１
）
養
子
縁
組
民
間
あ
っ
せ
ん
機
関
基
本
助

 

成
事
業
 

①
 
養
子
縁
組
民
間
あ
っ
せ
ん
機
関
等
職

員
研
修
参
加
促
進
事
業
 

研
修
受
講
者
１
人
当
た
り
 
 

5
5
,0
00

円
  

②
 
第
三
者
評
価
受
審
促
進
事
業
 

１
か
所
当
た
り
 
3
2
1,
00
0
円
  

 （
２
）
養
子
縁
組
民
間
あ
っ
せ
ん
機
関
体
制
整

 

備
支
援
事
業
 

①
 
基
本
分
 

1
か
所
当
た
り
 
10
,9
13
,0
00

円
 

②
 
障
害
児
等
支
援
加
算
 

1
か
所
当
た
り
 
 3
,0
73
,0
00

円
  

③
 
心
理
療
法
担
当
職
員
配
置
加
算

 

1
か
所
当
た
り
 
 6
,1
71
,0
00

円
  

 （
３
）
養
子
縁
組
民
間
あ
っ
せ
ん
機
関
支
援
体

 

制
構
築
等
モ
デ
ル
事
業
 

①
 
高
年
齢
児
等
へ
の
支
援
体
制
構
築
モ

デ
ル
事
業
 

養
子
縁
組

民
間
あ
っ
せ

ん
機
関
助
成

事
業
に
必
要

な
賃
金
（
代

替
職
員
雇
上

げ
経
費

等
）、

報

酬
、
給
料
及

び
職
員
手
当

等
（
た
だ
し

会
計
年
度
任

用
職
員
及
び

臨
時
的
任
用

職
員
へ
支
給

さ
れ
る
も
の

に
限
る
）、

旅
費
、
需
用

費
（
消
耗
品

費
、
印
刷
製

本
費
）、

役

務
費
（
通
信

運
搬
費
、
広

告
料
）、

委

１
／
２
 

市
及
び

福
祉
事

務
所
を

設
置
す

る
町
村

が
行
う

事
業
に

対
し
て

都
道
府

県
が
補

助
す
る

場
合
 

２
／
３
 

市
及
び

福
祉
事

務
所
を

設
置
す

る
町
村

が
行
う

事
業
に

対
し
て

都
道
府

県
が
補

助
す
る

場
合
 

２
／
３
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１
か
所
当
た
り
 
3
,
35
4,

00
0
円
  

②
 
資
質
向
上
モ
デ
ル
事
業

 

１
か
所
当
た
り
 
1
,
95
4,

00
0
円
  

③
 
子
ど
も
の
出
自
を
知
る
権
利
に
関
す

る
支
援
体
制
整
備
モ
デ
ル
事
業

 

ア
 
基
本
分
 

１
か
所
当
た
り
 
6
,
12

6,
00
0
円
 

イ
 
弁
護
士
等
配
置
加
算
 

１
か
所
あ
た
り
 
2
,
23
5,
00
0
円
  

 （
４
）
養
親
希
望
者
手
数
料
負
担
軽
減
事
業

 

１
人
（
世
帯
）
当
た
り
 

4
0
0,
00
0
円
  

 

託
料
、
備
品

購
入
費
、
共

済
費
、
扶
助

費
等
 

児
童
養

護
施
設

等
民
有

地
マ
ッ

チ
ン
グ

事
業
 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額

 

１
 
児
童
養
護
施
設
等
民
有
地
マ
ッ
チ
ン
グ
事

 

 
業
 

（
１
）
民
有
地
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援
 

１
自
治
体
当
た
り
 
 
  

6,
00
0,
00
0
円
 

 （
２
）
整
備
候
補
地
等
の
確
保
支
援

 

１
自
治
体
当
た
り
 
 
  

4,
60
0,
00
0
円
 

 （
３
）
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
配
置
支
援
 

１
自
治
体
当
た
り
 
 
  

4,
50
0,
00
0
円
 

 

児
童
養
護

施
設
等
民
有

地
マ
ッ
チ
ン

グ
事
業
に
必

要
な
報
酬
、

給
料
及
び
職

員
手
当
等

（
た
だ
し
会

計
年
度
任
用

職
員
及
び
臨

時
的
任
用
職

員
へ
支
給
さ

れ
る
も
の
に

限
る
）、

報

償
費
、
旅

費
、
需
用
費

（
会
議
費
、

消
耗
品
費
、

印
刷
製
本

費
、
光
熱
水

費
、
燃
料

費
）、

役
務

費
（
通
信
運

搬
費
、
広
告

料
、
手
数

料
、
保
険

料
）、

委
託

料
、
使
用
料

１
／
２
 

                               

１
か
所
当
た
り
 
3
,
35
4,

00
0
円
  

②
 
資
質
向
上
モ
デ
ル
事
業
 

１
か
所
当
た
り
 
1
,
95
4,

00
0
円
  

③
 
子
ど
も
の
出
自
を
知
る
権
利
に
関
す

る
支
援
体
制
整
備
モ
デ
ル
事
業
 

 

１
か
所
当
た
り
 
6
,
17
1,
00
0
円
  

 
 
 
（
新
設
）
 

 
 

 （
４
）
養
親
希
望
者
手
数
料
負
担
軽
減
事
業

 

１
人
（
世
帯
）
当
た
り
 
4
0
0,
00
0
円
  

 

託
料
、
備
品

購
入
費
、
共

済
費
、
扶
助

費
等
 

児
童
養

護
施
設

等
民
有

地
マ
ッ

チ
ン
グ

事
業

 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額
 

１
 
児
童
養
護
施
設
等
民
有
地
マ
ッ
チ
ン
グ
事

 

 
業
 

（
１
）
民
有
地
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援
 

１
自
治
体
当
た
り
 
 
  

 5
,9
00
,0
0
0
円
 

 （
２
）
整
備
候
補
地
等
の
確
保
支
援
 

１
自
治
体
当
た
り
 
 
  

 4
,5
00
,0
0
0
円
 

 （
３
）
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
配
置
支
援
 

１
自
治
体
当
た
り
 
 
  

 4
,4
00
,0
0
0
円
 

 

児
童
養
護

施
設
等
民
有

地
マ
ッ
チ
ン

グ
事
業
に
必

要
な
報
酬
、

給
料
及
び
職

員
手
当
等

（
た
だ
し
会

計
年
度
任
用

職
員
及
び
臨

時
的
任
用
職

員
へ
支
給
さ

れ
る
も
の
に

限
る
）、

報

償
費
、
旅

費
、
需
用
費

（
会
議
費
、

消
耗
品
費
、

印
刷
製
本

費
、
光
熱
水

費
、
燃
料

費
）、

役
務

費
（
通
信
運

搬
費
、
広
告

料
、
手
数

料
、
保
険

料
）、

委
託

料
、
使
用
料

１
／
２
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及
び
賃
借

料
、
備
品
購

入
費
、
共
済

費
、
扶
助
費
 

 

児
童
養

護
施
設

等
高
機

能
化
・

多
機
能

化
モ
デ

ル
事
業
 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額

 

 
 
 
 １
自
治
体
あ
た
り
 
2
0
,0
00
,0
00

円
 

 

児
童
養
護

施
設
等
高
機

能
化
・
多
機

能
化
モ
デ
ル

事
業
に
必
要

な
報
酬
、
給

料
及
び
職
員

手
当
等
（
た

だ
し
会
計
年

度
任
用
職
員

及
び
臨
時
的

任
用
職
員
へ

支
給
さ
れ
る

も
の
に
限

る
）、

報
償

費
、
旅
費
、

需
用
費
（
会

議
費
、
消
耗

品
費
、
印
刷

製
本
費
、
光

熱
水
費
、
燃

料
費
）、

役

務
費
（
通
信

運
搬
費
、
広

告
料
、
手
数

料
、
保
険

料
）、

委
託

料
、
使
用
料

及
び
賃
借

料
、
備
品
購

入
費
、
共
済

費
、
扶
助

費
、
補
助
金
 

   

1
0
/1
0 

及
び
賃
借

料
、
備
品
購

入
費
、
共
済

費
、
扶
助
費
 

 

（
新

設
）

 

                                  

（
新
設
）
 

（
新
設
）
 

（
新

設
）
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ヤ
ン
グ

ケ
ア
ラ

ー
支
援

体
制
強

化
事
業
 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額

 

１
 
ヤ
ン
グ
ケ
ア
ラ
ー
実
態
調
査
・
研
修
推
進

事
業
 

 （
１
）
実
態
調
査
・
把
握
 

 
 
 
１
都
道
府
県
、
指
定
都
市
あ
た
り

 

7
,
66
2,
00
0
円
 

 
 
 
１
中
核
市
、
特
別
区
あ
た
り

 

4
,
13
0,
00
0
円
 

 
 
 
１
市
町
村
あ
た
り
 

2
,
29
6,
00
0
円
 

 
 （
２
）
関
係
機
関
等
職
員
研
修
 

 
 
 
１
都
道
府
県
、
指
定
都
市
あ
た
り

 

4
,
08
3,
00
0
円
 

 
 
 
１
中
核
市
、
特
別
区
あ
た
り

 

2
,
39
1,
00
0
円
 

 
 
 
１
市
町
村
あ
た
り
 

1
,
71
8,
00
0
円
 

 

ヤ
ン
グ
ケ

ア
ラ
ー
支
援

体
制
強
化
事

業
に
必
要
な

報
酬
、
給
料

及
び
職
員
手

当
等
（
た
だ

し
会
計
年
度

任
用
職
員
及

び
臨
時
的
任

用
職
員
へ
支

給
さ
れ
る
も

の
に
限

る
）、

報
償

費
、
旅
費
、

需
用
費
（
消

耗
品
費
、
教

材
費
、
印
刷

製
本
費
、
会

議
費
、
光
熱

水
費
、
燃
料

費
）、

改
修

費
、
備
品
購

入
費
、
役
務

費
（
通
信
運

搬
費
、
広
告

料
、
手
数

料
、
保
険

料
)
､
委
託

料
､
使
用
料

及
び
賃
借

料
、
共
済

費
、
扶
助

費
、
補
助

金
、
負
担
金
 

 

２
／
３
 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額

 

２
 
ヤ
ン
グ
ケ
ア
ラ
ー
支
援
体
制
構
築
モ
デ
ル

 

事
業
 

 （
１
）
ヤ
ン
グ
ケ
ア
ラ
ー
・
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ

 

ー
の
配
置
 

 
 
１
都
道
府
県
、
指
定
都
市
あ
た
り

 

1
7
,6
95
,0
00

円
 

 
 
 
１
中
核
市
、
特
別
区
あ
た
り

 

1
1
,3
14
,0
00

円
 

 
 
 
１
市
町
村
あ
た
り
 

6
,
33
5,
00
0
円
 

 
 （
２
）
ピ
ア
サ
ポ
ー
ト
等
相
談
支
援
体
制
の
推

 

 
 
進
 

 
 
 
１
都
道
府
県
、
指
定
都
市
あ
た
り

 

7
,
43
3,
00
0
円
 

 
 
 
１
中
核
市
、
特
別
区
あ
た
り

 

5
,
03
8,
00
0
円
 

 
 
 
１
市
町
村
あ
た
り
 

2
,
59
6,
00
0
円
 

２
／
３
 

ヤ
ン
グ

ケ
ア
ラ

ー
支
援

体
制
強

化
事
業

 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額
 

１
 
ヤ
ン
グ
ケ
ア
ラ
ー
実
態
調
査
・
研
修
推
進

事
業
 

 （
１
）
実
態
調
査
・
把
握
 

 
 
 
１
都
道
府
県
、
指
定
都
市
あ
た
り
 

7
,
49
1,
00
0
円
 

 
 
 
１
中
核
市
、
特
別
区
あ
た
り
 

4
,
03
8,
00
0
円
 

 
 
 
１
市
町
村
あ
た
り
 

2
,
25
0,
00
0
円
 

 
 （
２
）
関
係
機
関
等
職
員
研
修
 

 
 
 
１
都
道
府
県
、
指
定
都
市
あ
た
り
 

4
,
02
5,
00
0
円
 

 
 
 
１
中
核
市
、
特
別
区
あ
た
り
 

2
,
35
6,
00
0
円
 

 
 
 
１
市
町
村
あ
た
り
 

1
,
69
5,
00
0
円
 

 

ヤ
ン
グ
ケ

ア
ラ
ー
支
援

体
制
強
化
事

業
に
必
要
な

報
酬
、
給
料

及
び
職
員
手

当
等
（
た
だ

し
会
計
年
度

任
用
職
員
及

び
臨
時
的
任

用
職
員
へ
支

給
さ
れ
る
も

の
に
限

る
）、

報
償

費
、
旅
費
、

需
用
費
（
消

耗
品
費
、
教

材
費
、
印
刷

製
本
費
、
会

議
費
、
光
熱

水
費
、
燃
料

費
）、

改
修

費
、
備
品
購

入
費
、
役
務

費
（
通
信
運

搬
費
、
広
告

料
、
手
数

料
、
保
険

料
)
､
委
託

料
､
使
用
料

及
び
賃
借

料
、
共
済

費
、
扶
助

費
、
補
助

金
、
負
担
金
 

 

１
／
２
 

次
に
よ
り
算
出
さ
れ
た
額
の
合
計
額
 

２
 
ヤ
ン
グ
ケ
ア
ラ
ー
支
援
体
制
構
築
モ
デ
ル

 

事
業
 

 （
１
）
ヤ
ン
グ
ケ
ア
ラ
ー
・
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ

ー
の
配
置
 

 
 
１
都
道
府
県
、
指
定
都
市
あ
た
り
 

1
7
,6
37
,0
00

円
 

 
 
 
１
中
核
市
、
特
別
区
あ
た
り
 

1
1
,2
91
,0
00

円
 

 
 
 
１
市
町
村
あ
た
り
 

6
,
31
2,
00
0
円
 

 
 （
２
）
ピ
ア
サ
ポ
ー
ト
等
相
談
支
援
体
制
の
推

 
 

 
 
進
 

 
 
 
１
都
道
府
県
、
指
定
都
市
あ
た
り
 

7
,
26
1,
00
0
円
 

 
 
 
１
中
核
市
、
特
別
区
あ
た
り
 

4
,
92
3,
00
0
円
 

 
 
 
１
市
町
村
あ
た
り
 

2
,
53
9,
00
0
円
 

２
／
３
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 （
３
）
オ
ン
ラ
イ
ン
サ
ロ
ン
の
設
置
・
運
営
、

 

支
援
 

 
 
 
１
都
道
府
県
、
指
定
都
市
あ
た
り

 

3
,
86
2,
00
0
円
 

 
 
 
１
中
核
市
、
特
別
区
あ
た
り

 

2
,
62
7,
00
0
円
 

 
 
 
１
市
町
村
あ
た
り
 

1
,
73
3,
00
0
円
 

 （
４
）
外
国
語
対
応
通
訳
派
遣
支
援

 

１
都
道
府
県
、
指
定
都
市
あ
た
り

 

7
,
92
0,
00
0
円
 

 
 
 
１
中
核
市
、
特
別
区
あ
た
り

 

5
,
28
0,
00
0
円
 

 
 
 
１
市
町
村
あ
た
り
 

2
,
64
0,
00
0
円
 

 

（
注
１
）「

施
設
地
域
分
散
化
等
加
速
化
プ
ラ
ン
」
の
採
択
を
受
け
て
い
る
都
道
府
県
、
指
定
都
市
、

中
核
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
が
行
い
又
は
助
成
す
る
、
以
下
の
要
件
を
す
べ
て
満
た
す
整

備
計
画
に
つ
い
て
は
、
補
助
率
を

2
／
3
と
す
る
。
 

①
 
概
ね

1
0
年
程
度
で
小
規
模
か
つ
地
域
分
散
化
を
図
る
た
め
の
整
備
方
針
（
計
画
）
を
策

 

定
し
て
い
る
こ
と
。
 

②
 
地
域
分
散
化
さ
れ
た
施
設
の
定
員
を
増
加
さ
せ
る
整
備
計
画
で
あ
る
こ
と
。（

乳
児
院
に

 

あ
っ
て
は
、「

ケ
ア
ニ
ー
ズ
が
非
常
に
高
い
子
ど
も
の
養
育
の
た
め
集
合
す
る
生
活
単
位
」

 

の
整
備
を
含
む
整
備
計
画
で
あ
る
こ
と
。）

 

③
 
概
ね

1
0
年
程
度
で
ケ
ア
ニ
ー
ズ
が
非
常
に
高
い
子
ど
も
の
養
育
の
た
め
集
合
す
る
生
活
 

単
位
を
除
き
、
全
て
小
規
模
か
つ
地
域
分
散
化
さ
せ
る
整
備
計
画
を
策
定
す
る
こ
と
。

 

（
注
２
）「

里
親
委
託
加
速
化
プ
ラ
ン
」
の
採
択
を
受
け
て
い
る
都
道
府
県
、
指
定
都
市
、
中
核
市
及

び
児
童
相
談
所
設
置
市
が
行
う
事
業
に
つ
い
て
は
、
補
助
率
を

2
／
3
と
す
る
。
 

 （
３
）
オ
ン
ラ
イ
ン
サ
ロ
ン
の
設
置
・
運
営
、

 

支
援
 

 
 
 
１
都
道
府
県
、
指
定
都
市
あ
た
り
 

3
,
79
4,
00
0
円
 

 
 
 
１
中
核
市
、
特
別
区
あ
た
り
 

2
,
58
2,
00
0
円
 

 
 
 
１
市
町
村
あ
た
り
 

1
,
71
0,
00
0
円
 

 （
新
設
）
 

      

 

（
注
１
）「

施
設
地
域
分
散
化
等
加
速
化
プ
ラ
ン
」
の
採
択
を
受
け
て
い
る
都
道
府
県
、
指
定
都
市
、

中
核
市
及
び
児
童
相
談
所
設
置
市
が
行
い
又
は
助
成
す
る
、
以
下
の
要
件
を
す
べ
て
満
た
す
整

備
計
画
に
つ
い
て
は
、
補
助
率
を

2
／
3
と
す
る
。
 

①
 
概
ね

1
0
年
程
度
で
小
規
模
か
つ
地
域
分
散
化
を
図
る
た
め
の
整
備
方
針
（
計
画
）
を
策

 

定
し
て
い
る
こ
と
。
 

②
 
地
域
分
散
化
さ
れ
た
施
設
の
定
員
を
増
加
さ
せ
る
整
備
計
画
で
あ
る
こ
と
。（

乳
児
院
に

 

あ
っ
て
は
、「

ケ
ア
ニ
ー
ズ
が
非
常
に
高
い
子
ど
も
の
養
育
の
た
め
集
合
す
る
生
活
単
位
」

 

の
整
備
を
含
む
整
備
計
画
で
あ
る
こ
と
。）

 

③
 
概
ね

1
0
年
程
度
で
ケ
ア
ニ
ー
ズ
が
非
常
に
高
い
子
ど
も
の
養
育
の
た
め
集
合
す
る
生
活

 

単
位
を
除
き
、
全
て
小
規
模
か
つ
地
域
分
散
化
さ
せ
る
整
備
計
画
を
策
定
す
る
こ
と
。

 

（
注
２
）「

里
親
委
託
加
速
化
プ
ラ
ン
」
の
採
択
を
受
け
て
い
る
都
道
府
県
、
指
定
都
市
、
中
核
市
及

び
児
童
相
談
所
設
置
市
が
行
う
事
業
に
つ
い
て
は
、
補
助
率
を

2
／
3
と
す
る
。
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